
JP 5214467 B2 2013.6.19

10

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単位からなるポリカーボネートジ
オールと、当該ポリカーボネートジオールの末端水酸基の当量未満のイソシアナート基当
量のポリイソシアナート化合物と、がウレタン結合により重合し、
　前記重合しているポリカーボネートジオールの残存する末端水酸基と、イソシアナトア
ルキルアクリレート及び／又はイソシアナトアルキルメタクリレートと、がウレタン結合
により結合しているポリマー。
【化１】

（式中、Ｒ1は、炭素数２～５０の直鎖又は分岐した炭化水素基を表し、ｎは、２～５０
の整数を表す。）
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【化２】

（式中、Ｒ2は、炭素数１０～５０の直鎖又は分岐した炭化水素基を表す。）
【請求項２】
　前記ポリカーボネートジオールの数平均分子量が３００～５０，０００である、請求項
１に記載のポリマー。
【請求項３】
　前記ポリイソシアナート化合物がジイソシアナート化合物である、請求項１又は２に記
載のポリマー。
【請求項４】
　前記ポリイソシアナート化合物が芳香族ジイソシアナートである、請求項１～３のいず
れか一項に記載のポリマー。
【請求項５】
　下記式（３）で表される、請求項１～４のいずれか一項に記載のポリマー。

【化３】

（式中、Ｒpは、各々独立して、前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単
位からなるポリカーボネートジオールから両末端水酸基を除いた残基を表し、Ｒqは、ジ
イソシアナート化合物からイソシアナート基を除いた残基を表し、Ｒrは、イソシアナト
アルキルアクリレート及び／又はイソシアナトアルキルメタクリレートのアルキル部分を
表し、ＲS、ＲTは、各々独立して、メチル基又は水素原子を表し、Ｌは、１以上の整数を
表す。）
【請求項６】
　前記ポリカーボネートジオールが、前記式（１）で表される繰り返し単位からなるポリ
カーボネートジオールである、請求項１～５のいずれか一項に記載のポリマー。
【請求項７】
　前記ポリカーボネートジオールが、前記式（２）で表される繰り返し単位からなるポリ
カーボネートジオールである、請求項１～５のいずれか一項に記載のポリマー。
【請求項８】
　前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単位からなるポリカーボネートジ
オールと、当該ポリカーボネートジオールの末端水酸基の当量未満のイソシアナート基当
量のポリイソシアナート化合物と、イソシアネートアルキルアクリレート及び／又はイソ
シアネートアルキルメタクリレートと、を反応させる、請求項１～７のいずれか一項に記
載のポリマーの製造方法。
【請求項９】
　下記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単位からなるポリカーボネートジ
オールと、当該ポリカーボネートジオールの末端水酸基の当量未満のイソシアナート基当
量のポリイソシアナート化合物と、がウレタン結合により重合し、前記重合しているポリ
カーボネートジオールの残存する末端水酸基と、イソシアナトアルキルアクリレート及び
／又はイソシアナトアルキルメタクリレートと、がウレタン結合により結合しているポリ
マー（ａ）、又は当該ポリカーボネートジオールと、当該ポリカーボネートジオールの末
端水酸基の当量を超えるイソシアナート基当量のポリイソシアナート化合物と、がウレタ
ン結合により重合し、前記重合しているポリイソシアナート化合物の残存するイソシアナ
ート基と、ヒドロキシアルキルアクリレート及び／又はヒドロキシアルキルメタクリレー
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トと、がウレタン結合により結合しているポリマー（ａ）を含む印刷版又は印刷原版製造
用感光性樹脂組成物。
【化４】

（式中、Ｒ1は、炭素数２～５０の直鎖又は分岐した炭化水素基を表し、ｎは、２～５０
の整数を表す。）
【化５】

（式中、Ｒ2は、炭素数１０～５０の直鎖又は分岐した炭化水素基を表す。）
【請求項１０】
　前記ポリマー（ａ）の数平均分子量が１，０００～１００，０００である、請求項９に
記載の印刷版又は印刷原版製造用感光性樹脂組成物。
【請求項１１】
　重合性不飽和基を有し、数平均分子量が５，０００未満である有機化合物（ｂ）をさら
に含む、請求項９又は１０に記載の印刷版又は印刷原版製造用感光性樹脂組成物。
【請求項１２】
　無機系微粒子（ｃ）をさらに含む、請求項９～１１のいずれか一項に記載の印刷版又は
印刷原版製造用感光性樹脂組成物。
【請求項１３】
　光重合開始剤（ｄ）をさらに含む、請求項９～１２のいずれか一項に記載の印刷版又は
印刷原版製造用感光性樹脂組成物。
【請求項１４】
　前記ポリイソシアナート化合物が芳香族ジイソシアナートである、請求項９～１３のい
ずれか一項に記載の印刷版又は印刷原版製造用感光性樹脂組成物。
【請求項１５】
　レーザー彫刻用印刷原版製造用である、請求項９～１４のいずれか一項に記載の印刷版
又は印刷原版製造用感光性樹脂組成物。
【請求項１６】
　下記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単位からなるポリカーボネートジ
オールと、当該ポリカーボネートジオールの末端水酸基の当量未満のイソシアナート基当
量のポリイソシアナート化合物と、がウレタン結合により重合し、前記重合しているポリ
カーボネートジオールの残存する末端水酸基と、イソシアナトアルキルアクリレート及び
／又はイソシアナトアルキルメタクリレートと、がウレタン結合により結合しているポリ
マー（ａ）、又は当該ポリカーボネートジオールと、当該ポリカーボネートジオールの末
端水酸基の当量を超えるイソシアナート基当量のポリイソシアナート化合物と、がウレタ
ン結合により重合し、前記重合しているポリイソシアナート化合物の残存するイソシアナ
ート基と、ヒドロキシアルキルアクリレート及び／又はヒドロキシアルキルメタクリレー
トと、がウレタン結合により結合しているポリマー（ａ）を含む印刷版又は印刷原版。



(4) JP 5214467 B2 2013.6.19

10

20

30

40

50

【化６】

（式中、Ｒ1は、炭素数２～５０の直鎖又は分岐した炭化水素基を表し、ｎは、２～５０
の整数を表す。）

【化７】

（式中、Ｒ2は、炭素数１０～５０の直鎖又は分岐した炭化水素基を表す。）
【請求項１７】
　請求項９～１５のいずれか一項に記載の感光性樹脂組成物を用いて製造される印刷版又
は印刷原版。
【請求項１８】
　請求項９～１５のいずれか一項に記載の感光性樹脂組成物をシート状又は円筒状に成形
する工程と、
　該成形した感光性樹脂組成物を光又は電子線の照射により架橋硬化せしめる工程と、
　を含む方法によって製造される印刷版又は印刷原版。
【請求項１９】
　レーザー彫刻用である、請求項１６～１８のいずれか一項に記載の印刷版又は印刷原版
。
【請求項２０】
　フレキソ印刷版又はフレキソ印刷原版である、請求項１６～１９のいずれか一項に記載
の印刷版又は印刷原版。
【請求項２１】
　印刷版上の導電性インクを被印刷基板上に転写し、転写された前記導電性インク中の溶
剤を乾燥除去して、又は転写された前記導電性インクに光を照射して硬化させて、前記被
印刷基板上に前記導電性インクを固定化することによって導電性層を製造する方法であっ
て、
　前記印刷版が、請求項１６～２０のいずれか一項に記載の印刷版である、導電性層の製
造方法。
【請求項２２】
　印刷版上の有機発光インクを被印刷基板上に転写し、転写された前記有機発光インク中
の溶剤を乾燥除去して、又は転写された前記有機発光インクに光を照射して硬化させて、
前記被印刷基板上に前記有機発光インクを固定化することによって有機発光層を製造する
方法であって、
　前記印刷版が、請求項１６～２０のいずれか一項に記載の印刷版である、有機発光層の
製造方法。
【請求項２３】
　印刷版上の液晶配向膜液を被印刷基板上に転写し、転写された前記液晶配向膜液中の溶
剤を乾燥除去して前記被印刷基板上に前記液晶配向膜液を固定化することによって液晶配
向膜を製造する方法であって、
　前記印刷版が、請求項１６～２０のいずれか一項に記載の印刷版である、液晶配向膜の
製造方法。
【請求項２４】
　印刷版上のブラックマトリックス用被膜組成物を被印刷基板上に転写し、転写された前
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記ブラックマトリックス用被膜組成物中の溶剤を乾燥除去して、又は転写された前記ブラ
ックマトリックス用被膜組成物に光を照射して硬化させて、前記被印刷基板上に前記ブラ
ックマトリックス用被膜組成物を固定化することによってブラックマトリックスを製造す
る方法であって、
　前記印刷版が、請求項１６～２０のいずれか一項に記載の印刷版である、ブラックマト
リックスの製造方法。
【請求項２５】
　印刷版上の着色層用インクを被印刷基板上に転写し、転写された前記着色層用インク中
の溶剤を乾燥除去して、又は転写された前記着色層用インクに光を照射して硬化させて、
前記被印刷基板上に前記着色層用インクを固定化することによってカラーフィルター用着
色層を製造する方法であって、
　前記印刷版が、請求項１６～２０のいずれか一項に記載の印刷版である、カラーフィル
ター用着色層の製造方法。
【請求項２６】
　印刷版上の有機薄膜太陽電池用光電変換層用インクを被印刷基板上に転写し、転写され
た前記有機薄膜太陽電池用光電変換層用インク中の溶剤を乾燥除去して、又は転写された
前記有機薄膜太陽電池用光電変換層用インクに光を照射して硬化させて、前記被印刷基板
上に前記有機薄膜太陽電池用光電変換層用インクを固定化することによって有機薄膜太陽
電池用光電変換層を製造する方法であって、
　前記印刷版が、請求項１６～２０のいずれか一項に記載の印刷版である、有機薄膜太陽
電池用光電変換層の製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、耐溶剤性に優れる新規なポリマー、並びに、耐溶剤性に優れ、印刷版又は印
刷原版を製造するのに特に適したポリカーボネートジオール、それから製造される印刷版
又は印刷原版製造用に特に適したポリマー、このポリマーを含む感光性樹脂組成物及び印
刷原版又は印刷版に関する。
　特に、フレキソ印刷用などのインクに含有される各種溶剤に対し卓越した耐久性を有し
、印刷精度や印刷耐久性を大幅に向上させることに資するポリカーボネートジオール、そ
れから製造されるポリマー、このポリマーを含む感光性樹脂組成物及び印刷原版又は印刷
版に関する。
　また、本発明は、耐溶剤性に優れる本発明の印刷版を用い、導電性層、有機発光層、液
晶配向膜、ブラックマトリックス、カラーフィルター用着色層、有機薄膜太陽電池用光電
変換層、薄膜半導体パターン層、電子写真感光体の感光層、光センサー用光起電力素子を
構成する電子受容性有機物層及び／又は電子供与性有機物層、光スイッチング素子のポリ
シラン薄膜、バンク並びに照明、表示装置、表示装置用バックライト、インテリア、エク
ステリア、面発光光源用有機発光層を製造する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、印刷分野では、樹脂製の印刷版がよく用いられている。特に、柔軟な印刷版を用
いることを特徴とし、各種印刷方式の中でその比重を高めつつあるフレキソ印刷では、専
ら樹脂製の印刷版が用いられている。
　印刷用のインクには、用途に応じて様々な有機溶剤が用いられるが、印刷版が樹脂製の
場合、有機溶剤に対する耐久性が往々にして不足し、印刷精度が不足したり、印刷版自身
の耐久性が不足するなどの問題が生じる。そのため、樹脂製の印刷版や印刷原版には各種
溶剤に対する優れた耐溶剤性が望まれる。
【０００３】
　ところで、ポリカーボネートジオールから製造されたポリマーが印刷原版製造用感光性
樹脂組成物に応用可能であることは既に知られている。例えば、特許文献１には、ポリカ
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ーボネートジオールより製造された樹脂と無機系微粒子よりなるレーザー彫刻可能な印刷
原版用感光性樹脂組成物及び印刷原版が開示されている。
　特許文献２には、本願の式（２）においてＲ2が炭素数２～１４の炭化水素基である場
合に相当する繰り返し単位を含むポリカーボネートジオールが開示されている。
　特許文献３には、炭素数３～２０のエーテル構造を有するポリカーボネートが開示され
ている。
　特許文献４には、ポリオキシテトラメチレングリコール単位を構成成分とするポリエー
テルポリカーボネートジオールが開示されている。
　特許文献５には、脂肪族ジオール及び／又は炭素数３～２００のポリエーテルジオール
からなるポリカーボネートが開示されている。
　特許文献６には、平版印刷版用原版の感光層として、ポリカーボネートジオールからな
るポリマーを用いる技術が開示されている。
　特許文献７には、印刷版用の水溶性感光性樹脂組成物にオキシエチレン基を繰り返し単
位として含有するウレタン化ポリカーボネートを用いる技術が開示されている。
【０００４】
［導電性層の製造方法について］
　高周波識別（ＲＦＩＤ）タグは、在庫品を追跡したり、商品の有効性を確認するのに使
用され、またその他の製品を追跡及び認証する目的のために使用される。該ＲＦＩＤタグ
には、無線でデータを送受信するためにアンテナが必要になる。このアンテナは埋め込み
巻き線を埋め込む方法、導電性インクを用いた印刷法、導電性薄膜をエッチングする方法
、メッキ方式などの手法により形成されている。
　印刷法によるＲＦＩＤタグはその対応品よりも製造するのに費用がかからない。さらに
、見た目に美しい態様を与えることができる。このことは、小売商品の追跡に使用するた
めの印刷インクアンテナを使用することを考慮するときに特に重要である。なぜならば、
一般の小売商品追跡装置は、印刷インクアンテナを使用することによって製造されたより
装飾的なタグとは対照的に、大形の目障りなタグを使用しているからである。
【０００５】
　特許文献８にはスクリーン法を用いたＲＦＩＤタグの製造方法についての記載がある。
　また、電磁波シールド用途においても、例えば、特許文献９には銀粒子を含有させた導
電性インクを用いて、透明基材上にグラビア印刷法又はグラビアオフセット印刷法で、電
磁波シールドパターンを印刷して、電磁波シールド部材を形成したものなどがある。
【０００６】
［有機発光層の製造方法について］
　有機エレクトロルミネッセンス（Ｅｌｅｃｔｒｏ　Ｌｕｍｉｎｅｓｃｅｎｃｅ、以下、
「有機ＥＬ」と略記する。）素子は、二つの対向する電極の間に有機発光材料からなる有
機発光層を形成し、有機発光層に電流を流すことで発光させるものであるが、効率よく発
光させるには発光層の膜厚が重要であり、１００ｎｍ程度の薄膜にする必要がある。さら
に、これをディスプレイ化するには高詳細にパターニングする必要がある。
　有機発光材料には、低分子材料と高分子材料があり、一般に低分子材料は抵抗加熱蒸着
法などにより薄膜形成し、この時に微細パターンのマスクを用いてパターニングするが、
この方法では基板が大型化すればするほどパターニング精度が出にくいという問題がある
。
　そこで、最近では、有機発光材料に高分子材料を用い、有機発光材料を溶剤に溶かして
塗工液にし、これをウエットコーティング法で薄膜形成する方法が試みられるようになっ
てきている。薄膜形成するためのウエットコーティング法としては、スピンコート法、バ
ーコート法、突出コート法、ディップコート法などがあるが、高精細にパターニングした
り、ＲＧＢ３色に塗り分けしたりするためには、これらのウエットコーティング法では難
しく、塗り分け、パターニングを得意とする印刷法による薄膜形成が最も有効であると考
えられる。
　しかし、グラビア印刷法のように金属製の印刷版などの硬い版を用いる方法は、有機Ｅ
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Ｌディスプレイの基板であるガラス基板や樹脂基板へのダメージが大きく不向きであり、
弾性を有するゴムブランケットを用いるオフセット印刷法や、同じく弾性を有するゴム版
や感光性樹脂版を用いる凸版印刷法（フレキソ印刷法）が好適である。実際にこれらの印
刷法による試みとして、特許文献１０にはオフセット印刷による方法が、特許文献１１に
は凸版印刷による方法などが提唱されている。
　一方、高分子有機発光材料は、水、アルコール系の溶剤に対する溶解性が悪く、塗工液
化するには、有機溶剤を用いて溶解、分散させる必要があり、中でも、トルエンやキシレ
ンなどの芳香族有機溶剤が好適である。そのため、有機発光材料のインク（以下、「有機
発光インク」と記す。）には、芳香族有機溶剤含有インクがよく用いられる。
　ところが、オフセット印刷に用いるゴムブランケットは、トルエンやキシレンなどの芳
香族有機溶剤によって膨潤や変形を起こしやすいという問題がある。オフセット印刷は、
パターンが形成されている版に塗工液を付け、その塗工液を、弾性を持つブランケットに
転移させ、さらにブランケットから印刷基材に塗工液を転写することで印刷する方式であ
るが、塗工液の転移を仲介するブランケットは弾性をもつことが要求され、一般にゴム製
のものが使用される。使用されるゴムの種類は、オレフィン系のゴムからシリコーン系の
ゴムまで多様であるが、いずれのゴムもトルエン、キシレンといった芳香族系有機溶剤に
対して膨潤や変形が起こりやすい。フレキソ印刷に用いられるゴムや感光性樹脂などの版
も、概して、有機溶剤に対する耐久性が乏しいという問題があった。
【０００７】
　特許文献１２には、凸版印刷法において、水現像タイプの感光性樹脂凸版を用いると、
ポリアミド系の感光性樹脂が親水性樹脂を多く含む材料からなるため、有機溶剤に対する
耐性が高く、有機発光インクを用いても質量変化や変形の少ない版が得られることが記載
されている。
　近年、感光性樹脂表面にブラックレイヤーという薄い光吸収層を設け、これにレーザー
光を照射し感光性樹脂板に直接マスク画像を形成後、そのマスクを通して光を照射し架橋
反応を起こさせた後、光の非照射部分の非架橋部分を現像液で洗い落とす、いわゆるフレ
キソＣＴＰ（Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　ｔｏ　Ｐｌａｔｅ）という技術が開発され、印刷製版の
効率改善効果から、採用が進みつつある。
　また、現像不要の方法として、直接レーザーで印刷原版を彫刻する方法が挙げられる。
この方法で凸版印刷版やスタンプを作製することは既に行われており、それに用いられて
いる材料も知られている。その一例として、特許文献１３には、円筒形支持体上に、加熱
溶融させた感光性樹脂を、押し出し成形装置を用いて押し出し、その後カレンダー装置に
より形成する方法が記載されている。
【０００８】
［液晶配向膜の製造方法について］
　液晶材料をデバイスとして利用するためには、一般には、液晶を一定の配列に並べてや
る（配向）必要があるが、この分子配向は、電場、磁場、せん断力あるいは界面などの外
場の影響により変化する。そして、これに伴う光学的性質の変化を利用することにより、
各種エレクトロニクスの分野で利用されている。
　液晶の配向制御は、一般に、液晶が接する基板表面に配向膜を形成することによりなさ
れる。配向膜は、液晶を基板に対し、垂直に又は垂直方向からわずかに傾斜した方向に配
向させる垂直配向膜と、液晶を基板に対し水平に又は水平方向からわずかに傾斜した方向
に配向させる水平配向膜とに大別され、表示方式によって使い分けられる。この内、従来
広く用いられているツイステッドネマティック（ＴＮ）モードやスーパーツイステッドネ
マティック（ＳＴＮ）モードに用いられる水平配向膜は、工業的見地から特に重要である
。水平配向膜としては、ラビング処理を施したポリイミド膜が配向の均一性や信頼性の点
で優れており、広く用いられている。
　液晶配向膜を印刷する方法としては、基板としてガラス基板を用いることが多いため、
グラビア印刷法などのように金属製の印刷版などの硬い版を用いる方法は不向きであり、
弾性を有するゴム版や感光性樹脂版を用いる凸版印刷法（フレキソ印刷法）が適正である
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ため、一般的に用いられている。
【０００９】
　実際にこれらのオフセット印刷法が、例えば、特許文献１４及び１５に記載されている
。また、特許文献１６においては、液晶表示装置の大型化に伴う市場の要求に対応して、
比較的寸法の大きい樹脂凸版の製造方法に関する記述が見られる。
　一般に用いられている凸版印刷、あるいはオフセット印刷に用いる版は、以下のごとき
方法で作製されている。即ち、基材に塗布された感光性樹脂の表面に、ネガフィルムを置
いて、ネガフィルム側より紫外線などの光線を照射する方法で作製されている。この方法
により、光線がネガフィルムを通過した箇所においては感光性樹脂が硬化し、一方、ネガ
フィルムで光線が遮断された箇所においては、感光性樹脂が未硬化となる。従って、光線
を照射した後、現像して、未硬化の感光性樹脂を洗い流せば、硬化した感光性樹脂の箇所
が凸部となった樹脂凸版が得られる。
　近年、感光性樹脂表面にブラックレイヤーという薄い光吸収層を設け、これにレーザー
光を照射し感光性樹脂板に直接マスク画像を形成後、そのマスクを通して光を照射し架橋
反応を起こさせた後、光の非照射部分の非架橋部分を現像液で洗い落とす、いわゆるフレ
キソＣＴＰ（Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　ｔｏ　Ｐｌａｔｅ）という技術が開発され、印刷製版の
効率改善効果から、採用が進みつつある。
【００１０】
［ブラックマトリックスの製造方法について］
　液晶表示用カラーフィルターのブラックマトリックスとしては、遮光材、樹脂ならびに
溶剤からなる樹脂ブラックマトリックスが用いられている。樹脂と遮光材からなる組成物
を適当な溶剤に分散して塗料を作製し、該塗料を液晶基板に塗布しパターニングすること
によって樹脂ブラックマトリックスが形成される。
【００１１】
　特許文献１７では、遮光材と樹脂に加えて、補色顔料として青色、紫色などの顔料を加
えた樹脂ブラックマトリックスが開示されている。
　特許文献１８には、黒色有機顔料及び／又は赤、青、緑、紫、黄、シアニン、マゼンタ
から選ばれる少なくとも２種類以上の有機顔料を混合し、擬似黒色化した混合有機顔料か
らなる有機顔料系と、カーボンブラック、酸化クロム、酸化鉄、チタンブラック、アニリ
ンブラックから選ばれる少なくとも一種類以上の遮光材と感光性樹脂とからなる樹脂ブラ
ックマトリックスが提案されている。
　また、特許文献１９には、光重合性化合物、光重合開始剤、アルカリ可溶性樹脂、樹脂
で被覆されたカーボンブラック及び金属酸化物を含む少なくとも２種類の混合物であるこ
とを特徴とする黒色顔料を含むブラックマトリックス形成材料が提案されている。
　さらに、特許文献２０には、チタン酸窒化物と樹脂からなる樹脂ブラックマトリックス
が記載されている。
　またさらに、特許文献２１には、絶縁性膜で表面が被覆されたチタン酸窒化物粒子と樹
脂からなる樹脂ブラックマトリックスが開示されている。
　さらにまた、特許文献２２には、樹脂としてポリイミド樹脂あるいはアクリル樹脂、遮
光材としてカーボンブラックとチタン酸窒化物からなる樹脂ブラックマトリックスについ
ての記述がある。
【００１２】
[カラーフィルター用着色層の製造方法について]
　近年、カラーフィルター撮像素子やカラー画像表示装置などの入出力素子の高精彩化、
軽量化、低コスト化などの要求が高まる一方であり、これに伴いこれらの装置に必要不可
欠な様々な要素技術の開発が進んでいる。特に、画像表示装置は根本的な方式の変更が進
行しつつあり、従来の主流であったＣＴＲの替わりに軽量で場所を取らずに携帯にも適し
た液晶ディスプレイが急速に普及してきた。
　液晶ディスプレイは、非常に使いやすいものになって来てはいるが、大面積のディスプ
レイではまだ価格が充分に低いとは言えず、様々な方法で低コスト化の試みが続けられて
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いる。このような方法の例としては、個々の画素にＴＦＴを持つアクティブ・マトリック
ス方式の液晶から、液晶自体がスイッチング特性を持つ強誘電性液晶への改良や、単純マ
トリックス方式であるＳＴＮ液晶の改良などがある。
　液晶ディスプレイのコストの中で大きな割合を占めるものの一つはカラー画像表示のた
めに不可欠なカラーフィルターである。このカラーフィルターは、一般的には、全画面を
多数の微細な画素に分割し、その１画素の中をさらに３分割し、そこに、それぞれ、赤（
Ｒ）、緑（Ｇ），青（Ｂ）を透過する微細（１００μｍ程度又はそれ以下）な光学フィル
ター素子を形成したものである。それぞれの微細なフィルター素子の間を不透明な格子状
のマスク（ブラックマトリックス）で覆うことにより、黒をより黒く出したり、隣の色と
の混色を防止して色再現性を向上させる方法が普及している。このようにカラーフィルタ
ーの構造はかなり複雑でかつ微細であるため高精度に、低コストで製造することには大き
な課題が伴ってきた。
　従来、カラーフィルターの製造方法としては、基板上にゼラチン、カゼイン、グリュー
あるいはポリビニルアルコールなどの親水性高分子物質からなる媒染層を設け、その媒染
層を色素で染色して着色層を形成する工程を、赤、緑、青の３色繰り返す、いわゆる染色
法が知られていた。この方法では、使用可能な染料が多く、フィルターとして要求される
分光特性への対応が比較的容易であるが、媒染層の染色工程に、染料を溶解させた染色浴
中に媒染層を浸漬するというコントロールの難しい湿式工程を採用している。また、この
方法では、各色ごとに防染用の中間層を設けること、媒染層や防染用のパターニングに各
色ごとにフォトリソ工程を用いるといった複雑な工程を有するため、タクトタイムが長く
、歩留まりも悪いといった欠点を有している。また、上記染色に用いる染料の耐熱性、耐
光性が低いためカラーフィルターの耐久性に問題があった。
【００１３】
　一方、特許文献２３～２６などに開示された方法によれば、感光性樹脂に顔料などの着
色材を混合した着色樹脂膜をカラーフィルター層に用いる、いわゆる顔料分散法では、着
色樹脂が初めから顔料などの着色材を含むのでカラーフィルター層形成後の染色という工
程は不要であり、従って防染用の中間層の形成も不要なため、上記染色法により工程が単
純になる。
　また、印刷法は微細な画素を平板オフセット印刷やスクリーン印刷などの高精度印刷技
術により形成しようとするものである。例えば特許文献２７などには、画素部が設けられ
る位置に多数の開口部を形成した遮光膜と、画素部の複数の異なる色の数と同一数の複数
の着色層とを有し、該各々の着色層は可視光透明材料で形成され、かつ遮光膜の開口部に
相当する部分に同一の色で着色された着色部を有し、該各々の着色層はその着色層の異な
る色で着色された各々の着色部が互いに重なることが無いように積層され、該各々の着色
部は遮光膜の開口部を通して複数の異なる色が配列した画素部を形成していることを特徴
とするカラーフィルターが提案されている。
　さらに、特許文献２８には、予め形成されたブラックマトリックスの開口部に、ポリイ
ミド前駆体に耐熱性顔料を添加して作製した着色ペーストを塗布して、パターン形成した
後、加熱によりポリイミド前駆体を硬化し、赤（Ｒ）、緑（Ｒ）、青（Ｂ）各色の着色層
を形成する方法が提案されている。
【００１４】
［有機薄膜太陽電池用光電変換層の製造方法について］
　薄膜太陽電池としては、Ｓｉ，ＧａＡｓ，ＣｕＩｎＧａＳｅ薄膜などを用いた無機薄膜
太陽電池が開発されてきた。しかしながら、それらの製造においては高価な半導体製造設
備を必要とするために製造コストが高くなり、トータルコストでは一般の電気代と同等以
下程度の発電コストを実現することが困難であるという問題があった。
　そこで、前記問題を解決するために、近年、高価な半導体製造設備を必要とせずに低い
製造コストを実現することができる有機薄膜太陽電池の開発が積極的に進められている。
　このような有機薄膜太陽電池の一般的な構造については、非特許文献１及び２に開示さ
れている。
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　有機薄膜太陽電池は、有機薄膜を電子供与性及び電子受容性の機能を有する光電変換層
として、２つの異種電極間に配置してなる太陽電池である。有機薄膜太陽電池は、Ｓｉ，
ＧａＡｓ，ＣｕＩｎＧａＳｅ薄膜などを用いた無機薄膜太陽電池に比べ製造工程が簡素で
あり、かつ低コストで大面積化に対応可能であると考えられている。
【００１５】
　特許文献２９には、簡単な構成で高い光電変換効率を有する光電変換素子について開示
されている。ここで光電変換層の製造方法として用いられているのは、スピンコート法で
ある。
　特許文献３０には、光電変換層の製造方法として、ダイコート法、ロールコート法、ス
プレーコート法などの方法が開示されている。
【００１６】
［薄膜半導体パターン層の製造方法について］
　近年、電子ペーパーやＲＦＩＤタグなどが注目されている。これらには、半導体が必要
である。しかし、現在のトランジスタ製造プロセスでは真空プロセスとフォトプロセスが
必要であり、その製造コストは高い。このため、これらを現実のものとするには、従来の
トランジスタよりも安価かつ大量に生産する必要がある。またフレキシブル基板上にトラ
ンジスタを形成することも求められている。
【００１７】
　このため、印刷法を用いたトランジスタ、特には有機トランジスタが注目されている（
特許文献３１）。
　有機トランジスタを製造する場合には、半導体を低温で加工することが可能であるので
被印刷基板に樹脂フィルムを用いることが可能であり、また、半導体が有機物であるので
、これを溶剤に溶解した溶液を印刷インクと同様に用いた印刷法での加工が可能であると
考えられている。
【００１８】
［電子写真感光体の感光層の製造方法について］
　複写機やプリンターなどの電子写真法は、感光体ドラム上の感光層を全面帯電した後、
潜像形成部で原稿などの電荷潜像を形成し、ついでこの潜像を現像部で帯電トナーにより
顕像化した後、転写部で普通紙などの記録媒体に転写し、定着部で加熱溶着してハードコ
ピーを得るものである。この方式においては、感光体は、帯電時における帯電量の向上、
露光時の光減衰効果の付与、又は現像時のバイアス電極として利用するために、通常導電
層を介して接地される。
　電子写真感光体の感光層には、従来、セレン、セレン－テルル合金、硫化カドミウム、
酸化亜鉛などの無機光導電性物質からなる感光性材料が広く用いられてきた。近年、合成
が容易で、適当な波長域に光導電性を示すなどの特徴をもつ有機光導電性物質の研究が進
められている。
【００１９】
　例えば、特許文献３２には、感光体ドラムとしてはアルミニウムのドラムを用い、電荷
発生層用塗液を浸漬塗布した後電荷輸送層を浸漬塗布し、さらに耐久性を向上させる手段
として感光層の保護層を設ける電子写真感光体が開示されている。
　また、特許文献３３には、非金属フレキシブル導電性支持体と該導電性支持体上に形成
された電荷発生層を含む複数の薄膜からなる感光層とを具備する電子写真感光体について
の開示がある。薄膜化する方法としては蒸着法、共蒸着法、スプレー塗布法、ブレード塗
布法、キャスティング法、スピナーコーティング法、ビードコーティング法、ワイヤーバ
ーコーティング法、ローラー塗布法、カーテン塗布法などの塗布法について開示されてい
る。
　さらに、特許文献３４においても、光導電性組成物を電子写真などの感光体に使用する
場合の薄膜化方法として、スピンコーティング法、キャスティング法、ディッピング法、
バーコート法、ロールコート法などの塗布法について開示されている。
【００２０】
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［光センサー用光起電力素子を構成する電子受容性有機物層及び／又は電子供与性有機物
層の製造方法について］
　従来、光起電力素子の製造には、単結晶、多結晶、アモルファスのＳｉが用いられてき
た。安価で毒性の少ない光起電力素子を開発するために、有機物材料を用いた光起電力素
子の開発が進められてきている。
　有機物材料を用いた光起電力素子としては、ショットキー接合、ＭＩＳ接合、ｎ型無機
半導体／ｐ型有機半導体接合を利用したヘテロｐｎ接合などにより生じる内部電界を利用
したものが知られている。光起電力素子は、光エネルギーを電気エネルギー（電圧×電流
）に変換する素子であるため、高いエネルギー変換効率が求められるが、前記接合による
光起電力素子は、高い変換効率を望めるものではなかった。
【００２１】
　このような前記光起電力素子の問題点を解決するために、有機／有機へテロｐｎ型接合
を利用した光起電力素子が開発されている（非特許文献３）。この光起電力素子は、電子
受容性有機物層と電子供与性有機物層を接合したときに生じる電界を利用したものであり
、透明電極からの光照射が行え、また、２種の有機物材料により光電荷生成が可能である
ため、前記光起電力素子に比して、分光感度を広げることができるなど利点があることが
知られている。
　有機／有機へテロｐｎ型接合を利用した光起電力素子を構成する電子受容性有機物層と
電子供与性有機物層の製造方法として用いられているのは、真空蒸着プロセスによる方法
（特許文献３５及び３６）や、湿式成膜法としてスピンコート法である（特許文献３６）
。
【００２２】
［光スイッチング素子のポリシラン薄膜の製造方法について］
　従来、光スイッチング素子は、ＬＢ法により製造されてきた。しかしながら、光スイッ
チング素子をＬＢ法により製造すると、非常に長時間を有するとともに、微細なパターン
を有する素子を高集積化することが困難であるため、素子を実用的に製造するには問題が
あることが知られている。
【００２３】
　そこで、前記問題を解決するために、特許文献３７には、基板上に形成されたポリシラ
ンの薄膜の一部に選択的に形成された光スイッチング部を有し、ポリシロキサン及びフォ
トクロミック材料からなり、より簡単な製造工程で、通常の光源で動作する光スイッチン
グ素子について開示されている。ここでポリシランの薄膜化の製造方法として、スピンコ
ーティング法が採用されている。
【００２４】
［バンク等の製造方法について］
　有機ＥＬ表示装置は、携帯電話や携帯情報端末などの高画質化及び低消費電力化に伴い
、液晶表示装置に代わるディスプレイデバイスとして有望視されている。この有機ＥＬ表
示装置に使用される表示素子である有機ＥＬ素子は、ガラスなどからなる基板上に、下部
電極（画素電極ともいう）と、有機ＥＬ層と、上部電極とを順次積層した構造を有してお
り、上部電極と下部電極との間に電流を流すことにより発光する。有機ＥＬ層は、例えば
、発光層のみの構造であってもよいし、発光層と正孔輸送層及び電子輸送層のいずれか又
は双方の層などを組み合わせた構造であってもよい。
　有機ＥＬ素子に含まれる基板に発光層や正孔輸送層を形成する方法として、低分子系材
料が使用される場合には、真空蒸着法などが知られており、高分子系材料が使用される場
合にはスピンコート法、ディップ法、ロールコート法、ドクターブレード法、及び各種印
刷法などの方法が知られている。
　近年では、画素を形成する有機ＥＬ素子部（以下、「画素形成部」と略記する。）毎に
有機ＥＬ層を効率的に形成でき、ＲＧＢの各色を発光すべき各有機材料の配置（塗り分け
）が容易であるという利点を有する、インクジェット法が注目されている（特許文献３８
）。ここで、このインクジェット法が使用される場合、インクジェットヘッドのノズルか
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ら吐出されるインクである前記有機材料を含む液状物質が、着弾の目標とされる画素形成
部から隣接する画素形成部へ流出することがある。このような流出が生じるのは、液滴を
形成するためにインクジェットヘッドと基板との間にある程度のギャップ（間隔）があけ
られるためである。すなわち、インクジェットヘッドのノズルからインクを吐出させたと
き、当該ノズルの尖端部に付着する汚れなどによりインクが吐出される方向（角度）が変
化し、又は空気の流れなどの影響によりインクの飛行曲がりなどが生じる結果、前記ギャ
ップを経てインクの液滴が着弾する位置は、所望の目標位置に対してずれを生じることが
ある。
　また、有機ＥＬ素子を作製するとき、当該素子を可動式のＸＹテーブル上に載置し、こ
のＸＹテーブルを駆動することにより基板の位置を機械的に制御することが多い。そのた
め、機械的な位置合わせ誤差に起因して流出が生じることがある。一般的に、インクジェ
ットヘッドの吐出精度と前記テーブルの位置合わせ精度とにより決定される着弾位置精度
は、±１５～３０μｍ程度の値である。この着弾位置のずれが生じることにより、特に流
出が生じないような構成を取ることなくインクジェット法を使用すれば、所望の位置に精
度良く有機ＥＬ層を形成することが困難となる。
　そこで、有機ＥＬ素子を作製するとき、撥水撥油性（以下、「撥液性」と略記する。）
を有するバンクにより各画素形成部を囲む方法が提案されている（特許文献３９）。この
方法は、透明基板上に形成された電極に対して所定のパターニングを施すことにより複数
の画素電極として形成した後、形成された隣り合う画素電極間に隔壁として機能するバン
クを形成し、さらに当該バンクにより囲まれた領域に有機ＥＬ層（例えば電荷注入輸送層
及び／又は発光層）を液相で形成し、さらにまたその上に上部電極を形成する方法である
。
　ここで、前記バンクの厚みは一般的には１～３μｍ程度であり、また通常、バンクの材
料としてはポリイミド系樹脂、ポリメタクリレート、ノボラック系樹脂などの有機樹脂材
料が使用されるが、パターニングを容易にするために感光性を付与されることが多い。ま
た、バンク表面は、撥液性を付与するため、インクに対し表面自由エネルギーが小さくな
るようにする必要がある。このようにバンク表面に撥液性を付与するため、例えばフッ素
を含む官能基やシリコンを含む添加剤を予めバンクの材料である有機樹脂に含ませる方法
や、パターニング後に四フッ化炭素に代表されるフッ素系ガスを使用することによりバン
ク表面に対してプラズマ処理を施す方法などが採用される。
　また、画素電極表面には、バンク表面に付与される撥液性とは相反する特性である親水
親油性（以下、「親液性」と略記する。）が付与される。画素電極の材料としては、透明
電極となるＩＴＯ（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｔｉｎ　Ｏｘｉｄｅ）が使用されることが多いが、例
えば画素電極の表面に対して公知の洗浄処理方法であるＵＶ／Ｏ3処理や酸素プラズマ処
理を施すことにより有機（炭化水素）系の不純物を除去し、その結果として画素電極表面
の親液性を高める事もできる。有機ＥＬ素子の場合には、前記処理によりＩＴＯ表面のイ
オン化ポテンシャル（仕事関数）が上昇し、正孔注入効率が向上するという効果も期待で
きる。
　以上のようにバンク表面に撥液性が付与され、かつ画素電極表面に親液性が付与される
ことにより、インクの一部がバンク表面の一部に着弾したとしても、このバンク表面に着
弾したインクは、親液性を有する画素電極表面に引き込まれ、かつ画素電極表面に均一に
パターニングされるため、着弾位置のずれをある程度許容（補償）することができる。こ
のような手法によれば、隣接する画素電極表面にインクが着弾しない限り、隣接する画素
形成部を他の種類のインクによって汚染することがないため、画素形成部内でのインクの
混色が抑制される。
【００２５】
　前述のように、有機ＥＬ素子に含まれる基板に発光層や正孔輸送層を形成する方法とし
て、高分子系材料が使用される場合には各種印刷法による発光層や正孔輸送層の製造方法
が知られている。特許文献４０にはオフセット印刷法による方法が、特許文献４１及び４
２には凸版印刷法による方法が開示されている。そして、特許文献４２には、凸版印刷法
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において、水現像タイプの感光性樹脂凸版を用いると、ポリアミド系の感光性樹脂が親水
性樹脂を多く含む材料からなるため、有機溶剤に対する耐性が高く、有機発光インクを用
いても質量変化や変形の少ない版が得られることが開示されている。
　高分子系材料を使用して印刷法により有機発光層を製造する場合には、高分子系材料な
どを含有する有機発光インク中の溶剤として、トルエンやキシレンなどの芳香族有機溶剤
などを用いる必要がある。
【特許文献１】国際公開第０３／０２２５９４号パンフレット
【特許文献２】特開平５－２３９２０２号公報
【特許文献３】特開２００３－１１３２３７号公報
【特許文献４】特開平４－２１４７２０号公報
【特許文献５】特開昭６０－８１２４６号公報
【特許文献６】特開２００１－１０９１３９号公報
【特許文献７】特開平８－３２８２４９号公報
【特許文献８】特開２００３－２２３６２６号公報
【特許文献９】特開２００４－２７７６８８号公報
【特許文献１０】特開２００１－９３６６８号公報
【特許文献１１】特開２００１－１５５８５８号公報
【特許文献１２】特開２００６－２５２７８７号公報
【特許文献１３】特開平９－１６９０６０号公報
【特許文献１４】特開２００１－９１９１８号公報
【特許文献１５】特開平６－１８６５５１号公報
【特許文献１６】特許第３２２１６６１号
【特許文献１７】特許第２８６１３９１号明細書
【特許文献１８】特許第２５５２３９１号明細書
【特許文献１９】特開２０００－１４７２４０号公報
【特許文献２０】特開２０００－１４３９８５号公報
【特許文献２１】特開２００１－８３３１５号公報
【特許文献２２】特開２００５－７５９６５号公報
【特許文献２３】特開昭５５－１３４８０７号公報
【特許文献２４】特開昭６０－１２９７０７号公報
【特許文献２５】特開昭６０－２３７４４１号公報
【特許文献２６】特開昭６１－１０５５０５号公報
【特許文献２７】特開平９－８０２２３号公報
【特許文献２８】特開平２００５－７５９６５号公報
【特許文献２９】特開２００５－１１６６１７号公報
【特許文献３０】特開２００６－２４５０７３号公報
【特許文献３１】特開２００３－２４９６５６号公報
【特許文献３２】特開平６－１２３９９２号公報
【特許文献３３】特開平８－１９０２０９号公報
【特許文献３４】特許第３１４６２９６号公報
【特許文献３５】特開平５－２１８２３号公報
【特許文献３６】特開２００５－９３５７２号公報
【特許文献３７】特開平１１－７２８０８号公報
【特許文献３８】特開平１０－１２３７７号公報
【特許文献３９】特開平１１－８７０６２号公報
【特許文献４０】特開２００１－９３６６８号公報
【特許文献４１】特開２００１－１５５８５８号公報
【特許文献４２】特開２００６－２５２７８７号公報
【非特許文献１】ＭＡＴＥＲＩＡＬＳ　ＳＴＡＧＥ，ｖｏｌ．２，Ｎｏ．９，２００２，
ｐ．３７－４２，中村潤一ら著「有機薄膜太陽電池－ドナー・アクセプター相互作用の活
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用－」
【非特許文献２】応用物理，第７１巻，第４号，２００２，ｐ．４２５－４２８，昆野昭
則著「有機太陽電池の現状と展望」
【非特許文献３】Ｃ．Ｔａｎｇ：Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．Ｌｅｔｔ．，４８，１８３（１９
８６）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００２６】
　しかしながら、特許文献１に開示された技術は、レーザー彫刻における課題の解決を目
的としたものであり、印刷原版の耐溶剤性に関する記載や示唆はない。
　そして、実施例において使用されているポリカーボネートジオールは、いずれも、本願
の式（２）においてＲ2が炭素数４又は６の炭化水素基である場合に相当する繰り返し単
位を含むものであり、その耐溶剤性は十分に優れているとは言えない。
　特許文献２に開示された技術は、接着剤やシーリング剤の加水分解性や耐熱性の改良を
目的としたものであり、耐溶剤性に関する記載はない。
　特許文献３に開示された技術は、塗料接着剤、ポリウレタン、ポリアミドエラストマー
などの用途における低温特性の改良を目的としたものであり、耐溶剤性に関する記載はな
い。
　特許文献４に開示された技術は、熱可塑性ポリウレタン、ポリエーテルエステル、ポリ
エーテルアミド、発泡ポリウレタンエラストマーなどの製造を目的としたものであり、耐
溶剤性に関する記載はない。
　特許文献５に開示された技術は、ポリアミド成型用組成物における機械的特性や流動性
の改良を目的としたものであり、耐溶剤性に関する記載はない。
　特許文献６に開示された技術は、感光層の感度の向上や、印刷版の機械的強度の向上を
目的としたものであり、印刷版の耐溶剤性に関する記述は一切ない。また、特許文献６の
実施例に示されているポリカーボネートジオールには、炭素数６の脂肪族ポリカーボネー
トのみであり、本願の式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返される単位からなる
本発明のポリカーボネートジオールに関する具体的な例示はない。
　特許文献７に開示された技術は、水溶性（水現像性）感光性樹脂組成物の提供を目的と
したものであり、版の耐溶剤性に関する記述は一切ない。また、特許文献７の実施例で示
されているウレタン化ポリカーボネートは、本願の式（２）においてＲ2が炭素数６の炭
化水素基である場合に相当する繰り返し単位を含むものであり、その耐溶剤性は十分に優
れているとは言えない。
　以上のように、特許文献１～７に開示されたような従来技術では、ポリカーボネートジ
オールを用いて製造された印刷版や印刷原版に関し、ポリカーボネートジオールの構造と
耐溶剤性との関係についても検討されておらず、耐溶剤性の向上も達成されていない。ま
して従来技術では、印刷版の耐溶剤性とレーザー彫刻性の両立は達成されていない。
【００２７】
［導電性層の製造方法について］
　特許文献８には、スクリーン印刷法が有する一般的な問題解決に関しては何ら触れられ
ていない。すなわち、現在、主として行われているスクリーン印刷法により導電性インク
を用いた印刷を基板上に行う場合、導電経路を短絡させるインクブリードが発生するとい
う問題点があった。ＲＦＩＤアンテナの能力を最大限に発揮させるためには、長い途切れ
の無い導電経路が有利であるが、インクブリードは、この長い導電経路において発生しや
すいといった問題があり解決が望まれていた。
　特許文献９に開示されたグラビア印刷やグラビアオフセット印刷に用いる凹版は、銅、
４２アロイ、ガラスなどからなるシリンダーや平板の表面に、写真製版やレーザーなどの
手法を用いて製版することにより作製したものであり、版の耐久性に優れ、大ロットの印
刷に適するが、版の加工に高度な技術が必要であり、小ロット印刷には適さないし、印刷
基板に制約があった。
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　以上のように、特許文献８及び９に開示された方法は、印刷技術のスキルが必要であり
、電子デバイスへの応用は限られた印刷会社のみにとどまっているのが現状であった。
【００２８】
［有機発光層の製造方法について］
　特許文献１２に開示されたポリアミド系の感光性樹脂から製造された版は、概して硬く
、基材へのダメージが大きいというという問題がある。また、この技術も露光、現像工程
を経てパターンを形成するフォトリソグラフィーを用いる方法であるため、印刷製版の効
率の点で問題がある。さらに、この方法では露光工程での硬化収縮や現像工程での未硬化
成分現像液中への抽出により、光硬化したパターンの中央部の厚さが薄くなるカッピング
による版の厚みむらが発生することや、版外周部が反る版反りの問題がある。厚み精度の
低い印刷版を用いると、印刷で得られるパターンの膜厚が不均一になり、得られる有機発
光層、該有機発光層を含む有機ＥＬ素子、及び有機ＥＬディスプレイの性能においても不
均一になってしまう。
　前記フレキソＣＴＰという技術も現像工程が残るなど、効率改善効果も限られたもので
あり、レーザーを使って直接印刷原版上にレリーフ画像を形成し、しかも現像不要である
技術の開発が求められていた。
　特許文献１３に開示された技術では、フレキソ印刷分野で用いられている熱可塑性エラ
ストマーからなる感光性樹脂を加熱溶融させるのに、少なくとも温度を１００℃以上にす
る必要があり、押し出し機を装備するなど極めて大掛かりな装置が必要であった。また、
押し出し機の先端に装着されているダイスから押し出される溶融樹脂の膜厚を自由にコン
トロールするのは難しいという問題があった。
【００２９】
［液晶配向膜の製造方法について］
【００３０】
　特許文献１４～１６に開示されたような、一般的な技術は、露光、現像工程を経てパタ
ーンを形成するフォトリソグラフィーを用いる方法であるため印刷製版の効率の点で問題
があった。また、この方法では露光工程での硬化収縮や現像工程での未硬化成分現像液中
への抽出により、光硬化したパターンの中央部の厚さが薄くなるカッピングによる版の厚
みむらが発生することや、版外周部が反る版反りの問題があった。さらに、厚み精度の低
い印刷版を用いると、印刷で得られるパターンの膜厚が不均一になり、得られる液晶配向
膜及びそれを用いた液晶表示装置の性能においても不均一になるという問題があった。
　前記フレキソＣＴＰという技術も現像工程が残るなど、効率改善効果も限られたもので
あり、レーザーを使って直接印刷原版上にレリーフ画像を形成し、しかも現像不要である
技術の開発が求められていた。その方法として直接レーザーで印刷原版を彫刻する方法が
挙げられる。この方法で凸版印刷版やスタンプを作製することは既に行われており、それ
に用いられている材料も知られていた。しかしながら、従来のレーザー彫刻による印刷版
材では、使用する配向膜液などの印刷液の種類によっては十分な耐性を持たず、印刷を続
けるうち、印刷版のパターン化硬化樹脂層が印刷液に含まれる成分を吸収して膨潤すると
いう問題が指摘されていた。
【００３１】
［ブラックマトリックスの製造方法について］
　特許文献１７～２２においては、ブラックマトリックスの形成法は、ブラックマトリッ
クス用被膜組成物を塗布して得られた塗布膜を、フォトリソグラフィーなどの方法を用い
てパターン加工する。すなわち、樹脂が非感光性の樹脂である場合は、その上にフォトレ
ジストの被膜を形成した後に、また、樹脂が感光性の樹脂である場合には、そのままか、
あるいは酸素遮断膜を形成した後に露光・現像・洗浄を行い、所望のパターンにする方法
であるため、生産効率の点で大いに問題が残っていた。
　一方、ブラックマトリックス用被膜組成物を印刷法により直接形成する試みも行われて
おり、当該方法によれば、ブラックマトリックスを高効率で形成し得る。ただし、ブラッ
クマトリックスを形成する被印刷基材は、ガラスなどの損傷しやすい材料である場合が多
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く、金属製などの硬い印刷版は基本的に使用不可能である。その点においては、柔軟な版
であることを特徴とするフレキソ印刷版が好適であるが、従来のフレキソ印刷版材は、ブ
ラックマトリックス用被膜組成物に用いられる溶剤に十分な耐性を有しないため、印刷を
続けるうち膨潤し、正確なブラックマトリックスを形成できないという問題があり、その
解決が強く望まれていた。
【００３２】
[カラーフィルター用着色層の製造方法について]
　特許文献２３～２６などに開示された着色層のパターニングは、やはりフォトリソ工程
を３色の各色ごとに使用する必要があり、工程が煩雑であること、高価なフォトリソ用レ
ジスト材の利用効率が低くて、材料を無駄に使うことなどの欠点があった。
　このような複雑な形成法ではなく、もっと単純な方法でカラーフィルターを形成する方
法が種々提案されている。例えば、電着塗装を応用した電着法もその一つであるが、前記
電着法では、着色材の電着のためだけに透明電極が必要で、電極を用いるためフィルター
画素の形状にも制約があるなど低コスト化、高精細化にとって問題が残っていた。
　特許文献２７に開示された方法によれば、赤（Ｒ），緑（Ｇ），青（Ｂ）のカラーフィ
ルターを製造するに際して、
（１）透明基板の遮光膜上に可視光透明材料からなる第１の着色層を塗布する工程
（２）前記着色層の第１の色（例えば、Ｒ）の画素となる領域以外の領域を硬化して、着
色防止領域を形成する工程
（３）前記第１の色（Ｒ）の画素となる領域に印刷により第１の色（Ｒ）の着色剤を供給
して着色して着色部を形成する工程
（４）前記着色した第１の着色層を硬化させる工程
以下同様にして、第２、第３の着色層を形成する必要があり、工程数が多く、効率の点で
改善が必要であった。
　特許文献２８に開示された方法においても、パターン形成はフォトリソグラフィによっ
てなされており、感光性樹脂を塗布した後に露光・現像・洗浄を行い、所望のパターンに
する方法であるため、生産効率の点で大いに問題が残っていた。
　一方、カラーフィルターを印刷法により直接形成する試みも行われており、当該方法に
よれば、カラーフィルターを高効率で形成し得る。ただし、カラーフィルターを形成する
被印刷基材は、ガラスなどの損傷しやすい材料である場合が多く、金属製などの硬い印刷
版は基本的に使用不可能である。その点においては、柔軟な版であることを特徴とするフ
レキソ印刷版が好適であるが、従来のフレキソ印刷版材は、カラーフィルター形成用イン
クに用いられる溶剤に十分な耐性を有しないため、印刷を続けるうち膨潤し、正確なパタ
ーンを形成できないという問題があり、その解決が強く望まれていた。
【００３３】
［有機薄膜太陽電池用光電変換層の製造方法について］
　特許文献２９に開示された光電変換層の製造方法では、連続プロセス（ロール・トゥ・
ロールプロセス）による高効率生産が不可能であることに加え、パターン形成して製造す
ることも不可能であり、高精度な有機薄膜太陽電池用光電変換層の製造は望めない。
　また、特許文献３０に開示された光電変換層の製造方法では、いずれの方法においても
パターン形成して製造することは困難である。特許文献３０には、印刷法の一種であるイ
ンクジェット法が例示されているものの、インクジェット法では生産速度が限られるため
、光電変換層を高効率で製造することは困難であり、高効率で高精度な有機薄膜太陽電池
用光電変換層の製造は望めない。
　以上のように、従来技術では、効率よく高精度で有機薄膜太陽電池用光電変換層を製造
する方法は知られていなかった。
【００３４】
［薄膜半導体パターン層の製造方法について］
　特許文献３１では、従来から行われているスピンコート法や真空蒸着法により有機トラ
ンジスタが作製されており、印刷法については具体的に開示されていない。また、印刷法
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を用いて有機トランジスタを製造する場合に、印刷インクに用いられる溶剤に対して、実
用的に十分な耐溶剤特性を示す印刷版は知られていなかった。
【００３５】
［電子写真感光体の感光層の製造方法について］
　従来技術において、実生産においてより有利と考えられる印刷法による電子写真感光体
の感光層の製造については開示されていない。そして、特許文献３２～３４に開示された
方法では、連続プロセス（ロール・トゥ・ロールプロセス）による高効率生産が不可能で
あることに加え、パターン形成して製造することも不可能であり、高精度な電子写真感光
体の感光層の製造は望めなかった。
【００３６】
［光センサー用光起電力素子を構成する電子受容性有機物層及び／又は電子供与性有機物
層の製造方法について］
　特許文献３５及び３６に開示された方法による光起電力素子の電子受容性有機物層と電
子供与性有機物層の製造法では、多量生産や大面積化が容易ではない。
　また、特許文献３５及び３６に開示された方法では、連続プロセス（ロール・トゥ・ロ
ールプロセス）による高効率生産が不可能であることに加え、パターン形成して製造する
ことも不可能であり、高精度な光起電力素子の電子受容性有機物層と電子供与性有機物層
の製造は望めなかった。
【００３７】
［光スイッチング素子のポリシラン薄膜の製造方法について］
　特許文献３７に開示されたスピンコーティング法では、連続プロセス（ロール・トゥ・
ロールプロセス）による高効率生産が不可能であることに加え、パターン形成して製造す
ることも不可能であり、高精度な光スイッチング素子のポリシラン薄膜の製造は望めなか
った。
【００３８】
［バンク等の製造方法について］
　特許文献３９に開示されているようなバンクを使用する従来の手法では、バンクをパタ
ーニングする方法がフォトレジスト工程を用いているため、感光性樹脂を塗布した後に、
露光・現像・洗浄を行って所望のパターニングする必要があり、効率的にバンクを製造す
る方法の開発が望まれていた。
【００３９】
　また、オフセット印刷に用いるゴムブランケットには、弾性をもつことが必要であるの
でオレフィン系やシリコーン系のゴムなどが使用されている。該ゴムなどは、トルエンや
キシレンなどの芳香族有機溶剤によって質量変化や変形を起こしやすいという問題があっ
た。
　さらに、フレキソ印刷に用いられるゴムや感光性樹脂などの版も、概して、有機溶剤に
対する耐久性が乏しいという問題があった。
　そして、ポリアミド系の感光性樹脂から製造された版は、概して硬く、基材へのダメー
ジが大きいというという問題があった。また、この技術も露光、現像工程を経てパターン
を形成するフォトリソグラフィーを用いる方法であるため、印刷製版の効率の点で問題が
あった。さらに、この方法では露光工程での硬化収縮や現像工程での未硬化成分現像液中
への抽出により、光硬化したパターンの中央部の厚さが薄くなるカッピングによる版の厚
みむらが発生することや、版外周部が反る版反りの問題がある。厚み精度の低い印刷版を
用いると、印刷で得られるパターンの膜厚が不均一になり、得られる有機発光層、該有機
発光層を含む有機ＥＬ素子、及び有機ＥＬディスプレイの性能においても不均一になって
しまう。
　以上のように、従来技術では、効率よく高精度で照明、表示装置、表示装置用バックラ
イト、インテリア、エクステリア、面発光光源用有機発光層を製造する方法は知られてい
なかった。
【００４０】
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　本発明は、耐溶剤性に優れるポリカーボネートジオールを用いることにより、耐溶剤性
に優れるポリマーを製造し、さらに、これを利用して印刷精度や印刷耐久性の向上した印
刷版や印刷原版を提供することを目的とする。
　また、本発明は、高精度で導電性層を製造する方法を提供すること、高精度で有機発光
層を製造する方法を提供すること、高精度で液晶配向膜を製造する方法を提供すること、
高精度でブラックマトリックスを製造する方法を提供すること、高精度でカラーフィルタ
ー用着色層を製造する方法を提供すること、高精度で有機薄膜太陽電池用光電変換層を製
造する方法を提供すること、高精度で薄膜半導体パターン層を製造する方法を提供するこ
と、高精度で電子写真感光体の感光層を製造する方法を提供すること、高精度で光センサ
ー用光起電力素子を構成する電子受容性有機物層及び／又は電子供与性有機物層を製造す
る方法を提供すること、高精度で光スイッチング素子のポリシラン薄膜を製造する方法を
提供すること、高精度でバンクを製造する方法を提供すること並びに高精度で照明、表示
装置、表示装置用バックライト、インテリア、エクステリア、面発光光源用有機発光層を
製造する方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００４１】
　本発明者らは、上記課題を解決するためにポリカーボネートジオールについて鋭意検討
した結果、特定の構造を有するポリカーボネートジオールや、このポリカーボネートジオ
ールから製造されるポリマーがインクなどに用いられる各種溶剤に対して優れた耐久性を
示すこと、さらに、これらのポリマーを含む感光性樹脂組成物から製造される印刷版や印
刷原版は、印刷精度や印刷耐久性が大幅に向上することを見出し、本発明を完成した。
　また、本発明者らは、前記耐溶剤性に優れる印刷版を用いることによって、高精度で導
電性層を製造できること、高精度で有機発光層を製造できること、高精度で液晶配向膜を
製造できること、高精度でブラックマトリックスを製造できること、高精度でカラーフィ
ルター用着色層を製造できること、高精度で有機薄膜太陽電池用光電変換層を製造できる
こと、高精度で薄膜半導体パターン層を製造できること、高精度で電子写真感光体の感光
層を製造できること、高精度で光センサー用光起電力素子を構成する電子受容性有機物層
及び／又は電子供与性有機物層を製造できること、高精度で光スイッチング素子のポリシ
ラン薄膜を製造できること、高精度でバンクを製造できること並びに高精度で照明、表示
装置、表示装置用バックライト、インテリア、エクステリア、面発光光源用有機発光層を
製造できることを見出し、本発明を完成した。
【００４２】
　すなわち、本発明は以下の［１］～［４５］の特定の構造を有するポリカーボネートジ
オール、該ポリカーボネートジオールから製造されるポリマー、ポリマーを含有する感光
性樹脂組成物から製造される印刷版及び印刷原版、並びに導電性層などの製造方法に関す
る。
［１］
　下記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単位からなるポリカーボネートジ
オールと、当該ポリカーボネートジオールの末端水酸基の当量未満のイソシアナート基当
量のポリイソシアナート化合物と、がウレタン結合により重合し、
　前記重合しているポリカーボネートジオールの残存する末端水酸基と、イソシアナトア
ルキルアクリレート及び／又はイソシアナトアルキルメタクリレートと、がウレタン結合
により結合しているポリマー。
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【化１】

（式中、Ｒ1は、炭素数２～５０の直鎖又は分岐した炭化水素基を表し、ｎは、２～５０
の整数を表す。）
【化２】

（式中、Ｒ2は、炭素数１０～５０の直鎖又は分岐した炭化水素基を表す。）
［２］
　前記ポリカーボネートジオールの数平均分子量が３００～５０，０００である、前記［
１］に記載のポリマー。
［３］
　前記ポリイソシアナート化合物がジイソシアナート化合物である、前記［１］又は［２
］に記載のポリマー。
［４］
　前記ポリイソシアナート化合物が芳香族ジイソシアナートである、前記［１］～［３］
のいずれか一項に記載のポリマー。
［５］
　下記式（３）で表される、前記［１］～［４］のいずれか一項に記載のポリマー。

【化３】

（式中、Ｒpは、各々独立して、前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単
位からなるポリカーボネートジオールから両末端水酸基を除いた残基を表し、Ｒqは、ジ
イソシアナート化合物からイソシアナート基を除いた残基を表し、Ｒrは、イソシアナト
アルキルアクリレート及び／又はイソシアナトアルキルメタクリレートのアルキル部分を
表し、ＲS、ＲTは、各々独立して、メチル基又は水素原子を表し、Ｌは、１以上の整数を
表す。）
［６］
　前記ポリカーボネートジオールが、前記式（１）で表される繰り返し単位からなるポリ
カーボネートジオールである、前記［１］～［５］のいずれか一項に記載のポリマー。
［７］
　前記ポリカーボネートジオールが、前記式（２）で表される繰り返し単位からなるポリ
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カーボネートジオールである、前記［１］～［５］のいずれか一項に記載のポリマー。
［８］
　前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単位からなるポリカーボネートジ
オールと、当該ポリカーボネートジオールの末端水酸基の当量未満のイソシアナート基当
量のポリイソシアナート化合物と、イソシアネートアルキルアクリレート及び／又はイソ
シアネートアルキルメタクリレートと、を反応させる、前記［１］～［７］のいずれか一
項に記載のポリマーの製造方法。
［９］
　下記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単位からなる印刷版又は印刷原版
製造用ポリカーボネートジオール。
【化４】

（式中、Ｒ1は、炭素数２～５０の直鎖又は分岐した炭化水素基を表し、ｎは、２～５０
の整数を表す。）
【化５】

（式中、Ｒ2は、炭素数１０～５０の直鎖又は分岐した炭化水素基を表す。）
［１０］
　ポリカーボネートジオールの数平均分子量が３００～５０，０００である、前記［９］
に記載の印刷版又は印刷原版製造用ポリカーボネートジオール。
［１１］
　前記式（１）で表される繰り返し単位からなる、前記［９］又は［１０］に記載の印刷
版又は印刷原版製造用ポリカーボネートジオール。
［１２］
　前記式（２）で表される繰り返し単位からなる、前記［９］又は［１０］に記載の印刷
版又は印刷原版製造用ポリカーボネートジオール。
［１３］
　前記［９］～［１２］のいずれか一項に記載のポリカーボネートジオールと、当該ポリ
カーボネートジオールの末端水酸基の当量を超えるイソシアナート基当量のポリイソシア
ナート化合物と、がウレタン結合により重合し、
　前記重合しているポリイソシアナート化合物の残存するイソシアナート基と、ヒドロキ
シアルキルアクリレート及び／又はヒドロキシアルキルメタクリレートと、がウレタン結
合により結合している印刷版又は印刷版製造用ポリマー。
［１４］
　前記ポリイソシアナート化合物がジイソシアナート化合物である、前記［１３］に記載
の印刷版又は印刷原版製造用ポリマー。
［１５］
　前記ポリイソシアナート化合物が芳香族ジイソシアナートである、前記［１３］又は［
１４］に記載の印刷版又は印刷原版製造用ポリマー。
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［１６］
　下記式（４）で表される前記［１３］～［１５］のいずれか一項に記載の印刷版又は印
刷原版製造用ポリマー。
【化６】

（式中、Ｒpは、各々独立して、前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単
位からなるポリカーボネートジオールから両末端水酸基を除いた残基を表し、Ｒqは、ジ
イソシアナート化合物からイソシアナート基を除いた残基を表し、Ｒuは、ヒドロキシア
ルキルアクリレート及び／又はヒドロキシアルキルメタクリレートのアルキル部分を表し
、ＲS、ＲTは、各々独立して、メチル基又は水素原子を表し、ｍは、１以上の任意の整数
を表す。）
［１７］
　前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単位からなるポリカーボネートジ
オールと、当該ポリカーボネートジオールの末端水酸基の当量を超えるイソシアナート基
当量のポリイソシアナート化合物と、ヒドロキシアルキルアクリレート及び／又はヒドロ
キシアルキルメタクリレートと、を反応させる、前記［１３］～［１６］のいずれか一項
に記載の印刷版又は印刷原版製造用ポリマーの製造方法。
［１８］
　前記［９］～［１２］のいずれか一項に記載のポリカーボネートジオールから製造され
るポリマー（ａ）を含む印刷版又は印刷原版製造用感光性樹脂組成物。
［１９］
　前記ポリマー（ａ）が、前記ポリカーボネートジオールの末端水酸基と他の化合物との
間で形成された化学結合を有するポリマーであって、重合性不飽和基を含むポリマーであ
る、前記［１８］に記載の印刷版又は印刷原版製造用感光性樹脂組成物。
［２０］
　前記化学結合がウレタン結合である、前記［１９］に記載の印刷版又は印刷原版製造用
感光性樹脂組成物。
［２１］
　前記重合性不飽和基が二重結合である、前記［１９］又は［２０］に記載の印刷版又は
印刷原版製造用感光性樹脂組成物。
［２２］
　前記ポリマー（ａ）が、前記［１］～［７］及び［１３］～［１６］のいずれか一項に
記載のポリマーである、前記［１８］～［２１］のいずれか一項に記載の印刷版又は印刷
原版製造用感光性樹脂組成物。
［２３］
　前記ポリマー（ａ）の数平均分子量が１，０００～１００，０００である、前記［１８
］～［２２］のいずれか一項に記載の印刷版又は印刷原版製造用感光性樹脂組成物
［２４］
　重合性不飽和基を有し、数平均分子量が５，０００未満である有機化合物（ｂ）をさら
に含む、前記［１８］～［２３］のいずれか一項に記載の印刷版又は印刷原版製造用感光
性樹脂組成物。
［２５］
　無機系微粒子（ｃ）をさらに含む、前記［１８］～［２４］のいずれか一項に記載の印
刷版又は印刷原版製造用感光性樹脂組成物。
［２６］
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　光重合開始剤（ｄ）をさらに含む、前記［１８］～［２５］のいずれか一項に記載の印
刷版又は印刷原版製造用感光性樹脂組成物。
［２７］
　ポリマー（ａ）が、前記［９］～［１２］のいずれか一項に記載のポリカーボネートジ
オールと、芳香族ジイソシアナートと、から製造されたウレタン化ポリカーボネートを含
有する、前記［１８］～［２６］のいずれか一項に記載の印刷版又は印刷原版製造用感光
性樹脂組成物。
［２８］
　レーザー彫刻用印刷原版製造用である、前記［１８］～［２７］のいずれか一項に記載
の印刷版又は印刷原版製造用感光性樹脂組成物。
［２９］
　前記［９］～［１２］のいずれか一項に記載のポリカーボネートジオールから製造され
るポリマー（ａ）を含む印刷版又は印刷原版。
［３０］
　前記［１８］～［２８］のいずれか一項に記載の感光性樹脂組成物を用いて製造される
印刷版又は印刷原版。
［３１］
　前記［１８］～［２８］のいずれか一項に記載の感光性樹脂組成物をシート状又は円筒
状に成形する工程と、
　該成形した感光性樹脂組成物を光又は電子線の照射により架橋硬化せしめる工程と、
　を含む方法によって製造される印刷版又は印刷原版。
［３２］
　レーザー彫刻用である、前記［２９］～［３１］のいずれか一項に記載の印刷版又は印
刷原版。
［３３］
　フレキソ印刷版又はフレキソ印刷原版である、前記［２９］～［３２］のいずれか一項
に記載の印刷版又は印刷原版。
［３４］
　印刷版上の導電性インクを被印刷基板上に転写し、転写された前記導電性インク中の溶
剤を乾燥除去して、又は転写された前記導電性インクに光を照射して硬化させて、前記被
印刷基板上に前記導電性インクを固定化することによって導電性層を製造する方法であっ
て、
　前記印刷版が、前記［２９］～［３３］のいずれか一項に記載の印刷版である、導電性
層の製造方法。
［３５］
　印刷版上の有機発光インクを被印刷基板上に転写し、転写された前記有機発光インク中
の溶剤を乾燥除去して、又は転写された前記有機発光インクに光を照射して硬化させて、
前記被印刷基板上に前記有機発光インクを固定化することによって有機発光層を製造する
方法であって、
　前記印刷版が、前記［２９］～［３３］のいずれか一項に記載の印刷版である、有機発
光層の製造方法。
［３６］
　印刷版上の液晶配向膜液を被印刷基板上に転写し、転写された前記液晶配向膜液中の溶
剤を乾燥除去して前記被印刷基板上に前記液晶配向膜液を固定化することによって液晶配
向膜を製造する方法であって、
　前記印刷版が、前記［２９］～［３３］のいずれか一項に記載の印刷版である、液晶配
向膜の製造方法。
［３７］
　印刷版上のブラックマトリックス用被膜組成物を被印刷基板上に転写し、転写された前
記ブラックマトリックス用被膜組成物中の溶剤を乾燥除去して、又は転写された前記ブラ
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ックマトリックス用被膜組成物に光を照射して硬化させて、前記被印刷基板上に前記ブラ
ックマトリックス用被膜組成物を固定化することによってブラックマトリックスを製造す
る方法であって、
　前記印刷版が、前記［２９］～［３３］のいずれか一項に記載の印刷版である、ブラッ
クマトリックスの製造方法。
［３８］
　印刷版上の着色層用インクを被印刷基板上に転写し、転写された前記着色層用インク中
の溶剤を乾燥除去して、又は転写された前記着色層用インクに光を照射して硬化させて、
前記被印刷基板上に前記着色層用インクを固定化することによってカラーフィルター用着
色層を製造する方法であって、
　前記印刷版が、前記［２９］～［３３］のいずれか一項に記載の印刷版である、カラー
フィルター用着色層の製造方法。
［３９］
　印刷版上の有機薄膜太陽電池用光電変換層用インクを被印刷基板上に転写し、転写され
た前記有機薄膜太陽電池用光電変換層用インク中の溶剤を乾燥除去して、又は転写された
前記有機薄膜太陽電池用光電変換層用インクに光を照射して硬化させて、前記被印刷基板
上に前記有機薄膜太陽電池用光電変換層用インクを固定化することによって有機薄膜太陽
電池用光電変換層を製造する方法であって、
　前記印刷版が、前記［２９］～［３３］のいずれか一項に記載の印刷版である、有機薄
膜太陽電池用光電変換層の製造方法。
［４０］
　印刷版上の薄膜半導体パターン形成用インクを被印刷基板上に転写し、転写された前記
薄膜半導体パターン形成用インク中の溶剤を乾燥除去して、又は転写された前記薄膜半導
体パターン形成用インクに光を照射して硬化させて、前記被印刷基板上に前記薄膜半導体
パターン形成用インクを固定化することによって薄膜半導体パターン層を製造する方法で
あって、
　前記印刷版が、前記［２９］～［３３］のいずれか一項に記載の印刷版である、薄膜半
導体パターンの製造方法。
［４１］
　印刷版上の電子写真感光体の感光層を形成するインクを被印刷基板上に転写し、転写さ
れた前記インク中の溶剤を乾燥除去して、又は転写された前記インクに光を照射して硬化
させて、前記被印刷基板上に前記インクを固定化することによって電子写真感光体の感光
層を製造する方法であって、
　前記印刷版が、前記［２９］～［３３］のいずれか一項に記載の印刷版である電子写真
感光体の感光層の製造方法
［４２］
　光センサー用光起電力素子を構成する電子受容性有機物層及び／又は電子供与性有機物
層を製造する方法において、
　印刷版上の電子受容性有機物層用インク及び／又は電子供与性有機物層用インクを被印
刷基板上に転写し、転写された前記電子受容性有機物層用インク及び／又は電子供与性有
機物層用インクの溶剤を乾燥除去して、又は転写された前記電子受容性有機物層用インク
及び／又は電子供与性有機物層用インクに光を照射して硬化させて、前記被印刷基板上に
前記電子受容性有機物層用インク及び／又は電子供与性有機物層用インクを固定化するこ
とによって電子受容性有機物層及び／又は電子供与性有機物層を製造する方法であって、
　前記印刷版が、前記［２９］～［３３］のいずれか一項に記載の印刷版である、光セン
サー用光起電力素子を構成する電子受容性有機物層及び／又は電子供与性有機物層の製造
方法。
［４３］
　印刷板上の光スイッチング素子のポリシラン薄膜を形成するポリシラン溶液を被印刷基
板上に転写し、転写された前記ポリシラン溶液中の溶剤を乾燥除去して前記被印刷基材上
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に前記ポリシラン溶液を固定化することによって、光スイッチング素子のポリシラン薄膜
を製造する方法であって、
　前記印刷版が、前記［２９］～［３３］のいずれか一項に記載の印刷版である、光スイ
ッチング素子のポリシラン薄膜の製造方法。
［４４］
　印刷版上のバンク形成用組成物を被印刷基板上に転写し、転写された前記バンク形成用
組成物中の溶剤を乾燥除去して、又は転写された前記バンク形成用組成物に光を照射して
硬化させて、前記被印刷基板上に前記バンク形成用組成物を固定化することによってバン
クを製造する方法であって、
　前記印刷版が、前記［２９］～［３３］のいずれか一項に記載の印刷版である、バンク
の製造方法。
［４５］
　印刷版上の有機発光インクを被印刷基板上に転写し、転写された前記有機発光インク中
の溶剤を乾燥除去して、又は転写された前記有機発光インクに光を照射して硬化させて、
前記被印刷基板上に前記有機発光インクを固定化することによって得られる有機発光層を
製造する方法であって、
　前記印刷版が、前記［２９］～［３３］のいずれか一項に記載の印刷版である、照明、
表示装置、表示装置用バックライト、インテリア、エクステリア、面発光光源用有機発光
層の製造方法。
【発明の効果】
【００４３】
　本発明により、耐溶剤性に優れたポリカーボネートジオールやポリマーを提供すること
ができる。そして、このポリカーボネートジオールやポリマーを用いることにより、イン
クに含有される各種溶剤に対し卓越した耐久性を有し、印刷精度や印刷耐久性が大幅に向
上した印刷版や印刷原版を提供することが可能となる。
　また、本発明によれば、水性インクによる印刷においても高品位の印刷物を与える優れ
た印刷版や印刷原版を提供することが可能となる。
　さらに、本発明の製造方法によれば、高精細かつ膜厚均一のパターンを有する導電性層
を製造でき、該導電性層を含む導電回路を提供すること、高精細かつ膜厚均一のパターン
を有する有機発光層を製造でき、該有機発光層を含む有機ＥＬ素子と該有機ＥＬ素子を用
いる有機ＥＬディスプレイ、照明、表示装置、表示装置用バックライト、インテリア、エ
クステリア、面発光光源、玩具、化粧品、ノベルティー・グッズなどを提供すること、膜
厚均一の液晶配向膜を効率的に製造でき、該液晶配向膜を含む液晶表示装置を提供するこ
と、高精度でブラックマトリックスを製造すること、高精度でカラーフィルター用着色層
を製造すること、高精度で有機薄膜太陽電池用光電変換層を製造でき、該有機薄膜太陽電
池用光電変換層を含む有機薄膜太陽電池を提供すること、高精度で薄膜半導体パターン層
を製造すること、高精度で電子写真感光体の感光層を製造でき、該感光層を含む電子写真
感光体を提供すること、高精度で光センサー用光起電力素子を構成する電子受容性有機物
層及び／又は電子供与性有機物層を製造でき、該電子受容性有機物層及び／又は該電子供
与性有機物層を含む光センサー用光起電力素子及び光センサーを提供すること、高精度で
光スイッチング素子のポリシラン薄膜を製造でき、該ポリシラン薄膜を含む光スイッチン
グ素子を提供すること、高精度でバンクを製造すること並びに高精度で照明、表示装置、
表示装置用バックライト、インテリア、エクステリア、面発光光源用有機発光層を製造す
ることが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４４】
　以下、本実施の形態を実施するための最良の形態（以下、単に「本実施の形態」という
）について詳細に説明する。ただし、本実施の形態は以下の実施形態に限定されるもので
はなく、その要旨の範囲内で種々変形して実施することができる。
【００４５】
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　本実施の形態のポリカーボネートジオールについて説明する。
　本実施の形態のポリカーボネートジオールは、下記式（１）及び／又は式（２）で表さ
れる繰り返し単位からなることが必須要件であり、印刷版又は印刷原版の製造に用いられ
るものである。
【００４６】
【化７】

（式中、Ｒ1は、炭素数２～５０の直鎖又は分岐した炭化水素基を表し、ｎは、２～５０
の整数を表す。）
【００４７】

【化８】

（式中、Ｒ2は、炭素数１０～５０の直鎖又は分岐した炭化水素基を表す。）
　各種溶剤に対し卓越した耐溶剤性を発現させるために、ポリカーボネートジオールが前
記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単位からなることが必要である。
【００４８】
　前記式（１）において、Ｒ1は、炭素数２～５０の直鎖又は分岐した炭化水素基を表す
。Ｒ1は不飽和結合を含んでも構わない。Ｒ1の炭素数が２以上であることが、安定性及び
耐溶剤性の観点から好ましい。Ｒ1の炭素数が５０以下であることによりポリカーボネー
トジオールの工業的製造を良好に行うことができる。
　前記式（１）において、Ｒ1は単一成分であっても複数の成分からなっても構わない。
Ｒ1としては、下記式（５）
　（ＣＨ2）x　　（５）
（式中、ｘは２～５０の整数を表す。）
で表されるポリメチレン基が好ましく、より好ましくは、ｘが２～３０のポリメチレン基
である。
　前記式（１）において、ｎは、２～５０の整数を表す。ｎが２以上であることが、耐溶
剤性の観点から好ましい。ｎが５０以下であることが、耐溶剤性の観点から好ましく、ポ
リカーボネートジオールの工業的製造を良好に行うことができる。入手容易性や取り扱い
の容易性の観点から、ｎのより好ましい範囲は２～３０であり、さらに好ましい範囲は２
～１２である。
【００４９】
　前記式（２）において、Ｒ2は、炭素数１０～５０の直鎖又は分岐した炭化水素基を表
す。Ｒ2は不飽和結合を含んでも構わない。Ｒ2の炭素数が１０以上であることにより、卓
越した耐溶剤性を発現させることができる。Ｒ2の炭素数が５０以下であることにより、
ポリカーボネートジオールの工業的製造を良好に行うことができる。
　前記式（２）において、Ｒ2は単一成分であっても複数の成分からなっても構わない。
Ｒ2としては、下記式（６）
　（ＣＨ2）y　　（６）
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（式中、ｙは１０～５０の整数を表す。）
で表されるポリメチレン基が好ましく、より好ましくは、ｙが１０～３０のポリメチレン
基である。
【００５０】
　前記分岐した炭化水素基としては、前記式（５）又は式（６）で表されるポリアルキレ
ン基の１つ以上の水素原子がアルキル基（例えば、メチル基、エチル基など）で置換され
た構造のものが好ましい。
【００５１】
　本実施の形態のポリカーボネートジオールは、両末端が水酸基である。両末端が水酸基
であるのは、耐溶剤性の高い印刷版又は印刷原版を製造するのに好適な感光性樹脂組成物
の製造に際して、ポリカーボネートジールと他の機能性分子などとを結合させるためであ
る。
【００５２】
　前記ポリカーボネートジオールは、数平均分子量が３００～５０，０００であることが
好ましい。数平均分子量が３００以上であることが、耐溶剤性の観点から好ましい。数平
均分子量が５０，０００以下であることにより、ポリカーボネートジオールの工業的製造
を良好に行うことができる。
　本実施の形態において、数平均分子量（Ｍｎ）とは、末端基濃度から算出される分子量
を意味し、ポリカーボネートジオールのＯＨ価（［ＯＨＶ］）から、下記実施例中に記載
した計算式により算出することができる。
【００５３】
　本実施の形態のポリカーボネートジオールは、前記式（１）又は式（２）にそれぞれ対
応するジオール化合物であるＨＯ－（Ｒ1－Ｏ）n－Ｈ又はＨＯ－Ｒ2－ＯＨより、公知の
方法（例えば、特公平５－２９６４８号公報）などにより製造することが可能である。
【００５４】
　前記ポリカーボネートジオールとしては、下記式（７）又は式（８）で表される化合物
が好ましい。
【００５５】

【化９】

（式中、Ｒ1は、各々独立して炭素数２～５０の直鎖及び／又は分岐した炭化水素基を表
し、ｎは、各々独立して２～５０の整数を表し、ａは、１以上の整数を表す。）
【００５６】
【化１０】

（式中、Ｒ2は、各々独立して炭素数１０～５０の直鎖及び／又は分岐した炭化水素基を
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表し、ｂは、１以上の整数を表す。）
【００５７】
　次に、前記ポリカーボネートジオールから製造される本実施の形態のポリマー（ａ）に
ついて説明する。
　本実施の形態のポリマー（ａ）は、前記ポリカーボネートジオールから製造されるもの
であれば特に制限はされないが、ポリカーボネートジオールの末端水酸基と他の化合物と
の間で化学結合の形成を伴って製造されるポリマーであって、かつ重合性不飽和基を含む
ポリマーであることが好ましい。化学結合及び重合性不飽和基の種類に特に制限はされな
いが、化学結合としては、ウレタン結合などが好ましく、重合性不飽和基としては、ラジ
カル重合又は付加重合に関与し得る二重結合などが好ましい。印刷版又は印刷原版を製造
するに際し、ポリマー（ａ）が様々な分子と連結することができることから、ポリマー（
ａ）が重合性不飽和基を有することが好ましい。
【００５８】
　前記ポリマー（ａ）は、数平均分子量が１，０００～１００，０００であることが好ま
しい。数平均分子量が１，０００以上であることが、耐溶剤性の観点から好ましい。数平
均分子量が１００，０００以下であることが、製造の簡便性の観点から好ましい。
【００５９】
　ポリマー（ａ）としては、ポリカーボネートジオールの末端水酸基が、ポリイソシアナ
ート化合物、イソシアナトアルキルアクリレート及びイソシアナトアルキルメタクリレー
トなどのイソシアナート基を有する化合物など並びにヒドロキシアルキルアクリレート及
びヒドロキシアルキルメタクリレートなどと化学結合を伴って製造されるポリマーである
ことが好ましく、アクリル基及びメタクリル基などの重合性不飽和基を有するポリマーで
あることが好ましい。
【００６０】
　ポリマー（ａ）の好ましい第１の例は、前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰
り返し単位からなるポリカーボネートジオールと、当該ポリカーボネートジオールの末端
水酸基の当量未満のイソシアナート基当量のポリイソシアナート化合物と、がウレタン結
合により重合し、前記重合しているポリカーボネートジオールの残存する末端水酸基と、
イソシアナトアルキルアクリレート及び／又はイソシアナトアルキルメタクリレートと、
がウレタン結合により結合しているポリマーが挙げられる。
【００６１】
　前記第１の例のポリマー（ａ）は、前記ポリカーボネートジオールの末端水酸基を、当
該ポリカーボネートジオールの末端水酸基の当量未満のイソシアナート基当量のポリイソ
シアナート化合物と、イソシアナトアルキルアクリレート及び／又はイソシアナトアルキ
ルメタクリレートと、を反応させることにより製造される。
【００６２】
　本実施の形態におけるポリイソシアナート化合物としては、１分子中にイソシアナート
基を２個以上有する化合物であれば制限はないが、例えば、ジイソシアナート化合物を例
示すると、芳香族ジイソシアナートとしては、ジフェニルメタンジイソシアナート、トリ
レンジイソシアナート、テトラメチルキシリレンジイソシアナート、キシリレンジイソシ
アナート、ナフチレンジイソシアナート、トリジンジイソシアナート、ｐ－フェニレンジ
イソシアナートなど；脂肪族又は脂環式ジイソシアナートとしては、ヘキサメチレンジイ
ソシアナート、トリメチルヘキサメチレンジイソシアナート、イソホロンジイソシアナー
ト、ジシクロヘキシルメタンジイソシアナート、シクロヘキシレンジイソシアナート、水
素化キシリレンジイソシアナートなどが挙げられる。トリイソシアナート化合物を例示す
ると、トリフェニルメタントリイソシアナート、トリ（イソシアナトフェニル）トリホス
フェートなどが挙げられ、多官能ポリイソシアナート化合物を例示すると、ポリメリック
（ジフェニルメタンジイソシアナート）などが挙げられる。印刷版又は印刷原版の耐溶剤
性の観点から、ジイソシアナート化合物が好ましく、芳香族ジイソシアナートがより好ま
しく、トリレンジイソシアナートがさらに好ましい。
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【００６３】
　ポリカーボネートジオールの末端水酸基の当量未満のイソシアナート基当量とは、ポリ
イソシアナート化合物のイソシアナート基の当量（ｍｏｌ）が、ポリカーボネートジオー
ルの末端水酸基の当量（ｍｏｌ）未満であることを意味する。該イソシアナート基当量と
しては、ポリカーボネートジオールの末端水酸基の当量未満であれば制限はされないが、
ポリカーボネートジオールの末端水酸基の当量の５０～９５％当量であることが好ましく
、６０～９０％当量であることがより好ましい。
【００６４】
　イソシアナトアルキルアクリレート及び／又はイソシアナトアルキルメタクリレートと
しては、例えば、該アクリレート化合物中のアルキル部分が炭素数２～１０のアルキレン
基などである化合物が好ましく、炭素数２又は３のアルキレン基などである化合物がより
好ましい。イソシアナトアルキルアクリレート及び／又はイソシアナトアルキルメタクリ
レートの具体例としては、イソシアナトエチル（メタ）アクリレート、イソシアナトプロ
ピル（メタ）アクリレートなどが挙げられる。
【００６５】
　このようなポリマー（ａ）の中でも、下記式（３）で表されるポリマーが、極めて優れ
た耐溶剤性を示すことから好ましい。
【００６６】
【化１１】

（式中、Ｒpは、各々独立して、前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単
位からなるポリカーボネートジオールから両末端水酸基を除いた残基を表し、Ｒqは、ジ
イソシアナート化合物からイソシアナート基を除いた残基を表し、Ｒrは、イソシアナト
アルキルアクリレート及び／又はイソシアナトアルキルメタクリレートのアルキル部分を
表し、ＲS、ＲTは、各々独立して、メチル基又は水素原子を表し、Ｌは、１以上の整数を
表す。）
【００６７】
　ポリマー（ａ）の好ましい第２の例は、前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰
り返し単位からなるポリカーボネートジオールと、当該ポリカーボネートジオールの末端
水酸基の当量のポリイソシアナート化合物と、がウレタン結合により重合し、前記重合し
ているポリイソシアナート化合物の残存するイソシアナート基と、ヒドロキシアルキルア
クリレート及び／又はヒドロキシアルキルメタクリレートと、がウレタン結合により結合
しているポリマーが挙げられる。
【００６８】
　前記第２の例のポリマー（ａ）は、前記ポリカーボネートジオールの末端水酸基を、当
該ポリカーボネートジオールの末端水酸基の当量を超えるイソシアナート基当量のポリイ
ソシアナート化合物と、ヒドロキシアルキルアクリレート及び／又はヒドロキシアルキル
メタクリレートとを反応させることにより製造される。
【００６９】
　本実施の形態におけるポリイソシアナート化合物としては、１分子中にイソシアナート
基を２個以上有する化合物であれば制限はないが、例えば、ジイソシアナート化合物を例
示すると、芳香族ジイソシアナートとしては、ジフェニルメタンジイソシアナート、トリ
レンジイソシアナート、テトラメチルキシリレンジイソシアナート、キシリレンジイソシ
アナート、ナフチレンジイソシアナート、トリジンジイソシアナート、ｐ－フェニレンジ
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ソシアナート、トリメチルヘキサメチレンジイソシアナート、イソホロンジイソシアナー
ト、ジシクロヘキシルメタンジイソシアナート、シクロヘキシレンジイソシアナート、水
素化キシリレンジイソシアナートなどが挙げられる。トリイソシアナート化合物を例示す
ると、トリフェニルメタントリイソシアナート、トリ（イソシアナトフェニル）トリホス
フェートなどが挙げられ、多官能ポリイソシアナート化合物を例示すると、ポリメリック
（ジフェニルメタンジイソシアナート）などが挙げられる。印刷版又は印刷原版の耐溶剤
性の観点から、ジイソシアナート化合物が好ましく、芳香族ジイソシアナートがより好ま
しく、トリレンジイソシアナートがさらに好ましい。
【００７０】
　ポリカーボネートジオールの末端水酸基の当量を超えるイソシアナート基当量とは、ポ
リイソシアナート化合物のイソシアナート基の当量（ｍｏｌ）が、ポリカーボネートジオ
ールの末端水酸基の当量（ｍｏｌ）を超えることを意味する。該イソシアナート基当量と
しては、ポリカーボネートジオールの末端水酸基の当量を超えていれば制限はされないが
、ポリカーボネートジオールの末端水酸基の当量の１０５～１５０％当量であることが好
ましく、１１０～１４０％当量であることがより好ましい。
【００７１】
　ヒドロキシアルキルアクリレート及び／又はヒドロキシアルキルメタクリレートとして
は、例えば、該アクリレート化合物中のアルキル部分が炭素数２～１０のアルキレン基な
どである化合物が好ましく、炭素数２又は３のアルキレン基などである化合物がより好ま
しい。ヒドロキシアルキルアクリレート及び／又はヒドロキシアルキルメタクリレートの
具体例としては、ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、ヒドロキシプロピル（メタ）
アクリレートなどが挙げられる。
【００７２】
　このようなポリマー（ａ）の中でも、下記式（４）で表されるポリマーが、極めて優れ
た耐溶剤性を示すことから好ましい。
【００７３】
【化１２】

（式中、Ｒpは、各々独立して、前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単
位からなるポリカーボネートジオールから両末端水酸基を除いた残基を表し、Ｒqは、ジ
イソシアナート化合物からイソシアナート基を除いた残基を表し、Ｒuは、ヒドロキシア
ルキルアクリレート及び／又はヒドロキシアルキルメタクリレートのアルキル部分を表し
、ＲS、ＲTは、各々独立して、メチル基又は水素原子を表し、ｍは、１以上の任意の整数
を表す。）
【００７４】
　前記式（３）及び式（４）において、Ｒpとしては、下記式（７）及び／又は式（８）
で表される化合物から両末端水酸基を除いた残基であることが好ましい。
【００７５】
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【化１３】

（式中、Ｒ1は、各々独立して炭素数２～５０の直鎖及び／又は分岐した炭化水素基を表
し、ｎは、各々独立して２～５０の整数を表し、ａは、１以上の整数を表す。）
【００７６】
【化１４】

（式中、Ｒ2は、各々独立して炭素数１０～５０の直鎖及び／又は分岐した炭化水素基を
表し、ｂは、１以上の整数を表す。）
【００７７】
　前記式（３）及び式（４）において、Ｒqとしては、例えば、ジフェニルメタンジイソ
シアナート、トリレンジイソシアナート、テトラメチルキシリレンジイソシアナート、キ
シリレンジイソシアナート、ナフチレンジイソシアナート、トリジンジイソシアナート、
ｐ－フェニレンジイソシアナートなどの芳香族ジイソシアナート；ヘキサメチレンジイソ
シアナート、トリメチルヘキサメチレンジイソシアナート、イソホロンジイソシアナート
、ジシクロヘキシルメタンジイソシアナート、シクロヘキシレンジイソシアナート、水素
化キシリレンジイソシアナートなどの脂肪族又は脂環式ジイソシアナートからイソシアナ
ート基を除いた残基が挙げられるが、これらの中でも芳香族ジイソシアナートからイソシ
アナート基を除いた残基が好ましく、もっとも好ましくはトリレンジイソシアナートから
イソシアナート基を除いた残基である。
【００７８】
　前記式（３）及び式（４）において、Ｒr、Ｒuとしては、炭素数２～１０のアルキレン
基が好ましく、より好ましくは、炭素数２～５のアルキレン基であり、さらに好ましくは
、エチレン基又はプロピレン基であり、よりさらに好ましくはエチレン基である。
【００７９】
　ポリマー（ａ）の製造方法としては、特に制限はされないが、例えば、以下の方法など
によりポリマー（ａ）を製造することができる。前記ポリカーボネートジオールと、該ポ
リカーボネートジオールの末端水酸基の当量未満のイソシアナート基当量のポリイソシア
ナート化合物と、ウレタン化触媒とを５０～９０℃で１～５時間反応させた後、イソシア
ナトアルキル（メタ）アクリレートとウレタン化触媒とを加え、５０～９０℃で１～５時
間反応させることにより、ポリマー（ａ）を製造することができる。
　また、前記ポリカーボネートジオールと、該ポリカーボネートジオールの末端水酸基の
当量を超えるイソシアナート基当量のポリイソシナネート化合物と、ウレタン化触媒とを
５０～９０℃で１～５時間反応させた後、ヒドロキシアルキル（メタ）アクリレートとウ
レタン化触媒とを加え、５０～９０℃で１～５時間反応させることにより、ポリマー（ａ
）を製造することができる。
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【００８０】
　次に、本実施の形態の感光性樹脂組成物について説明する。
　本実施の形態の感光性樹脂組成物は、各種溶剤に対し卓越した耐溶剤性を発現させるた
めに、前記ポリカーボネートジオールから製造される前記ポリマー（ａ）を含むことが必
須要件であり、印刷版又は印刷原版の製造に用いられるものである。
　本実施の形態の感光性樹脂組成物において、ポリマー（ａ）は、前記ポリカーボネート
ジオールから製造される前記ポリマーであれば特に制限はないが、前記ポリカーボネート
ジオールの末端水酸基と他の化合物との間の化学結合の形成を伴って製造されるポリマー
であって、かつ重合性不飽和基を含むポリマーであることが好ましい。化学結合及び重合
性不飽和基の種類に特に制限はないが、化学結合としては、ウレタン結合が好ましく、重
合性不飽和基としては、二重結合が好ましい。本実施の形態の感光性樹脂組成物において
、ウレタン結合の形成を伴って製造されるポリマー（ａ）としては、ポリカーボネートジ
オールと、芳香族ジイソシアナートと、から製造されるウレタン化ポリカーボネートを含
有するポリマーであることが好ましい。また、感光性樹脂組成物を用いて印刷版又は印刷
原版を製造するに際し、ポリマー（ａ）が様々な分子と連結することができることから、
ポリマー（ａ）が重合性不飽和基を有することが好ましい。
【００８１】
　具体的には、ポリマー（ａ）は、前記ポリカーボネートジオール（特にその末端水酸基
）と、当該ポリカーボネートジオールの末端水酸基の当量未満のイソシアナート基当量の
ジイソシアナート化合物と、イソシアナトアルキルアクリレート及び／又はイソシアナト
アルキルメタクリレートと、を反応させて製造されるポリマー、又は、前記ポリカーボネ
ートジオール（特にその末端水酸基）と、当該ポリカーボネートジオールの末端水酸基の
当量を超えるイソシアナート基当量のジイソシアナート化合物と、ヒドロキシアルキルア
クリレート及び／又はヒドロキシアルキルメタクリレートと、を反応させて製造されるポ
リマーであることが好ましい。
　また、ポリマー（ａ）は、重合性不飽和基を有することが好ましい。重合性不飽和基を
有すると、印刷原版などを製造するに際し、様々な分子と連結するのに好都合である。
　さらに、ポリマー（ａ）としては、前記式（３）又は式（４）で表されるポリマーが、
耐溶剤性に極めて優れていることから好ましい。
【００８２】
　本実施の形態の感光性樹脂組成物は、重合性不飽和基を有し、数平均分子量が５，００
０未満である有機化合物（ｂ）をさらに含有することが好ましい。
　本実施の形態における重合性不飽和基とは、ラジカル重合又は付加重合反応に関与する
不飽和基を意味する。ラジカル重合反応に関与する重合性不飽和基としては、例えば、ア
クリル基、メタクリル基が好ましく、付加重合反応に関与する重合性不飽和基としては、
例えば、エポキシ基、オキセタン基、ビニルエーテル基が好ましい。
【００８３】
　有機化合物（ｂ）の具体例としては、エチレン、プロピレン、スチレン、ジビニルベン
ゼンなどのオレフィン類；（メタ）アクリル酸及びその誘導体；ハロオレフィン類；アク
リルニトリルなどの不飽和ニトリル類；（メタ）アクリルアミド及びその誘導体；アリル
アルコール、アリルイソシアナートなどのアリル化合物；無水マレイン酸、マレイン酸、
フマール酸などの不飽和ジカルボン酸及びその誘導体；酢酸ビニル類；Ｎ－ビニルピロリ
ドン；Ｎ－ビニルカルバゾールなどが挙げられる。
　有機化合物（ｂ）として、目的に応じて１種又は２種以上の有機化合物を併用して用い
ることができる。
【００８４】
　有機化合物（ｂ）としては、例えば、（メタ）アクリル酸又はその誘導体が好ましい。
（メタ）アクリル酸の誘導体の例としては、例えば、以下のアルコール性水酸基を有する
化合物などとのエステルなどが挙げられる。該化合物としては、シクロアルキルアルコー
ル、ビシクロアルキルアルコール、シクロアルケニルアルコール、ビシクロアルケニルア
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ルコールなどの脂環式の骨格を有する化合物；ベンジルアルコール、フェノール、フルオ
レニルアルコールなどの芳香族の骨格を有する化合物；アルキルアルコール、ハロゲン化
アルキルアルコール、アルコキシアルキルアルコール、フェノキシアルキルアルコール、
ヒドロキシアルキルアルコール、アミノアルキルアルコール、テトラヒドロフルフリルア
ルコール、アリルアルコールなどが挙げられる。また、（メタ）アクリル酸の誘導体の例
としては、グリシドール、アルキレングリコール、ポリオキシアルキレングリコール、（
アルキル／アリルオキシ）ポリアルキレングリコールやトリメチロールプロパンなどの多
価アルコールなどとのエステルなども挙げられる。また、（メタ）アクリル酸の誘導体が
芳香族の骨格を有する化合物とのエステルである化合物の場合には、窒素、硫黄などをヘ
テロ原子として含有した複素芳香族化合物とのエステルなどである有機化合物も挙げられ
る。
　有機化合物（ｂ）の具体例として、フェノキシエチル（メタ）アクリレート、ヒドロキ
シエチル（メタ）アクリレート、ジエチレングリコールブチルエーテル（メタ）アクリレ
ート、エチレングリコールフェニルエーテル（メタ）アクリレート、トリメチロールプロ
パン（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレートなどが挙げられる。
【００８５】
　有機化合物（ｂ）として、開環付加重合反応するエポキシ基を有する化合物が好ましい
。開環付加反応するエポキシ基を有する化合物としては、種々のジオールやトリオールな
どのポリオールにエピクロルヒドリンを反応させて得られる化合物、分子中のエチレン結
合に過酸を反応させて得られるエポキシ化合物などが挙げられる。
【００８６】
　具体的には、エチレングリコールジグリシジルエーテル、ジエチレングリコールジグリ
シジルエーテル、トリエチレングリコールジグリシジルエーテル、テトラエチレングリコ
ールジグリシジルエーテル、ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル、ポリプロピ
レングリコールジグリシジルエーテル、ネオペンチルグリコールジグリシジルエーテル、
１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、グリセリンジグリシジルエーテル、
グリセリントリグリシジルエーテル、トリメチロールプロパントリグリシジルエーテル、
ビスフェノールＡジグリシジルエーテル、ビスフェノールＦジグリシジルエーテル、ビス
フェノールＳプロピレンオキサイドジグリシジルエーテル、水添化ビスフェノールＡジグ
リシジルエーテル、ビスフェノールＡにエチレンオキサイド又はプロピレンオキサイドが
付加した化合物のジグリシジルエーテル、ポリテトラメチレングリコールジグリシジルエ
ーテル、ポリ（プロピレングリコールアジペート）ジオールジグリシジルエーテル、ポリ
（エチレングリコールアジペート）ジオールジグリシジルエーテル、ポリ（カプロラクト
ン）ジオールジグリシジルエーテル、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル－３’，４
’－エポキシシクロヘキシルカルボキシレート、１－メチル－３，４－エポキシシクロヘ
キシルメチル－１’－メチル－３’，４’－エポキシシクロヘキシルカルボキシレート、
アジピン酸ビス［１－メチル－３，４－エポキシシクロヘキシル］エステル、ビニルシク
ロヘキセンジエポキシド、ポリブタジエンやポリイソプレンなどのポリジエンに過酢酸を
反応させて得られるポリエポキシ化合物、エポキシ化大豆油などが挙げられる。
【００８７】
　本実施の形態における感光性樹脂組成物は、印刷原版又は印刷版とした場合、各種溶剤
に対する優れた耐溶剤性に加え、レーザーで直接レリーフ画像を形成する手法において重
要な特性である、レーザー彫刻性に優れるという特徴を併せ持つ。レーザー彫刻性をより
向上させるためには、樹脂組成物が、さらに無機系微粒子（ｃ）を含有することが好まし
い。無機系微粒子（ｃ）の材質、形態などに制限はされないが、粒子中に微小細孔又は微
小な空隙を有するものがより好ましい。無機系微粒子（ｃ）には、印刷原版がレーザーに
よって分解されて発生する液状ガスを効果的に吸収除去する働きがあるので、感光性樹脂
組成物に無機系微粒子（ｃ）を含有させることにより、レーザー彫刻によるレリーフ画像
の精度が向上するのみならず、レーザー彫刻後の洗浄操作が極めて簡便になる。
【００８８】
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　無機系微粒子（ｃ）の大きさに制限はされないが、平均粒子径が０．０１～１００μｍ
であることが好ましく、より好ましくは０．１～２０μｍであり、さらに好ましくは１～
１０μｍである。無機系微粒子（ｃ）の平均細孔径に制限はされないが、１～１，０００
ｎｍであり、より好ましくは２～２００ｎｍであり、さらに好ましくは２～５０ｎｍであ
る。無機系微粒子（ｃ）の細孔容積に制限はされないが、０．０１～１０ｍｌ／ｇが好ま
しく、より好ましくは０．１～５ｍｌ／ｇである。無機系微粒子（ｃ）の比表面積に制限
はされないが、１～１，５００ｍ2／ｇが好ましく、より好ましくは１０～８００ｍ2／ｇ
である。
【００８９】
　無機系微粒子（ｃ）の形状に制限はされないが、球状、扁平状、針状、無定形、又は表
面に突起のある粒子などを使用することができる。また、粒子の内部が空洞になっている
粒子、シリカスポンジなどの均一な細孔径を有する球状顆粒体なども使用することができ
る。無機系微粒子としては、多孔質無機微粒子、無孔質無機微粒子のいずれも使用するこ
とができ、例えば、多孔質シリカ、メソポーラスシリカ、シリカ－ジルコニア多孔質ゲル
、メソポーラスモレキュラーシーブ、ポーラスアルミナ、多孔質ガラス、アルミナ、シリ
カ、酸化ジルコニウム、チタン酸バリウム、チタン酸ストロンチウム、酸化チタン、窒化
ケイ素、窒化ホウ素、炭化ケイ素、酸化クロム、酸化バナジウム、酸化錫、酸化ビスマス
、酸化ゲルマニウム、ホウ素酸アルミニウム、酸化ニッケル、酸化モリブデン、酸化タン
グステン、酸化鉄、酸化セリウムなどを用いることができる。また、層状粘土化合物など
のように、層間に数ｎｍ～１００ｎｍの空隙が存在するものも無機系微粒子として用いる
ことができる。
【００９０】
　本実施の形態における感光性樹脂組成物は、さらに、光重合開始剤を含有することが好
ましい。光重合開始剤は公知のものから適宜選択すればよく、例えば、高分子学会編「高
分子データ・ハンドブック－基礎編」（１９８６年、培風館発行）に例示されているラジ
カル重合、カチオン重合、アニオン重合などの重合開始剤などを使用することができる。
【００９１】
　光重合開始剤を用いて光重合により感光性樹脂組成物の架橋を行うことは、貯蔵安定性
を保ちながら、生産性よく印刷原版又は印刷版を製造する方法として有用である。
【００９２】
　光重合開始剤として使用することのできる公知の重合開始剤としては、ベンゾイン、ベ
ンゾインエチルエーテルなどのベンゾインアルキルエーテル類；２－ヒドロキシ－２－メ
チルプロピオフェノン、４’－イソプロピル－２－ヒドロキシ－２－メチルプロピオフェ
ノン、２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセトフェノン、ジエトキシアセトフェノンな
どのアセトフェノン類；１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、２－メチル－１
－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルフォリノ－プロパン－１－オン、フェニル
グリオキシル酸メチル、ベンゾフェノン、ベンジル、ジアセチル、ジフェニルスルフィド
、エオシン、チオニン、アントラキノン類などの光ラジカル重合開始剤；光を吸収して酸
を発生する芳香族ジアゾニウム塩、芳香族ヨードニウム塩、芳香族スルホニウム塩などの
光カチオン重合開始剤；光を吸収して塩基を発生する光アニオン重合開始剤などを例示す
ることができる。
【００９３】
　感光性樹脂組成物の組成に制限はされないが、印刷原版又は印刷版の耐溶剤性の観点か
ら、前記ポリカーボネートジオ―ルから製造されるポリマー（ａ）１００質量部に対して
、重合性不飽和基を有する有機化合物（ｂ）は５～２００質量部、無機系微粒子（ｃ）は
１～１００質量部であることが好ましい。また、印刷版の耐溶剤性の観点から、前記ポリ
カーボネートジオ―ルから製造されるポリマー（ａ）１００質量部に対して、重合性不飽
和基を有する有機化合物（ｂ）は１０～１８０質量部、無機系微粒子（ｃ）は１～８０質
量部であることがより好ましい。さらに、印刷原版製造の効率の観点から、光重合開始剤
を１～１００質量部含むことが好ましく、印刷版の耐溶剤性の観点から、光重合開始剤を
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１～８０質量部含むことがより好ましい。
【００９４】
　感光性樹脂組成物には、用途や目的に応じて重合禁止剤、紫外線吸収剤、染料、滑剤、
界面活性剤、可塑剤、香料などを添加することができる。その総添加量は感光性樹脂組成
物１００質量部に対して１０質量部以下の範囲であることが好ましい。
【００９５】
　次に、本実施の形態の印刷版及び印刷原版について説明する。
　本実施の形態の印刷原版及び印刷版は、前記ポリカーボネートジオールから製造される
前記ポリマー（ａ）を含むものであれば制限はないが、前記感光性樹脂組成物から製造さ
れるものであることが好ましい。印刷原版及び印刷版は、例えば、前記式（１）及び／式
（２）で表される繰り返し単位からなるポリカーボネートジオールから製造される前記ポ
リマー（ａ）を含有する樹脂組成物を硬化して得られ、好ましくは、印刷原版及び印刷版
は、前記樹脂組成物を含む樹脂組成物層を硬化した樹脂硬化物層を含む。印刷原版及び印
刷版は、前記感光性樹脂組成物をシート状又は円筒状に成形し、成形した当該感光性樹脂
組成物を光又は電子線の照射により架橋硬化せしめることを含む方法によって製造される
ものであることがより好ましい。
【００９６】
　本実施の形態の感光性樹脂組成物をシート状又は円筒状に成形する方法に制限はなく、
既存の樹脂の成形方法を用いることができる。例えば、ポンプや押し出し機などの機械で
樹脂をノズルやダイスから押し出し、ブレードで厚みを合わせる方法（注型法）；ロール
によりカレンダー加工して厚みを合わせる方法などが例示できる。樹脂の性能を落とさな
い範囲で加熱しながら成形を行うことも可能である。また、必要に応じて圧延処理、研削
処理などを施してもよい。通常は、ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）やニッケルな
どの素材からなるバックフィルムといわれる下敷きの上に樹脂組成物を成形するが、印刷
機のシリンダー上に直接成形することもできる。その場合、継ぎ目のないシームレススリ
ーブを成形することができる。また、スリーブ成形・彫刻装置（液状の感光性樹脂組成物
を円筒状支持体上に塗布し、光を照射して液状感光性樹脂組成物を架橋硬化させる装置内
に、レーザー彫刻用のレーザー光源を組み込んだもの）を用いて印刷原版を成形すること
もできる。このような装置を用いた場合、スリーブを成形した後に直ちにレーザー彫刻し
て印刷版を成形することができるので、成形加工に数週間の期間を必要としていた従来の
ゴムスリーブでは到底考えられない短時間加工が実現可能となる。
　本実施の形態における印刷版は、印刷原版表面に印刷パターンをレーザー彫刻すること
により得られる印刷版であることが好ましい。
　本実施の形態の印刷版の様式に制限はなく、フレキソ版、樹脂凸版、又はオフセット、
ドライオフセット、反転オフセット又はグラビアオフセットに用いるブランケットなど、
あらゆる印刷版として使用可能であるが、とくにフレキソ版として好適に用いられる。
【００９７】
　本実施の形態において、前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単位から
なる前記ポリカーボネートジオールから製造される印刷版又は印刷原版は、例えば、下記
に示す群のような、様々な溶剤に対し優れた耐溶剤性を示す。
　前記式（１）で表される繰り返し単位からなる前記ポリカーボネートジオールから製造
される印刷版又は印刷原版は、例えば、ヘキサン、ジエチレングリコールジエチルエーテ
ル、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、エチレングリコールモノブチ
ルエーテル、シクロヘキサノン、トルエン、キシレン、ジクロロベンゼン、安息香酸メチ
ル、アニソールなどに対し特に優れた耐溶剤性を示し、
　前記式（２）で表される繰り返し単位からなる前記ポリカーボネートジオールから製造
される印刷版又は印刷原版は、例えば、γ－ブチロラクトン、メチルエチルケトン、Ｎ－
メチル－２－ピロリドン、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、ジメチルスルホキシド、安息
香酸メチル、アニソールなどに対し特に優れた耐溶剤性を示す。
【００９８】
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［導電性層の製造方法について］
【００９９】
　本実施の形態において導電回路とは、導電性インクを転写・固定化することにより得ら
れる導電性物質を含有する薄膜（導電性層）をパターン化して形成されたものを指す。導
電回路が適する用途としては、特に制限されるものではないが、例えば、建築物の窓若し
くは壁、あるいはブラウン管（ＣＲＴ）、プラズマディスプレイパネル（ＰＤＰ）、液晶
パネルなどにおける電磁波シールドあるいはＲＦＩＤタグなどが挙げられる。
【０１００】
　本実施の形態において導電性インクは特に制限されるものではなく、導電性物質とバイ
ンダー成分、溶剤、その他必要に応じて添加される各種添加剤よりなる、一般に使用され
ている固着タイプのものが用いられる。固着タイプには、一般に蒸発乾燥型、紫外線硬化
型、酸化重合型などがあり、導電性インクはこれらのいずれのタイプであってもよいが、
生産性の観点からは、蒸発乾燥型あるいは紫外線硬化型であるのが好ましい。
　バインダー成分は、これらのタイプに応じた樹脂が用いられる。インクが蒸発乾燥型で
ある場合、インクには前記の導電性物質及びバインダー成分に加えて溶剤が含まれる。
【０１０１】
　導電性物質としては、例えば、金、銀、銅、白金、パラジウム、ロジウム、ルテニウム
、インジウム、ニッケル、アルミニウム、ケイ素などの金属元素及び／又は金属酸化物、
金属窒化物、金属ハロゲン化物、金属硫化物、金属炭化物などの粉末あるいは微粒子など
が挙げられる。
【０１０２】
　バインダー成分としては、例えば、ロジン樹脂、ブチラール樹脂、マレイン酸樹脂、ポ
リアミド樹脂、ウレタン樹脂、エポキシ樹脂、アクリル樹脂、アルキド樹脂、ポリエステ
ル樹脂、ポリスチレン樹脂、エチルセルロース樹脂、ニトロセルロース樹脂、酢酸ビニル
樹脂、ポリビニルアルコール樹脂、ゴムなどが挙げられる。必要に応じてこれらの２種以
上が含まれていてもよい。
【０１０３】
　また、溶剤としては、ヘキサン、ヘプタン、オクタン、トルエン、キシレンなどの炭化
水素系溶剤、酢酸エチル、酢酸プロピル、酢酸ブチル、安息香酸メチル、安息香酸エチル
などのエステル系溶剤、テトラヒドロフラン、オキシラン、ジブチルエーテル、エチレン
グリコールモノブチルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテルなどのエーテ
ル系溶剤、クロロホルム、ジクロロエタン、テトラクロロエチレン、クロロベンゼン、ジ
クロロベンゼンなどのハロゲン系溶剤、メチルピロリドン、ピリジンなどの含窒素系溶剤
、メタノール、エタノール、イソプロピルアルコール、イソブチルアルコール、ジアセト
ンアルコールなどのアルコール系溶剤、アセトン、メチルエチルケトンなどのケトン系溶
剤などが挙げられる。
　溶剤系インク中の溶剤は、溶剤系インク中のポリマー成分の溶解性や印刷工程中での乾
燥性などにより決定されるが、エステル系溶剤、エーテル系溶剤、炭化水素系溶剤、ハロ
ゲン系溶剤、含窒素系溶剤の中から選ばれる少なくとも１種類の溶剤成分を、溶剤全体量
の２０質量％以上１００質量％以下含有していることが好ましい。前記溶剤成分の含有量
が２０質量％以上１００質量％以下であれば、電子材料用途で用いられる芳香族化合物を
十分に溶解あるいは分散することができる。
【０１０４】
　導電性インクが紫外線硬化型である場合、バインダー成分としては、ラジカル重合性の
化合物に、添加剤として紫外線照射により活性カチオン種を発生しうるカチオン重合開始
剤を配合したものが、好適に用いられる。
【０１０５】
　本実施の形態で用いる導電性インクには、印刷品位、生産性、チキソトロピー性などの
向上のために、必要に応じて、前記の導電性物質、バインダー成分及び溶剤以外に、添加
剤が含まれていてもよい。この添加剤としては、例えば、クエン酸及びその誘導体、アニ
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リン及びその誘導体などの分散剤；カーボンブラック、酸化鉄などの黒色剤；シリカのよ
うなチキソトロピー性付与剤；マイカ、スメクタイト、セルロースのような増粘剤；シラ
ンカップリング剤、レベリング剤、ワックス、カチオン重合開始剤などの重合開始剤など
が挙げられる。
【０１０６】
　導電性層の膜厚としては、１ｎｍ以上１０μｍ以下であり、好ましくは５ｎｍ以上５μ
ｍ以下、より好ましくは１０ｎｍ以上１μｍ以下である。膜厚が１ｎｍ以上であれば、導
体の機能を発現させることができ、また、１０μｍ以下であれば、インク中の溶剤成分の
除去を容易に行うことができる。
【０１０７】
　本実施の形態における印刷版及び印刷原版の導電性インクに含有される溶剤に対する耐
溶剤性は、溶剤浸漬膨潤テストにて評価し、前記溶剤への浸漬前後における印刷原版の質
量変化率が１０質量％以下であることが好ましく、５質量％以下であることがより好まし
い。
　本実施の形態における溶剤浸漬膨潤テストは、テストサンプルを室温において２４時間
、溶剤に浸漬して実施される。浸漬前後で印刷原版の質量変化率が１０質量％以下であれ
ば、印刷版の寸法変化が小さく、微細なパターンの印刷や、導電性層の均一塗布も可能と
なるだけではなく、印刷版の寸法安定性を確保でき、印刷版の耐久性も良好となり、繰り
返しの印刷工程に耐えることができる。
【０１０８】
　レーザー彫刻により印刷原版表面に印刷パターンを形成する場合には、形成されるパタ
ーンの深さは、１μｍ以上１，０００μｍ以下であることが好ましい。より好ましくは５
μｍ以上７００μｍ以下であり、さらに好ましくは２０μｍ以上５００μｍ以下である。
印刷パターンの深さが１μｍ以上あれば、印刷版から転写される導電性インクを被印刷基
板上に保持することができ、１，０００μｍ以下であれば印刷パターンが印刷工程中に変
形したり、破壊されたりすることがないため好ましい。
【０１０９】
　本実施の形態の導電性層の製造方法は、印刷版上の導電性インクを被印刷基板上に転写
し、転写された導電性インク中の溶剤を乾燥除去して、又は転写された導電性インクに光
を照射して硬化させて、被印刷基板上に導電性インクを固定化することによって導電性層
を製造する方法であって、
　前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単位からなり、両末端基が水酸基
であるポリカーボネートジオールから製造されるポリマー（ａ）を含有する感光性樹脂組
成物を硬化して得られる印刷版を用いて導電性インクを被印刷基板上に転写する、方法で
ある。
【０１１０】
　本実施の形態の製造方法においてフレキソ印刷方式を用いる場合、フレキソ印刷版上の
導電性インクを被印刷基板上に転写する方法としては、特に制限はされないが、凹凸のあ
るフレキソ印刷版の凸部の表面に、インキ供給ロールなどで前記インクを供給し、次に、
フレキソ印刷版を被印刷基板に接触させて、凸部表面の前記インクを被印刷基板に転移さ
せて行う方法などが挙げられる。
【０１１１】
　本実施の形態の製造方法における、被印刷基板上に導電性インクを固定化する方法の第
１の態様としては、前記方法により転写された前記インク中の溶剤を乾燥除去して、被印
刷基板上に導電性インクを固定化する方法である。
　前記インク中の溶剤を乾燥除去して、前記インクを固定化させる方法としては、例えば
、窒素ガスなどの不活性ガスの存在下で熱処理することにより、前記溶剤を蒸気化して乾
燥する方法などが挙げられる。
【０１１２】
　本実施の形態の製造方法における、被印刷基板上に導電性インクを固定化する方法の第
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２の態様としては、前記方法により転写された前記インクに光を照射して硬化させて、被
印刷基板上に導電性インクを固定化する方法である。
　前記インクに光を照射して硬化させて固定化させる方法としては、例えば、前記インク
に配合した（メタ）アクリル酸誘導体などの光重合性モノマーを光で硬化させる方法など
が挙げられる。
【０１１３】
［有機発光層の製造方法について］
　本実施の形態における有機ＥＬ素子とは、有機発光体を含有する有機発光インクを転写
・固定化して製造される薄膜（有機発光層）をパターン化して形成されたものを指す。よ
り詳しくは、電極を形成した基板の上に、正孔輸送層と発光層さらに陰極層を順次形成し
て得られる。また、本実施の形態における有機ＥＬディスプレイパネルとは、このように
して得られた有機ＥＬ素子を外部の酸素や水分から保護するために、ガラスキャップで密
閉封止したものである。
【０１１４】
　有機発光インクは、特に制限されるものではなく、有機発光材料とバインダー樹脂成分
、溶剤、その他必要に応じて添加される各種添加剤よりなるものを用いることができる。
【０１１５】
　有機発光材料としては、例えば、低分子型の有機発光材料と高分子型の有機発光材料に
分けられるが、低分子型の有機発光材料は蒸着法といった真空プロセスによって形成され
ることが多く、形成された薄膜に微細パターンをパターニングするが、この方法では基板
が大型化すればするほどパターニング精度が出難いという問題がある。また、真空中で成
膜するためにスループットが悪いという問題もある。そこで、最近では高分子材料を溶剤
にとかして塗工液にし、これをウエットコーティング法で薄膜形成する方法が試みられて
いる。
　したがって、本実施の形態では高分子型の有機発光材料が好ましく用いられる。例えば
、クマリン系、ペリレン系、ピラン系、アンスロン系、ポリフィレン系、キナクリドン系
、Ｎ、Ｎ‘－ジアルキル置換キナクリドン系、ナフタルイミド系、Ｎ，Ｎ’－ジアリール
置換ピロロピロール系、イリジウム錯体系などの発光性色素をポリスチレン、ポリメチル
メタクリレート、ポリビニルカルバゾールなどの高分子中に分散させたものや、ポリアリ
ーレン系、ポリアリーレンビニリレン系やポリフルオレンといった高分子材料などが挙げ
られる。
【０１１６】
　溶剤としては、トルエン、キシレン、アセトン、アニソール、メチルエチルケトン、メ
チルイソブチルケトン、シクロヘキサノンなどの単独又はこれらの混合溶媒が挙げられる
。中でも、トルエン、キシレン、アニソールといった芳香族系有機溶剤が有機発光材料の
溶解性の面から好適である。
【０１１７】
　本実施の形態の有機発光インクには、印刷品位、生産性、チキソトロピー性などの向上
のために、必要に応じて、前記の有機発光インク、バインダー樹脂成分及び溶剤以外に、
添加剤が含まれていてもよい。
【０１１８】
　有機発光インク中の溶剤は、該インク中のポリマー成分の溶解性や印刷工程中での乾燥
性などにより決定され、芳香族有機溶剤の中から選ばれる少なくとも１種類の溶剤成分を
、溶剤全体量の２０質量％以上１００質量％以下含有していることが好ましい。前記溶剤
成分の含有量が２０質量％以上１００質量％以下であれば、有機発光インク用途で用いら
れる有機発光材料を十分に溶解あるいは分散することができる。
【０１１９】
　本実施の形態で用いる有機発光インクが紫外線硬化型である場合、バインダー樹脂成分
としては、ラジカル重合性の化合物に、紫外線照射により活性カチオン種を発生しうるカ
チオン重合開始剤を配合したものが、好適に用いられる。
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【０１２０】
　本実施の形態における有機発光層の厚さは、有機発光インク中の溶剤成分を乾燥除去し
た後は、１ｎｍ以上１０μｍ以下であることが好ましい。より好ましくは５ｎｍ以上５μ
ｍ以下、さらに好ましくは１０ｎｍ以上１μｍ以下である。該厚さが１ｎｍ以上であれば
、有機発光インクの機能を発現させることができ、また、１０μｍ以下であれば、有機発
光インク中の溶剤成分の除去を容易に行うことができる。
【０１２１】
　本実施の形態における印刷版及び印刷原版の有機発光インクに含有される溶剤に対する
耐溶剤性は、溶剤浸漬膨潤テストにて評価し、前記溶剤への浸漬前後の質量変化率が１０
質量％以下であることが好ましく、５質量％以下であることがより好ましい。
　本実施の形態における溶剤浸漬膨潤テストは、テストサンプルを室温において２４時間
、溶剤に浸漬して実施される。浸漬前後で印刷原版の質量変化率が１０質量％以下であれ
ば、印刷版の寸法変化が小さく、微細なパターンの印刷や、薄膜の均一塗布も可能となる
だけではなく、印刷版の寸法安定性を確保でき、印刷版の耐久性も良好となり、繰り返し
の印刷工程に耐えることができる。
【０１２２】
　レーザー彫刻により印刷原版表面に印刷パターンを形成する場合には、形成されるパタ
ーンの深さは、１μｍ以上１，０００μｍ以下であることが好ましい。より好ましくは５
μｍ以上７００μｍ以下であり、さらに好ましくは２０μｍ以上５００μｍ以下である。
印刷パターンの深さが１μｍ以上あれば、印刷版から転写される有機発光インクを被印刷
基板上に保持することができ、１，０００μｍ以下であれば印刷パターンが印刷工程中に
変形したり、破壊されたりすることがないため好ましい。
【０１２３】
　本実施の形態の有機発光層の製造方法は、印刷版上の有機発光インクを被印刷基板上に
転写し、転写された有機発光インク中の溶剤を乾燥除去して、又は転写された有機発光イ
ンクに光を照射して硬化させて、被印刷基板上に有機発光インクを固定化することによっ
て有機発光層を製造する方法であって、
　前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単位からなり、両末端基が水酸基
であるポリカーボネートジオールから製造されるポリマー（ａ）を含有する感光性樹脂組
成物を硬化して得られる印刷版を用いて有機発光インクを被印刷基板上に転写する、方法
である。
【０１２４】
　本実施の形態の製造方法においてフレキソ印刷方式を用いる場合、フレキソ印刷版上の
有機発光インクを被印刷基板上に転写する方法としては、特に制限はされないが、凹凸の
あるフレキソ印刷版の凸部の表面に、インキ供給ロールなどで前記インクを供給し、次に
、フレキソ印刷版を被印刷基板に接触させて、凸部表面の前記インクを被印刷基板に転移
させて行う方法などが挙げられる。
【０１２５】
　本実施の形態の製造方法における、被印刷基板上に有機発光インクを固定化する方法の
第１の態様としては、前記方法により転写された前記インク中の溶剤を乾燥除去して、被
印刷基板上に有機発光インクを固定化する方法である。
　前記インク中の溶剤を乾燥除去して、前記インクを固定化させる方法としては、例えば
、窒素ガスなどの不活性ガスの存在下で熱処理することにより、前記溶剤を蒸気化して乾
燥する方法などが挙げられる。
【０１２６】
　本実施の形態の製造方法における、被印刷基板上に有機発光インクを固定化する方法の
第２の態様としては、前記方法により転写された前記インクに光を照射して硬化させて、
被印刷基板上に有機発光インクを固定化する方法である。
　前記インクに光を照射して硬化させて固定化させる方法としては、例えば、前記インク
に配合した（メタ）アクリル酸誘導体などの光重合性モノマーを光で硬化させる方法など
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が挙げられる。
【０１２７】
［液晶配向膜の製造方法について］
　本実施の形態で用いる液晶配向膜液は特に制限されるものではなく、液晶配向膜材と溶
剤、その他必要に応じて添加される各種添加剤よりなるものを用いることができる。
【０１２８】
　液晶配向膜材として用いられる有機高分子としては、特に制限されるものではなく一般
に用いられているポリイミド樹脂などが挙げられる。
　さらに具体的には、例えば、ポリアミック酸のイミド化重合体（特公平５－６０５６５
号公報又は特許第２８９３６７１号に記載）又はポリアミック酸（特許第２６００３３８
号に記載）、ポリアミック酸及び／又はイミド化重合体の混合物（特開平１０－１８３１
２０号公報に記載）又は部分イミド化重合体（特開平５－２１６０４４号公報に記載）が
、さらに特許第３２０６４０１号には特定構造のエポキシ基含有化合物を必須成分とする
液晶配向剤、ポリアミック酸構造を有する重合体及び／又はイミド構造を有する重合体よ
りなる群から選ばれる１種以上の重合体と、窒素原子を含有するエポキシ化合物とを含有
してなる液晶配向膜材料、あるいは特開平５－２０３９５３号公報に開示されているポリ
アミック酸と単官能３級アミン化合物とを溶媒に溶解させた組成物などが挙げられる。
【０１２９】
　溶剤としては、前記有機高分子を溶解させるものであれば特に制限されないが、具体的
には、例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ－メ
チル－２－ピロリドン、γ－ブチロラクトン、Ｎ－メチルカプロラクタム、ジメチルスル
ホキシド、ヘキサメチルホスホアミドなどが溶解性の面から好適である。濡れ性改善のた
め、必要に応じてカルビトール系やセロソルブ系の溶媒を添加することもできる。
【０１３０】
　本実施の形態における液晶配向膜液の固形分濃度は塗布法や液粘度によって異なるが、
０．１～１０質量％の範囲であることが好ましい。固形分濃度が０．１質量％以上である
ことにより、液晶配向膜の膜厚を下記範囲に制御することができ、良好な液晶配向膜を得
ることができる。また、固形分濃度が１０質量％以下であることにより、液晶配向膜の膜
厚を下記範囲に制御することができ、良好な液晶配向膜を得ることができる。さらに、液
晶配向膜液の粘性による塗布特性の観点から、固形分濃度が１０質量％以下であることが
好ましい。
【０１３１】
　本実施の形態における液晶配向膜の膜厚は、液晶配向膜液中の溶剤成分を乾燥除去した
後は、好ましくは０．００１～１μｍであり、より好ましくは０．００５～０．５μｍで
ある。膜厚が０．００１μｍ以上であることにより、均一な配向とすることができる。ま
た、膜厚が０．５μｍ以下であることが、塗膜である液晶配向膜の着色や、素子の駆動電
圧の観点から好ましい。
【０１３２】
　本実施の形態における印刷版及び印刷原版の液晶配向膜液に含有される溶剤に対する耐
溶剤性は、溶剤浸漬膨潤テストにて評価し、前記溶剤への浸漬前後における印刷原版の質
量変化率が１０質量％以下であることが好ましく、５質量％以下であることがより好まし
い。
　本実施の形態における溶剤浸漬膨潤テストは、テストサンプルを室温において２４時間
、溶剤に浸漬して実施される。浸漬前後で印刷原版の質量変化率が１０質量％以下であれ
ば、印刷版の寸法変化が小さく、微細なパターンの印刷や、液晶配向膜の均一塗布も可能
となるだけではなく、印刷版の寸法安定性を確保でき、印刷版の耐久性も良好となり、繰
り返しの印刷工程に耐えることができる。
【０１３３】
　レーザー彫刻により印刷原版表面に印刷パターンを形成する場合には、形成されるパタ
ーンの深さは、１μｍ以上１，０００μｍ以下であることが好ましい。より好ましくは５
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μｍ以上７００μｍ以下であり、さらに好ましくは２０μｍ以上５００μｍ以下である。
印刷パターンの深さが１μｍ以上あれば、印刷版から転写される液晶配向膜液を被印刷基
板上に保持することができ、１，０００μｍ以下であれば印刷パターンが印刷工程中に変
形したり、破壊されたりすることがないため好ましい。
【０１３４】
　本実施の形態の液晶配向膜の製造方法は、印刷版上の液晶配向膜液を被印刷基板上に転
写し、転写された液晶配向膜液中の溶剤を乾燥除去して、被印刷基板上に液晶配向膜液を
固定化することによって液晶配向膜を製造する方法であって、
　前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単位からなり、両末端基が水酸基
であるポリカーボネートジオールから製造されるポリマー（ａ）を含有する感光性樹脂組
成物を硬化して得られる印刷版を用いて液晶配向膜液を被印刷基板上に転写する、方法で
ある。
【０１３５】
　本実施の形態の製造方法においてフレキソ印刷方式を用いる場合、フレキソ印刷版上の
液晶配向膜液を被印刷基板上に転写する方法としては、特に制限はされないが、凹凸のあ
るフレキソ印刷版の凸部の表面に、インキ供給ロールなどで液晶配向膜液を供給し、次に
、フレキソ印刷版を被印刷基板に接触させて、凸部表面の液晶配向膜液を被印刷基板に転
移させて行う方法などが挙げられる。
【０１３６】
　本実施の形態の製造方法における、被印刷基板上に液晶配向膜液を固定化する方法とし
ては、前記方法により転写された液晶配向膜液中の溶剤を乾燥除去して、被印刷基板上に
液晶配向膜液を固定化する方法である。
　液晶配向膜液中の溶剤を乾燥除去して、液晶配向膜液を固定化させる方法としては、例
えば、窒素ガスなどの不活性ガスの存在下で熱処理することにより、前記溶剤を蒸気化し
て乾燥する方法などが挙げられる。
【０１３７】
［ブラックマトリックスの製造方法について］
　本実施の形態におけるブラックマトリックスとは、ブラックマトリックス用被膜組成物
を転写・固定化することによりガラスなどの基板上に形成される膜であって、色の混色を
防止する黒色膜をいう。
【０１３８】
　本実施の形態におけるブラックマトリックス用被膜組成物は特に制限されるものではな
く、遮光材と樹脂、及び溶剤、その他必要に応じて添加される各種添加剤よりなるものを
用いることができる。
【０１３９】
　本実施の形態におけるブラックマトリックス用被膜組成物として用いられる遮光材とし
ては、金属クロム、酸化クロム、酸化鉄、チタンブラック、モリブデン、タンタル、アル
ミニウム又はこれらの酸化物、チタン酸窒化物、カーボンブラック、アニリンブラックな
どの黒色顔料が使用され、該遮光材を分散した樹脂などがブラックマトリックス用被膜組
成物として使用される。この中でも遮光性、成膜性などから金属クロム又はカーボンや黒
色顔料を分散した樹脂が好適である。
【０１４０】
　本実施の形態のブラックマトリックス用被膜組成物として用いられる樹脂としては、特
に制限されるものではなく感光性、非感光性のいずれも使用でき、一般に用いられている
アクリル樹脂、アクリルエポキシ樹脂、シロキサンポリマー系樹脂、ポリイミド樹脂、ケ
イ素酸含有ポリイミド樹脂、ポリイミドシロキサン樹脂、ポリマレイミド樹脂、などのポ
リイミド系樹脂が好ましく用いられる。
　ポリイミド系樹脂は、例えば、前駆体としてのポリアミック酸を加熱閉環イミド化する
ことによって形成される。ポリアミック酸は、通常、下記式（９）で表される構造単位を
主成分とする。
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【０１４１】
【化１５】

　ここで、式（９）のXは１又は２の整数である。Ｒa及びＲbは、各々独立に、少なくと
も２個の炭素原子を有する有機基を示す。耐熱性の観点から、Ｒa及びＲbは、各々独立に
、環状炭化水素、芳香族環又は芳香族複素環を含有し、かつ、炭素数６から３０の基が好
ましい。Ｒa及びＲbとしては、特に制限されるものではないが、例えば、フェニル基、ビ
フェニル基、ターフェニル基、ナフタレン基、ペリレン基、ジフェニルエーテル基、ジフ
ェニルスルフォン基、ジフェニルプロパン基、ベンゾフェノン基、ビフェニルトリフルオ
ロプロパン基、ジフェニルメタン基、シクロヘキシルメタン基などから誘導された基など
が挙げられる。
【０１４２】
　溶剤としては、前記樹脂を溶解させるものであれば特に制限されないが、具体的には、
例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチロル
－２－ピロリドンなどのアミド系溶剤、β－プロピオラクトン、γ－ブチロラクトン、γ
－バレロラクトン、δ－バレロラクトン、γ－カプロラクトン、ε－カプロラクトンなど
のラクトン系極性溶剤、ジメチルスルホキシド、ヘキサメチルホスホアミドなどが溶解性
の面から好適である。中でもポリイミド前駆体の溶解性の点でγ－ブチロラクトンが好ま
しい。
【０１４３】
　本実施の形態のブラックマトリックス用被膜組成物には、遮光度を低下させない程度に
少量の補色顔料を加えてもよい。補色顔料としては、例えば、青色顔料、紫色顔料、緑色
顔料、黄色顔料、オレンジ色顔料などの１種以上が挙げられる。遮光材中に占める補色顔
料の割合としては１０質量％以下が好ましい。これ以上にすると、ブラックマトリックス
の遮光性能が低下して好ましくない。
【０１４４】
　本実施の形態の印刷版及び印刷原版のブラックマトリックス用被膜組成物に含有される
溶剤に対する耐溶剤性は、溶剤浸漬膨潤テストにて評価し、前記溶剤への浸漬前後の印刷
原版の質量変化率が１０質量％以下であることが好ましく、５質量％以下であることがよ
り好ましい。
　本実施の形態における溶剤浸漬膨潤テストは、テストサンプルを室温において２４時間
、溶剤に浸漬して実施される。浸漬前後で印刷原版の質量変化率が１０質量％以下であれ
ば、印刷版の寸法変化が小さく、微細なパターンの印刷や、ブラックマトリックスの均一
塗布も可能となるだけではなく、印刷版の寸法安定性を確保でき、印刷版の耐久性も良好
となり、繰り返しの印刷工程に耐えることができる。
【０１４５】
　本実施の形態においてレーザー彫刻により印刷原版表面にパターンを形成する場合には
、形成されるパターンの深さは、印刷方法の違いにより異なるが、１μｍ以上１０００μ
ｍ以下が好ましい。より好ましくは５μｍ以上７００μｍ以下、さらに好ましくは２０μ
ｍ以上５００μｍ以下である。１μｍ以上あれば印刷版から転写されるブラックマトリッ
クス用被膜組成物を保持することができ、１０００μｍ以下であればパターンが印刷工程
中に変形したり、破壊されたりすることがない。
【０１４６】
　本実施の形態による印刷法において被印刷基材上に印刷できるブラックマトリックスの
厚さは、ブラックマトリックス用被膜組成物中の溶剤成分を乾燥除去した後は、ブラック
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マトリックスとして使用可能な範囲であれば特に制限されないが、好ましくは０．５～２
．０μｍであり、より好ましくは０．７～１．５μｍである。
【０１４７】
　本実施の形態のブラックマトリックスの製造方法は、印刷版上のブラックマトリックス
用被膜組成物を被印刷基板上に転写し、転写されたブラックマトリックス用被膜組成物中
の溶剤を乾燥除去して、又は転写されたブラックマトリックス用被膜組成物に光を照射し
て硬化させて、被印刷基板上にブラックマトリックス用被膜組成物を固定化することによ
ってブラックマトリックスを製造する方法であって、
　前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単位からなり、両末端基が水酸基
であるポリカーボネートジオールから製造されるポリマー（ａ）を含有する感光性樹脂組
成物を硬化して得られる印刷版を用いてブラックマトリックス用被膜組成物を被印刷基板
上に転写する、方法である。
【０１４８】
　本実施の形態の製造方法においてフレキソ印刷方式を用いる場合、フレキソ印刷版上の
ブラックマトリックス用被膜組成物を被印刷基板上に転写する方法としては、特に制限は
されないが、凹凸のあるフレキソ印刷版の凸部の表面に、インキ供給ロールなどでブラッ
クマトリックス用被膜組成物を供給し、次に、フレキソ印刷版を被印刷基板に接触させて
、凸部表面のブラックマトリックス用被膜組成物を被印刷基板に転移させて行う方法など
が挙げられる。
【０１４９】
　本実施の形態の製造方法における、被印刷基板上にブラックマトリックス用被膜組成物
を固定化する方法の第１の態様としては、前記方法により転写されたブラックマトリック
ス用被膜組成物中の溶剤を乾燥除去して、被印刷基板上にブラックマトリックス用被膜組
成物を固定化する方法である。
　ブラックマトリックス用被膜組成物中の溶剤を乾燥除去して、ブラックマトリックス用
被膜組成物を固定化させる方法としては、例えば、窒素ガスなどの不活性ガスの存在下で
熱処理することにより、前記溶剤を蒸気化して乾燥する方法などが挙げられる。
【０１５０】
　本実施の形態の製造方法における、被印刷基板上にブラックマトリックス用被膜組成物
を固定化する方法の第２の態様としては、前記方法により転写されたブラックマトリック
ス用被膜組成物に光を照射して硬化させて、被印刷基板上にブラックマトリックス用被膜
組成物を固定化する方法である。
　ブラックマトリックス用被膜組成物に光を照射して硬化させて固定化させる方法として
は、例えば、ブラックマトリックス用被膜組成物に配合した（メタ）アクリル酸誘導体な
どの光重合性モノマーを光で硬化させる方法などが挙げられる。
【０１５１】
［カラーフィルター用着色層の製造方法について］
　本実施の形態のカラーフィルターの着色層用インクは特に制限されるものではなく、顔
料と樹脂、並びに溶剤、その他必要に応じて添加される各種添加剤よりなるものを用いる
ことができる。
　本実施の形態のカラーフィルターの着色層用インクに用いられる顔料には特に制限はな
いが、耐光性、耐熱性、耐薬品性に優れたものが望ましい。代表的な顔料の具体的な例を
カラーインデックス（ＣＩ）ナンバーで示す。黄色顔料の例としては、ピグメントイエロ
ー１２、１３、１４、１７、２０、２４、８３、８６、９３、９４、１０９、１１０、１
１７、１２５、１３７、１３８、１３９、１４７、１４８、１５０，１５３，１５４，１
６６，１７３などが挙げられる。橙色顔料の例としては、ピグメントオレンジ１３、３１
、３６、３８、４０、４２、４３、５１、５５，５９，６１，６４，６５などが挙げられ
る。赤色顔料の例としては、ピグメントレッド９、９７、１２２、１２３、１４４、１４
９、１６６，１６８，１７７，１９０，１９２，２１５，２１６，２２４などが挙げられ
る。紫色顔料の例としては、ピグメントバイオレット１９、２３、２９、３２，３３，３
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６，３７，３８などが挙げられる。青色顔料の例としては、ピグメントブルー１５（１５
：３、１５：４、１５：６など）、２１，２２，６０，６４などが挙げられる。なお、顔
料は必要に応じて、ロジン処理、酸性基処理、塩基性基処理などの表面処理が施されてい
るものを使用してもよい。また、ブラックマトリックスとの密着力を向上させるために、
必要に応じて顔料表面を樹脂で被覆したものを用いてもよい。
【０１５２】
　本実施の形態のカラーフィルターの着色層用インクに用いられる樹脂に特に制限はなく
、アクリル樹脂、ポリビニルアルコール、ポリアミド、ポリイミドなどを使用することが
できる。製造プロセスの簡便さや、耐熱性、耐光性、などの面から画素としては顔料分散
された樹脂膜を用いることが好ましい。パターン形成の容易さからは、顔料分散された感
光性のアクリル樹脂を用いることが好ましい。耐熱性、耐薬品性の観点からは、顔料分散
されたポリイミド系樹脂を用いることが好ましい。
　ポリイミド系樹脂は、例えば、前駆体としてのポリアミック酸を加熱閉環イミド化する
ことによって形成される。ポリアミック酸は、通常、下記式（９）で表される構造単位を
主成分とする。
【０１５３】
【化１６】

　ここで、式（９）のXは１又は２の整数である。Ｒa及びＲbは、各々独立に、少なくと
も２個の炭素原子を有する有機基を示す。耐熱性の観点から、Ｒa及びＲbは、各々独立に
、環状炭化水素、芳香族環又は芳香族複素環を含有し、かつ、炭素数６から３０の基が好
ましい。Ｒa及びＲbとしては、特に制限されるものではないが、例えば、フェニル基、ビ
フェニル基、ターフェニル基、ナフタレン基、ペリレン基、ジフェニルエーテル基、ジフ
ェニルスルフォン基、ジフェニルプロパン基、ベンゾフェノン基、ビフェニルトリフルオ
ロプロパン基、ジフェニルメタン基、シクロヘキシルメタン基などから誘導された基など
が挙げられる。
【０１５４】
　溶剤としては、前記樹脂を溶解させるものであれば特に制限されないが、具体的には、
例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチロル
－２－ピロリドンなどのアミド系溶剤、β－プロピオラクトン、γ－ブチロラクトン、γ
－バレロラクトン、δ－バレロラクトン、γ－カプロラクトン、ε－カプロラクトンなど
のラクトン系極性溶剤、ジメチルスルホキシド、ヘキサメチルホスホアミドなどが溶解性
の面から好適である。中でもポリイミド前駆体の溶解性の点でγ－ブチロラクトンが好ま
しい。
【０１５５】
　本実施の形態による印刷法において被印刷基材上に印刷できるカラーフィルター用着色
層の厚さは、着色層として使用可能な範囲であれば特に制限されないが、好ましくは０．
１～１０μｍであり、より好ましくは０．２～７μｍである。
【０１５６】
　本実施の形態における印刷版及び印刷原版の着色層用インクに含有される溶剤に対する
耐溶剤性は、溶剤浸漬膨潤テストにて評価し、前記溶剤への浸漬前後の質量変化率が１０
質量％以下であることが好ましく、５質量％以下であることがより好ましい。
　本実施の形態における溶剤浸漬膨潤テストは、テストサンプルを室温において２４時間
、溶剤に浸漬して実施される。浸漬前後で印刷原版の質量変化率が１０質量％以下であれ
ば、印刷版の寸法変化が小さく、微細なパターンの印刷や、薄膜の均一塗布も可能となる
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だけではなく、印刷版の寸法安定性を確保でき、印刷版の耐久性も良好となり、繰り返し
の印刷工程に耐えることができる。
【０１５７】
　本実施の形態においてレーザー彫刻により印刷原版表面にパターンを形成する場合には
、形成されるパターンの深さは、印刷方法の違いにより異なるが、１μｍ以上１０００μ
ｍ以下が好ましい。より好ましくは５μｍ以上７００μｍ以下、さらに好ましくは２０μ
ｍ以上５００μｍ以下である。１μｍ以上あれば印刷版から転写される着色層用インクを
保持することができ、１０００μｍ以下であればパターンが印刷工程中に変形したり、破
壊されたりすることがない。
【０１５８】
　本実施の形態のカラーフィルター用着色層の製造方法は、印刷版上の着色層用インクを
被印刷基板上に転写し、転写された着色層用インク中の溶剤を乾燥除去して、又は転写さ
れた着色層用インクに光を照射して硬化させて、被印刷基板上に着色層用インクを固定化
することによってカラーフィルター用着色層を製造する方法であって、
　前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単位からなり、両末端基が水酸基
であるポリカーボネートジオールから製造されるポリマー（ａ）を含有する感光性樹脂組
成物を硬化して得られる印刷版を用いて着色層用インクを被印刷基板上に転写する、方法
である。
【０１５９】
　本実施の形態の製造方法においてフレキソ印刷方式を用いる場合、フレキソ印刷版上の
着色層用インクを被印刷基板上に転写する方法としては、特に制限はされないが、凹凸の
あるフレキソ印刷版の凸部の表面に、インキ供給ロールなどで前記インクを供給し、次に
、フレキソ印刷版を被印刷基板に接触させて、凸部表面の前記インクを被印刷基板に転移
させて行う方法などが挙げられる。
【０１６０】
　本実施の形態の製造方法における、被印刷基板上に着色層用インクを固定化する方法の
第１の態様としては、前記方法により転写された前記インク中の溶剤を乾燥除去して、被
印刷基板上に着色層用インクを固定化する方法である。
　前記インク中の溶剤を乾燥除去して、前記インクを固定化させる方法としては、例えば
、窒素ガスなどの不活性ガスの存在下で熱処理することにより、前記溶剤を蒸気化して乾
燥する方法などが挙げられる。
【０１６１】
　本実施の形態の製造方法における、被印刷基板上に着色層用インクを固定化する方法の
第２の態様としては、前記方法により転写された前記インクに光を照射して硬化させて、
被印刷基板上に着色層用インクを固定化する方法である。
　前記インクに光を照射して硬化させて固定化させる方法としては、例えば、前記インク
に配合した（メタ）アクリル酸誘導体などの光重合性モノマーを光で硬化させる方法など
が挙げられる。
【０１６２】
　［有機薄膜太陽電池用光電変換層の製造方法について］
　本実施の形態における有機薄膜太陽電池用光電変換層とは、有機薄膜太陽電池の電荷分
離に寄与し、生じた電子及び正孔を各々反対方向の電極に向かって輸送させる機能を有す
る部材を意味する。具体的にはこのような光電変換層としては、電子供与体として機能す
る正孔輸送層又は電子受容体として機能する電子輸送層の少なくとも一方を有する場合、
電子供与体及び電子受容体の両方の機能を有する電子正孔輸送層からなる場合などを挙げ
ることができる。有機薄膜太陽電池の具体例としては、制限はされないが、電子供与性又
は電子受容性のいずれか一方の機能を有する、すなわち、前記電子輸送層又は正孔輸送層
のいずれか一方である光電変換層が、第一電極層及び第二電極層間に配置されており、電
極とそのような光電変換層とのショットキー障壁を利用したショットキー型の有機薄膜太
陽電池、又は電子受容性及び電子供与性の機能を一組として、ｐｎ接合を利用したヘテロ
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接合型の有機薄膜太陽電池などを挙げることができる。
【０１６３】
（ａ）ショットキー型の有機薄膜太陽電池
　光電変換層を電子供与性又は電子受容性のいずれか一方の機能を有する層、すなわち、
電子輸送層又は正孔輸送層のいずれか一方とすることにより、そのような光電変換層と電
極との界面において形成されるショットキー障壁を利用して光電流を得るショットキー型
有機薄膜太陽電池とすることができる。例えば、光電変換層を正孔輸送層とした場合には
、第一電極層及び第二電極層のうち仕事関数が小さい方の電極との界面にショットキー障
壁が形成されるため、その界面において光電荷分離を生じさせることができる。一方、光
電変換層を電子輸送層とした場合には、第一電極層及び第二電極層のうち仕事関数が大き
い方の電極との界面で光電流を生じさせることができる。
【０１６４】
　このようにショットキー型の有機薄膜太陽電池とした場合に、光電変換層を形成する材
料は、電子供与性又は電子受容性の性質を有する材料であれば特に制限はされない。具体
的には、ペンタセンなどの有機単結晶、ポリ－３－メチルチオフェン、ポリアセチレン、
ポリフェニレン及びその誘導体、ポリフェニレンビニレン及びその誘導体、ポリシラン及
びその誘導体、ポリアルキルチオフェン及びその誘導体などの導電性高分子及びその誘導
体、ポリフィリン誘導体、フタロシアニン誘導体、メロシアニン誘導体、クロロフィルな
どの合成色素、有機金属ポリマーなどを挙げることができる。
【０１６５】
　光電変換層の膜厚としては、０．１ｎｍ～１，５００ｎｍの範囲内の膜厚とすることが
好ましい。光電変換層の膜厚を１，５００ｎｍ以下とすることが、膜抵抗の観点から好ま
しい。また、光電変換層の膜厚を０．１ｎｍ以上とすることにより、第一電極層及び第二
電極層の短絡を生じないようにできる。光電変換層の膜厚としては、総合的性能の観点か
ら、５ｎｍ～３００ｎｍの範囲内であることがより好ましい。
【０１６６】
（ｂ）ヘテロ接合型の有機薄膜太陽電池
　ヘテロ接合型有機薄膜太陽電池は、バイレイヤー型とバルクヘテロ接合型とに分けるこ
とができる。
【０１６７】
ｉ．バイレイヤー型の有機薄膜太陽電池
　バイレイヤー型の有機薄膜太陽電池は、光電変換層として、電子受容性の機能を有する
電子輸送層及び電子供与性の機能を有する正孔輸送層を各々別個に形成し、それらの界面
において形成されるｐｎ接合を利用して光電荷分離を生じさせ、光電流を得る有機薄膜太
陽電池である。
　このような光電変換層として、電子輸送層及び正孔輸送層の膜厚は特に制限はされない
が、具体的には、各々の膜厚が０．１ｎｍ～１，５００ｎｍの範囲内の膜厚とすることが
好ましい。光電変換層の膜厚を１，５００ｎｍ以下とすることが、膜抵抗の観点から好ま
しい。また、光電変換層の膜厚を０．１ｎｍ以上とすることにより、第一電極層及び第二
電極層の短絡を生じないようにできる。光電変換層の膜厚としては、総合的性能の観点か
ら、５ｎｍ～３００ｎｍの範囲内であることがより好ましい。
【０１６８】
　電子輸送層を形成する材料としては、電子受容体としての機能を有するものであれば特
に制限はされない。具体的には、ＣＮ－ポリ（フェニレン－ビニレン）、ＭＥＨ－ＣＮ－
ＰＰＶ，－ＣＮ基又は－ＣＦ3基含有ポリマー、それらの－ＣＦ3置換ポリマー、ポリ（フ
ルオレン）誘導体、Ｃ60などのフラーレン誘導体、カーボンナノチューブ、ペリレン誘導
体、多環キノン、キナクリドンなどの材料を挙げることができる。中でも、電子の移動度
が高い材料であることが好ましい。
　一方、正孔輸送層を形成する材料としては、電子供与体としての機能を有するものであ
れば特に制限はされない。具体的には、ポリフェニレン及びその誘導体、ポリフェニレン
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ビニレン及びその誘導体、ポリシラン及びその誘導体、ポリアルキルチオフェン及びその
誘導体、ポリフィリン誘導体、フタロシアニン誘導体、有機金属ポリマーなどを挙げるこ
とができる。中でも正孔の移動度が高い材料であることが好ましい。
【０１６９】
ｉｉ．バルクヘテロ接合型の有機薄膜太陽電池
　バルクヘテロ接合型の有機薄膜太陽電池は、光電変換層として、電子受容性及び電子供
与性の両方の機能を有する電子正孔輸送層とし、電子正孔輸送層内で形成されるｐｎ接合
を利用して光電化分離を生じさせ、光電流を得る太陽電池である。
　このような電子正孔輸送層の膜厚としては、一般的にバルクヘテロ接合型において採用
されている膜厚であれば特に制限はされないが、具体的には、０．２ｎｍ～３，０００ｎ
ｍの範囲内の膜厚とすることが好ましい。電子正孔輸送層の膜厚を３，０００ｎｍ以下と
することが、膜抵抗の観点から好ましい。また、電子正孔輸送層の膜厚を０．２ｎｍ以上
とすることにより、第一電極層及び第二電極層の短絡を生じないようにできる。電子正孔
輸送層の膜厚としては、総合的性能の観点から、１０ｎｍ～６００ｎｍの範囲内であるこ
とがより好ましい。
【０１７０】
　さらに、電子正孔輸送層を形成する材料としては、一般的に、バルクヘテロ接合型の有
機薄膜太陽電池において用いられているものであれば特に制限はされないが、具体的には
、電子供与性の材料及び電子受容性の材料の両方の材料を均一に分散させたものを挙げる
ことができる。また、電子供与性材料及び電子受容性材料の混合比は、用いる材料により
最適な混合比を適宜調整する。
　例えば、電子受容性の材料としては、具体的には、ＣＮ－ポリ（フェニレン－ビニレン
）、ＭＥＨ－ＣＮ－ＰＰＶ，－ＣＮ基又は－ＣＦ3基含有ポリマー、それらの－ＣＦ3置換
ポリマー、ポリ（フルオレン）誘導体、Ｃ60誘導体、カーボンナノチューブ、ペリレン誘
導体、多環キノン、キナクリドンなどの材料を挙げることができる。中でも、電子の移動
度が高い材料であることが好ましい。
　一方、電子供与体性の材料としては、そのような機能を有するものであれば特に制限は
されない。具体的には、ポリフェニレン及びその誘導体、ポリフェニレンビニレン及びそ
の誘導体、ポリシラン及びその誘導体、ポリアルキルチオフェン及びその誘導体、ルフィ
リン誘導体、フタロシアニン誘導体、有機金属ポリマーなどを挙げることができる。中で
も正孔の移動度が高い材料であることが好ましい。また、最終的に得られる有機薄膜太陽
電池において、電子正孔輸送層の数は、一層であってもよく、複数層であってもよい。
【０１７１】
　有機薄膜太陽電池用光電変換層用インクに用いる溶剤としては、上述した電子供与性の
材料及び電子受容性の材料を、両方溶解させることができるものであれば特に制限はされ
ないが、具体的には、トルエン、キシレン、メシチレン、テトラリン、デカリン、ｎ－ブ
チルベンゼンなどの炭化水素系溶剤、メチルエチルケトン、シクロヘキサノンなどのケト
ン系溶剤、四塩化炭素、クロロホルム、ジクロロメタン、ジクロロエタン、クロロブタン
、ブロモブタン、クロロペンタン、ブロモペンタン、クロロヘキサン、ブロモヘキサン、
クロロシクロヘキサン、ブロモシクロヘキサンなどのハロゲン系溶剤、テトラヒドロフラ
ンなどのエーテル系溶剤などが挙げられる。電子供与性の材料及び電子受容性の材料の化
学構造や分子量にもよるが、通常はこれらの溶剤に０．１質量％以上の該材料を溶解させ
ることができる。これらの溶剤は、単独又は２種以上の溶剤を混合して使用することがで
きる。
【０１７２】
　有機薄膜太陽電池用光電変換層用インクを光を照射させて硬化させる場合には、該イン
ク中に、光重合性モノマーを含有させてもよい。光重合性モノマーとしては、例えば、ウ
レタンアクリレートやエポキシアクリレートなどが挙げられる。
【０１７３】
　本実施の形態における印刷版及び印刷原版の有機薄膜太陽電池用光電変換層用インクに
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含有される溶剤に対する耐溶剤性は、溶剤浸漬膨潤テストにて評価することができる。前
記溶剤への浸漬前後における印刷原版の質量変化率が１０質量％以下であることが好まし
く、５質量％以下であることがより好ましい。
　溶剤浸漬膨潤テストは、テストサンプルを室温において２４時間、溶剤に浸漬して実施
される。浸漬前後で印刷原版の質量変化率が１０質量％以下であれば、印刷版の寸法変化
が小さく、微細なパターンの印刷及び有機薄膜の均一塗布が可能となる。また、質量変化
率が１０質量％以下であれば、印刷版の寸法安定性を確保でき、印刷版の耐久性も良好と
なるので、繰り返しの印刷工程に耐えることができる。
【０１７４】
　レーザー彫刻により印刷原版表面に印刷パターンを形成する場合には、形成されるパタ
ーンの深さは、１μｍ以上１，０００μｍ以下であることが好ましい。より好ましくは５
μｍ以上７００μｍ以下であり、さらに好ましくは２０μｍ以上５００μｍ以下である。
印刷パターンの深さが１μｍ以上あれば、印刷版から転写される有機薄膜太陽電池用光電
変換層用インクを被印刷基板上に保持することができ、１，０００μｍ以下であれば印刷
パターンが印刷工程中に変形したり、破壊されたりすることがないため好ましい。
【０１７５】
　本実施の形態の有機薄膜太陽電池用光電変換層の製造方法は、印刷版上の有機薄膜太陽
電池用光電変換層用インクを被印刷基板上に転写し、転写された有機薄膜太陽電池用光電
変換層用インク中の溶剤を乾燥除去して、又は転写された有機薄膜太陽電池用光電変換層
用インクに光を照射して硬化させて、被印刷基板上に有機薄膜太陽電池用光電変換層用イ
ンクを固定化することによって有機薄膜太陽電池用光電変換層を製造する方法であって、
　前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単位からなり、両末端基が水酸基
であるポリカーボネートジオールから製造されるポリマー（ａ）を含有する感光性樹脂組
成物を硬化して得られる印刷版を用いて有機薄膜太陽電池用光電変換層用インクを被印刷
基板上に転写する、方法である。
【０１７６】
　本実施の形態の製造方法においてフレキソ印刷方式を用いる場合、フレキソ印刷版上の
有機薄膜太陽電池用光電変換層用インクを被印刷基板上に転写する方法としては、特に制
限はされないが、凹凸のあるフレキソ印刷版の凸部の表面に、インキ供給ロールなどで前
記インクを供給し、次に、フレキソ印刷版を被印刷基板に接触させて、凸部表面の前記イ
ンクを被印刷基板に転移させて行う方法などが挙げられる。
【０１７７】
　本実施の形態の製造方法における、被印刷基板上に有機薄膜太陽電池用光電変換層用イ
ンクを固定化する方法の第１の態様としては、前記方法により転写された前記インク中の
溶剤を乾燥除去して、被印刷基板上に有機薄膜太陽電池用光電変換層用インクを固定化す
る方法である。
　前記インク中の溶剤を乾燥除去して、前記インクを固定化させる方法としては、例えば
、窒素ガスなどの不活性ガスの存在下で熱処理することにより、前記溶剤を蒸気化して乾
燥する方法などが挙げられる。
【０１７８】
　本実施の形態の製造方法における、被印刷基板上に有機薄膜太陽電池用光電変換層用イ
ンクを固定化する方法の第２の態様としては、前記方法により転写された前記インクに光
を照射して硬化させて、被印刷基板上に有機薄膜太陽電池用光電変換層用インクを固定化
する方法である。
　前記インクに光を照射して硬化させて固定化させる方法としては、例えば、前記インク
に配合した（メタ）アクリル酸誘導体などの光重合性モノマーを光で硬化させる方法など
が挙げられる。
【０１７９】
［薄膜半導体パターン層の製造方法について］
　本実施の形態における薄膜半導体パターン形成用インクに用いられる有機半導体材料に
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特に制限はされないが、π共役系材料などが用いられる。例えば、ポリピロール、ポリ（
Ｎ－置換ピロール）、ポリ（３－置換ピロール）、ポリ（３，４－二置換ピロール）など
のポリピロール類、ポリチオフェン、ポリ（３－置換チオフェン）、ポリ（３，４－二置
換チオフェン）、ポリベンゾチオフェンなどのポリチオフェン類、ポリイソチアナフテン
などのポリイソチアナフテン類、ポリチェニレンビニレンなどのポリチェニレンビニレン
類、ポリ（ｐ－フェニレンビニレン）などのポリ（ｐ－フェニレンビニレン）類、ポリア
ニリン、ポリ（Ｎ－置換アニリン）、ポリ（３－置換アニリン）、ポリ（２，３－置換ア
ニリン）などのポリアニリン類、ポリアセチレンなどのポリアセチレン類、ポリジアセチ
レンなどのポリジアセチレン類、ポリアズレンなどのポリアズレン類、ポリピレンなどの
ポリピレン類、ポリカルバゾール、ポリ（Ｎ－置換カルバゾール）などのポリカルバゾー
ル類、ポリセレノフェンなどのポリセレノフェン類、ポリフラン、ポリベンゾフランなど
のポリフラン類、ポリ（ｐ－フェニレン）などのポリ（ｐ－フェニレン類）、ポリインド
ールなどのポリインドール類、ポリピリタジンなどのポリピリタジン類、ナフタセン、ペ
ンタセン、ヘキサセン、ヘプタセン、ジベンゾペンタセン、テトラベンゾペンタセン、ピ
レン、ジベンゾピレン、クリセン、ペリレン、コロネン、テリレン、オバレン、クオテリ
レン、サーカムアントラセンなどのポリアセン類及びポリアセン類の炭素の一部をＮ、Ｓ
，Ｏなどの原子、カルボニル基などの官能基に置換した誘導体（トリフェノジオキサン、
トリフェノジチアジン、ヘキサセン－６、１５－キノンなど）、ポリビニルカルバゾール
、ポリフェニレンスルフィド、ポリビニレンスルフィドなどのポリマーや特開平１１－１
９５７９０号公報に開示された多環縮合体などを用いることができる。
　また、これらのポリマーと同じ繰り返し単位を有する、例えばチオフェン６量体である
α－セクシチオフェン、α、ω－ジヘキシル－α－セクシチオフェン、α、ω－ジヘキシ
ル－α－キンケチオフェン、α、ω－ビス（３－ブトキシプロピル）－α－セクシチオフ
ェン、スチリルベンゼン誘導体などのオリゴマーも好適に用いることができる。
　さらに銅フタロシアニンや特開平１１－２５１６０１号公報に開示されたフッ素置換銅
フタロシアニンなどの金属フタロシアニン類、ナフタレン１，４，５，８－テトラカルボ
ン酸ジイミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（４－トリフルオロメチルベンジル）ナフタレン１，４，
５，８－テトラカルボン酸ジイミドとともに、Ｎ，Ｎ’－ビス（１Ｈ，１Ｈ－ペルフルオ
ロオクチル）、Ｎ、Ｎ’－ビス（１Ｈ，１Ｈ－ペルフルオロブチル）及びＮ，Ｎ’－ジオ
クチルナフタレン－１，４，５，８－テトラカルボン酸ジイミド誘導体、ナフタレン－２
，３，６，７－テトラカルボン酸ジイミドなどのナフタレンテトラカルボン酸ジイミド類
、及びアントラセン－２，３，６，７－テトラカルボン酸ジイミドなどのアントラセンテ
トラカルボン酸ジイミド類などの縮合環テトラカルボン酸ジイミド類、Ｃ60、Ｃ70、Ｃ76

、Ｃ78、Ｃ84などフラーレン類、ＳＷＮＴなどのカーボンナノチューブ、メロシアニン色
素類、ヘミシアニン色素類などの色素などが挙げられる。
【０１８０】
　これらのπ共役系材料のうちでも、チオフェン、ビニレン、チェニレンビニレン、フェ
ニレンビニレン、ｐ－フェニレン、これらの置換体又はこれらの２種以上を繰り返し単位
とし、かつ繰り返し単位の数ｎが４～１０であるオリゴマーもしくは該繰り返し単位の数
ｎが２０以上であるポリマー、ペンタセンなどの縮合多環芳香族化合物、フラーレン類、
縮合環テトラカルボン酸ジイミド類、金属フタロシアニンよりなる群から選ばれた少なく
とも１種が好ましい。
【０１８１】
　また、その他の有機半導体材料としては、テトラチアフルバレン（ＴＴＦ）－テトラシ
アノキノジメタン（ＴＣＮＱ）錯体、ニスエチレンテトラチアフルバレン（ＢＥＤＴＴＴ
Ｆ）－過塩素酸錯体、ＢＥＤＴＴＴＦ－ヨウ素錯体、ＴＣＮＱ－ヨウ素錯体、などの有機
分子錯体も用いることが出来る。さらにポリシラン、ポリゲルマンなどのσ共役系ポリマ
ーや特開２０００－２６０９９９号公報に開示された有機・無機混成材料も用いることが
できる。
【０１８２】
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　薄膜半導体に、例えば、アクリル酸、アセトアミド、ジメチルアミノ基、シアノ基、カ
ルボキシル基、ニトロ基などの官能基を有する材料や、ベンゾキノン誘導体、テトラシア
ノエチレン及びテトラシアノキノジメタンやそれらの誘導体などのように電子を受容する
アクセプターとなる材料や、例えば、アミノ基、トリフェニル基、アルキル基、水酸基、
アルコキシ基、フェニル基などの官能基を有する材料、フェニレンジアミンなどの置換ア
ミン類、アントラセン、ベンゾアントラセン、置換ベンゾアントラセン類、ピレン、置換
ピレン、カルバゾール及びその誘導体、テトラチアフルバレンとその誘導体などのように
電子の供与体であるドナーとなるような材料を含有させ、いわゆるドーピング処理を施し
てもよい。
【０１８３】
　前記ドーピング処理とは、電子授与性分子（アクセプター）又は電子供与性分子（ドナ
ー）をドーパントとして本実施の形態における薄膜半導体に導入することを意味する。従
って、ドーピング処理が施された薄膜半導体は、前記縮合多環芳香族化合物などの有機半
導体材料とドーパントを含有する薄膜半導体である。ドーパントとしてアクセプター、ド
ナーのいずれも使用可能であり、公知の材料、プロセスを用いることができる。
【０１８４】
　薄膜半導体パターン形成用インクに用いる溶剤としては、有機半導体材料の種類によっ
て異なるが、有機半導体材料を溶解させるものであれば特に制限されるものではないが、
例えば、トルエン、キシレン、メシチレン、テトラリン、デカリン，ｎ－ブチルベンゼン
などの炭化水素系溶剤、メチルエチルケトン、シクロヘキサノンなどのケトン系溶剤、四
塩化炭素、クロロホルム、ジクロロメタン、ジクロロエタン、クロロブタン、ブロモブタ
ン、クロロペンタン、ブロモペンタン、クロロヘキサン、ブロモヘキサン、クロロシクロ
ヘキサン、ブロモシクロヘキサンなどのハロゲン系溶剤、テトラヒドロフラン、テトラヒ
ドロピランなどのエーテル系溶剤などが挙げられる。有機半導体材料の化学構造や分子量
にもよるが、通常はこれらの溶剤に０．１質量％以上の該材料を溶解させることができる
。これらの溶剤は、単独又は２以上の溶剤を混合して使用することができる。
【０１８５】
　薄膜半導体パターン形成用インクを光を照射させて硬化させる場合には、該インク中に
、光重合性モノマーを含有させてもよい。光重合性モノマーとしては、例えば、ウレタン
アクリレートやエポキシアクリレートなどが挙げられる。
【０１８６】
　本実施の形態における薄膜半導体パターン層の膜厚としては、特に制限はされないが、
得られたトランジスタの特性は、有機半導体材料からなる活性層の膜厚に大きく左右され
る場合が多く、その膜厚は、有機半導体材料によりことなるが、一般に、１μｍ以下、好
ましくは１０～３００ｎｍが好ましい。
【０１８７】
　本実施の形態における印刷版及び印刷原版の薄膜半導体パターン形成用インクに含有さ
れる溶剤に対する耐溶剤性は、溶剤浸漬膨潤テストにて評価することができる。前記溶剤
への浸漬前後における印刷原版の質量変化率が１０質量％以下であることが好ましく、５
質量％以下であることがより好ましい。
　溶剤浸漬膨潤テストは、テストサンプルを室温において２４時間、溶剤に浸漬して実施
される。浸漬前後で印刷原版の質量変化率が１０質量％以下であれば、印刷版の寸法変化
が小さく、微細なパターンの印刷及び薄膜半導体パターンの均一塗布が可能となる。また
、質量変化率が１０質量％以下であれば、印刷版の寸法安定性を確保でき、印刷版の耐久
性も良好となり、繰り返しの印刷工程に耐えることができる。
【０１８８】
　レーザー彫刻により印刷原版表面に印刷パターンを形成する場合には、形成される印刷
パターンの深さは、１μｍ以上１，０００μｍ以下が好ましい。より好ましくは
５μｍ以上７００μｍ以下であり、さらに好ましくは２０μｍ以上５００μｍ以下である
。印刷パターンの深さが１μｍ以上であれば、印刷版から転写される薄膜半導体パターン
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形成用インクを被印刷基板上に保持することができ、印刷パターンの深さが１０００μｍ
以下であれば、印刷パターンが印刷工程中に変形したり破壊されたりすることがないため
好ましい。
【０１８９】
　本実施の形態の薄膜半導体パターン層の製造方法は、印刷版上の薄膜半導体パターン形
成用インクを被印刷基板上に転写し、転写された薄膜半導体パターン形成用インク中の溶
剤を乾燥除去して、又は転写された薄膜半導体パターン形成用インクに光を照射して硬化
させて、被印刷基板上に薄膜半導体パターン形成用インクを固定化することによって薄膜
半導体パターン層を製造する方法であって、
　前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単位からなり、両末端基が水酸基
であるポリカーボネートジオールから製造されるポリマー（ａ）を含有する感光性樹脂組
成物を硬化して得られる印刷版を用いて薄膜半導体パターン形成用インクを被印刷基板上
に転写する、方法である。
【０１９０】
　本実施の形態の製造方法においてフレキソ印刷方式を用いる場合、フレキソ印刷版上の
薄膜半導体パターン形成用インクを被印刷基板上に転写する方法としては、特に制限はさ
れないが、凹凸のあるフレキソ印刷版の凸部の表面に、インキ供給ロールなどで前記イン
クを供給し、次に、フレキソ印刷版を被印刷基板に接触させて、凸部表面の前記インクを
被印刷基板に転移させて行う方法などが挙げられる。
【０１９１】
　本実施の形態の製造方法における、被印刷基板上に薄膜半導体パターン形成用インクを
固定化する方法の第１の態様としては、前記方法により転写された前記インク中の溶剤を
乾燥除去して、被印刷基板上に薄膜半導体パターン形成用インクを固定化する方法である
。
　前記インク中の溶剤を乾燥除去して、前記インクを固定化させる方法としては、例えば
、窒素ガスなどの不活性ガスの存在下で熱処理することにより、前記溶剤を蒸気化して乾
燥する方法などが挙げられる。
【０１９２】
　本実施の形態の製造方法における、被印刷基板上に薄膜半導体パターン形成用インクを
固定化する方法の第２の態様としては、前記方法により転写された前記インクに光を照射
して硬化させて、被印刷基板上に薄膜半導体パターン形成用インクを固定化する方法であ
る。
　前記インクに光を照射して硬化させて固定化させる方法としては、例えば、前記インク
に配合した（メタ）アクリル酸誘導体などの光重合性モノマーを光で硬化させる方法など
が挙げられる。
【０１９３】
［電子写真感光体の感光層の製造方法について］
　本実施の形態における電子写真感光体に用いられる導電性支持体は、従来から知られて
いる導電性を有するものであればよく、アルミニウム、アルミニウム合金などの金属板及
び金属ドラム、酸化スズ、酸化インンジウムなどの金属酸化物からなる板、又はそれらの
金属及び金属酸化物などを真空蒸着、スパッタリング、ラミネート、塗布などによって付
着させ導電性処理した各種プラスティックフィルム、紙などである。
【０１９４】
　電子写真感光体の感光層としては、電荷輸送層と電荷発生層からなる積層型の感光層や
電荷輸送層と電荷発生層とを積層化するのではなく混合して得られる感光層などが挙げら
れる。積層型の感光層の具体例としては、例えば、特許文献３２及び３３に開示された感
光層が挙げられ、混合型の感光層の具体例としては、例えば、特許文献３４に開示された
感光層が挙げられる。
【０１９５】
　電子供与性物質からなる電荷輸送層と、電子受容性物質からなる電荷発生層とを積層し
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てなる、積層型の感光層を有する電子写真感光体に関して詳細に説明する。
【０１９６】
　感光層を形成する電荷輸送層に用いる電子供与性物質としては、アルキル基、アルコキ
シ基、アミノ基、イミド基などの電子供与性基を有する化合物、アントラセン、ピレン、
フェナントレンなどの多環芳香族化合物及びそれらを含む誘導体、インドール、オキサゾ
ール、オキサジアゾール、カルバゾール、チアゾール、ピラゾリン、イミダゾール、トリ
アゾールなどの複素環化合物及びそれらを含む誘導体、ポリフェニレン及びその誘導体、
ポリフェニレンビニレン及びその誘導体、ポリシラン及びその誘導体、ポリアルキルチオ
フェン及びその誘導体などが挙げられる。電子供与性物質を適当な溶剤に溶解又は分散さ
せて、本実施の形態における印刷版を用いて印刷・乾燥し電荷輸送層を形成する。電子供
与性物質により形成される感光層の電荷輸送層にはバインダー樹脂などを混合することが
好ましいが、電子供与性物質が高分子化合物の場合はバインダー樹脂を混合せずに単独で
電荷輸送層を形成してもよい。
【０１９７】
　感光層を形成する電荷発生層に用いる電子受容性物質としては、フタロシアニン系、ア
ゾ系、スクエアリリウム系、シアニン系、ペリレン系などの各種顔料又は染料、ポリ（フ
ルオレン）誘導体、Ｃ60などのフラーレン誘導体、カーボンナノチューブなどが挙げられ
る。電子受容性物質を適当な溶剤に溶解又は分散させて作製した電子写真感光体の感光層
を形成するインクを本実施の形態における印刷版を用いて、印刷・乾燥して電荷発生層を
形成してもよい。電子写真感光体の感光層を形成する電荷発生層には、電子受容性物質と
バインダー樹脂などを混合して用いることが好ましい。
　バインダー樹脂としては、ポリスチレン、スチレン－アクリロニトリル共重合体、スチ
レン－ブタジエン共重合体、スチレン－無水マレイン酸共重合体、ポリエステル、ポリ塩
化ビニル、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、ポリ酢酸ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポ
リアクリレート樹脂、フェノキシ樹脂、ポリカーボネート、酢酸セルロース樹脂、エチル
セルロース樹脂、ポリビニルブチラール、ポリビニルホルマール、ポリビニルトルエン、
ポリ－Ｎ－ビニリカルバゾール、アクリル樹脂、シリコン樹脂、エポキシ樹脂、メラミン
樹脂、ウレタン樹脂、フェノール樹脂、アルキッド樹脂などの熱可塑性又は熱硬化性樹脂
が挙げられる。
【０１９８】
　電荷輸送層の膜厚としては、５μｍ～１００μｍが好ましく、より好ましくは５μｍ～
５０μｍである。
　電荷発生層の膜厚としては、０．０５μｍ～２μｍが好ましく、より好ましくは０．１
μｍ～１μｍである。
【０１９９】
　電子供与性物質と電子受容性物質とを混合してなる、混合型の感光層を有する電子写真
感光体に関して詳細に説明する。
　電子供与性物質と電子受容性物質とを混合して、両者を溶解する溶剤に溶解して作製し
た感光層を形成するインクを用いて電子写真感光体を製造するに際して、該感光層を形成
するインクを本実施の形態における印刷版を用いて印刷・乾燥し、感光層を形成する。ま
た、混合型の感光層の機械的な特性を向上させるために、高分子化合物を溶液に混合して
成膜してもよい。混合する高分子化合物としては、キャリア輸送を極度に阻害しないもの
が好ましく、また可視光に対する吸収が強くないものが好適に用いられる。例えば、ポリ
（ｐ－フェニレンビニレン）及びその誘導体、ポリカーボネート、ポリメチルアクリレー
ト、ポリメチルメタクリレート、ポリスチレン、ポリ塩化ビニル、ポリシロキサンなどが
例示される。
【０２００】
　感光層の膜厚は、少なくともピンホールが発生しないような厚みが必要であり、その膜
厚は５ｎｍ～３００μｍであり、好ましくは１０ｎｍ～１００μｍ、さらに好ましくは５
０ｎｍ～５０μｍである。
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【０２０１】
　電子写真感光体の感光層を形成するインク溶剤としては、特に制限はされないが、トル
エン、キシレン、メシチレン、テトラリン、デカリン、ｎ－ブチルベンゼンなどの炭化水
素系溶剤、メチルエチルケトン、シクロヘキサノンなどのケトン系溶剤、四塩化炭素、ク
ロロホルム、ジクロロメタン、ジクロロエタン、クロロブタン、ブロモブタン、クロロペ
ンタン、ブロモペンタン、クロロヘキサン、ブロモヘキサン、クロロシクロヘキサン、ブ
ロモシクロヘキサンなどのハロゲン化不飽和炭化水素系溶剤、テトラヒドロフランなどの
エーテル系溶剤などが挙げられる。
【０２０２】
　電子写真感光体の感光層を形成するインクを光を照射させて硬化させる場合には、該イ
ンク中に、光重合性モノマーを含有させてもよい。光重合性モノマーとしては、例えば、
ウレタンアクリレートやエポキシアクリレートなどが挙げられる。
【０２０３】
　本実施の形態における印刷版及び印刷原版の電子写真感光体の感光層を形成するインク
に含有される溶剤に対する耐溶剤性は、溶剤浸漬膨潤テストにて評価することができる。
前記溶剤への浸漬前後の印刷原版の質量変化率が１０質量％以下であることが好ましく、
５質量％以下であることがより好ましい。
　溶剤浸漬膨潤テストは、テストサンプルを室温において２４時間、溶剤に浸漬して実施
される。浸漬前後で印刷原版の質量変化率が１０質量％以下であれば、印刷版の寸法変化
が小さく、微細なパターンの印刷及び電子写真感光体の感光層の均一塗布も可能となるだ
けではなく、印刷版の寸法安定性を確保でき、印刷版の耐久性も良好となり、繰り返しの
印刷工程に耐えることができる。
【０２０４】
　レーザー彫刻により印刷原版表面に印刷パターンを形成する場合には、形成される印刷
パターンの深さは、１μｍ以上１，０００μｍ以下であることが好ましい。より好ましく
は５μｍ以上７００μｍ以下であり、さらに好ましくは２０μｍ以上５００μｍ以下であ
る。印刷パターンの深さが１μｍ以上であれば印刷版から転写される、電子受容性有機物
層用インクと電子供与性有機物層用インクなどを保持することができ、印刷パターンの深
さが１，０００μｍ以下であれば、印刷パターンが印刷工程中に変形したり破壊されたり
することがないため好ましい。
【０２０５】
　本実施の形態の電子写真感光体の感光層の製造方法は、印刷版上の電子写真感光体の感
光層を形成するインクを被印刷基板上に転写し、転写された前記インク中の溶剤を乾燥除
去して、又は転写された前記インクに光を照射して硬化させて、被印刷基板上に電子写真
感光体の感光層を形成するインクを固定化することによって電子写真感光体の感光層を製
造する方法であって、
　前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単位からなり、両末端基が水酸基
であるポリカーボネートジオールから製造されるポリマー（ａ）を含有する感光性樹脂組
成物を硬化して得られる印刷版を用いて電子写真感光体の感光層を形成するインクを被印
刷基板上に転写する、方法である。
【０２０６】
　本実施の形態の製造方法においてフレキソ印刷方式を用いる場合、フレキソ印刷版上の
電子写真感光体の感光層を形成するインクを被印刷基板上に転写する方法としては、特に
制限はされないが、凹凸のあるフレキソ印刷版の凸部の表面に、インキ供給ロールなどで
前記インクを供給し、次に、フレキソ印刷版を被印刷基板に接触させて、凸部表面の前記
インクを被印刷基板に転移させて行う方法などが挙げられる。
【０２０７】
　本実施の形態の製造方法における、被印刷基板上に電子写真感光体の感光層を形成する
インクを固定化する方法の第１の態様としては、前記方法により転写された前記インク中
の溶剤を乾燥除去して、被印刷基板上に電子写真感光体の感光層を形成するインクを固定
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化する方法である。
　前記インク中の溶剤を乾燥除去して、前記インクを固定化させる方法としては、例えば
、窒素ガスなどの不活性ガスの存在下で熱処理することにより、前記溶剤を蒸気化して乾
燥する方法などが挙げられる。
【０２０８】
　本実施の形態の製造方法における、被印刷基板上に電子写真感光体の感光層を形成する
インクを固定化する方法の第２の態様としては、前記方法により転写された前記インクに
光を照射して硬化させて、被印刷基板上に電子写真感光体の感光層を形成するインクを固
定化する方法である。
　前記インクに光を照射して硬化させて固定化させる方法としては、例えば、前記インク
に配合した（メタ）アクリル酸誘導体などの光重合性モノマーを光で硬化させる方法など
が挙げられる。
【０２０９】
［光センサー用光起電力素子を構成する電子受容性有機物層及び／又は電子供与性有機物
層の製造方法について］
　本実施の形態における光センサー用光起電力素子は、少なくとも一方が透光性である２
つの電極の間に、接合により内部電界を生じる電子受容性有機物層と電子供与性有機物層
が積層されたものである。光起電力素子が光起電力能（すなわち光センサーとしても機能
する）理由は、電子受容性有機物層と電子供与性有機物層の界面で両層のフェルミルレベ
ルの違いによって生じる局所的な内部電界に起因している。この内部電界が働いている部
分に光が吸収されることによりキャリアが発生する。これが最終的に外部に電流として取
り出される。従って、この界面にいかに多くの光が到達し吸収されるか、電子受容性有機
物層と電子供与性有機物層の間に生ずる内部電界の大きさなどのキャリア発生能と電子受
容性有機物層、電子供与性有機物層の電子及び正孔の移動能並びに注入性などが光起電力
素子の変換効率の大きな因子となる。これらは電子受容性有機物層、電子供与性有機物層
に使用される材料に大きく左右されるものである。
【０２１０】
　本実施の形態における光起電力素子を製造するに際し、使用する各種材料、製法につい
て説明する。
　使用する透明絶縁支持体としては、ガラス、プラスティックフィルムなどが挙げられる
。
　使用する透明電極としては、酸化スズインジウム（ＩＴＯ）、酸化スズ、酸化インジウ
ム、酸化亜鉛、半透明Ａｕなどが挙げられる。透明電極の厚さは１０ｎｍ～１，０００ｎ
ｍであることが好ましい。
【０２１１】
　電子受容性有機物層の有機物材料としては、例えば、ＣＮ－（ポリフェニレンビニレン
）、Ｃ60などのフラーレン誘導体、ペリレン系顔料（Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ（以下ＰＲ
）１７９、ＰＲ１９０，ＰＲ１４９、ＰＲ１８９、ＰＲ１２３、Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｒｏ
ｗｎ２６など）、ペリノン系顔料（Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｏｒａｎｇｅ　４３，ＰＲ１９４な
ど）、アントラキノン系顔料（ＰＲ１６８，ＰＲ１７７，Ｖａｔ　Ｙｅｌｌｏｗ４など）
、フラバンスロンなどの含キノン黄色顔料、クリスタルバイオレット、メチルバイオレッ
ト、マラカイトグリーンなどの染料フルオレノン、２，４，７トリニトロフルオレノン、
テトラシアノキノジメタン、テトラシアノエチレンなどのアクセプター化合物を挙げるこ
とができる。
　電子受容性有機物層の膜厚としては、５ｎｍ～３００ｎｍの範囲内の膜厚とすることが
好ましい。電子受容性有機物層の膜厚を３００ｎｍ以下とすることが、膜抵抗の観点から
好ましい。また、電子受容性有機物層の膜厚を５ｎｍ以上とすることにより、第一電極層
及び第二電極層に短絡が生じないようにできる。電子受容性有機物層の膜厚としては、総
合的性能の観点から、１０ｎｍ～２５０ｎｍの範囲内であることがより好ましい。
【０２１２】
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　電子供与性有機物層の有機物材料としては、ポリチオフェン、ポリピロール、ポリフラ
ン、ポリピリジン、ポリカルバゾール、フタロシアニン系顔料（中心金属がＣｕ，Ｚｎ，
Ｃｏ，Ｎｉ，Ｐｂ，Ｐｔ，Ｆｅ，Ｍｇなどの２価のもの、無金属フタロシアニン、アルミ
ニウムクロルフタロシアニン、インジウムクロルフタロシアニン、インジウムブロムフタ
ロシアニン、ガリウムクロルフタロシアニンなどのハロゲン原子が配位した３価金属のフ
タロシアニン、塩素化銅フタロシアニン、塩素化亜鉛フタロシアニン、その他バナジルフ
タロシアニン、チタニルフタロシアニンなどの酸素が配位したフタロシアニン）、インジ
ゴ、チオインジゴ系顔料（Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　６６，Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｖｉｏｌ
ｅｔ　３６など）、キナクリドン系顔料（Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ　１９，Ｐｉｇ
ｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　１２２など）、メロシアニン化合物、シアニン化合物、スクアリウム
化合物などの染料の他、特許文献３６（特開２００５－９３５７２号公報）に開示された
化合物などが挙げられる。中でも、下記式（１０）で表される化合物が好ましい。
【化１７】

【０２１３】
　電子供与性有機物層の膜厚としては、５ｎｍ～３００ｎｍの範囲内の膜厚とすることが
好ましい。電子供与性有機物層の膜厚を３００ｎｍ以下とすることが、膜抵抗の観点から
好ましい。また、電子供与性有機物層の膜厚を５ｎｍ以上とすることにより、第一電極層
及び第二電極層に短絡が生じないようにできる。電子供与性有機物層の膜厚としては、総
合的性能の観点から、１０ｎｍ～２５０ｎｍの範囲内であることがより好ましい。
【０２１４】
　また、印刷法による電子受容性有機物層及び／又は電子供与性有機物層の製造性の向上
及び光起電力素子にピンホールを生じにくくし、かつ高い変換効率を与えることを目的と
して、電子供与性有機物層中に以下のような特許文献において開示されている特定の構成
単位を有する高分子有機物材料を含有させてもよい。
（１）特開２００５－９３５７２号公報に開示されている有機半導体、
（２）ポリーＮ－ビニルカルバゾール誘導体、ポリ－γ－カルバゾリルエチルグルタメー
ト誘導体、ピレン－ホルムアルデヒド縮合物誘導体、ポリビニルピレン、ポリビニルフェ
ナントレン、オキサゾール誘導体、イミダゾール誘導体、ジスチリルベンゼン誘導体、ジ
フェネチルベンゼン誘導体（特開平９－１２７７１３号公報）、
（３）α－フェニルスチルベン誘導体（特開平９－２９７４１９号公報）
（４）ブタジエン誘導体（特開平９－８０７８３号公報）
（５）水素化ブタジエン（特開平９－８０７８４号公報）
（６）ジフェニルシクロヘキサン誘導体（特開平９－８０７７２号公報）
（７）ジスチリルトリフェニルアミン誘導体（特開平９－２２２７４０号公報）
（８）ジフェニルジスチリルベンゼン誘導体（特開平９－２６５１９７号公報、特開平９
－２６５２０１号公報）
（９）スチルベン誘導体（特開平９-２１１８７７号公報）
（１０）ｍ－フェニレンジアミン誘導体（特開平９－３０４９５６号公報、特開平９－３
０４９５７号公報）
（１１）レゾルシン誘導体（特開平９－３２９９０７号公報）
（１２）トリアリールアミン誘導体（特開昭６４－９９６４号公報、特開平７-１９９５
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０３号公報、特開平８－１７６２９３号公報、特開平８－２０８８２０号公報、特開平４
－１１６２７号公報、特開平４－３１６５４３号公報、特開平５－３１０９０４号公報、
特開平７－５６３７４号公報、特開平８－６２８６４号公報、米国特許第５，４２８，０
９０号明細書、米国特許第５，４８６，４３９号明細書）
【０２１５】
　さらに、光電変換効率の向上を目的として、従来公知の低分子型電子供与性有機物材料
を前記高分子有機物材料と共に又は前記高分子有機物材料に代えて含有させてもよい。従
来公知の低分子型電子供与性有機物材料とは、
（ａ）ヒドラゾン誘導体（特開昭５５－１５４９５５号、特開昭５５－１５６９５４号公
報、特開昭５５－５２０６３号公報、特開昭５６－８１８５０号公報）
（ｂ）アントラセン誘導体（特開昭５１－９４８２９号公報）
（ｃ）オキサゾール誘導体、オキサジアゾール誘導体（特開昭５２－１３９０６５号公報
、特開昭５２－１３９０６６号公報）
（ｄ）イミダゾール誘導体、トリフェニルアミン誘導体（特開平３－２８５９６０号公報
）
（ｅ）ベンジジン誘導体（特公昭５８－３２３７２号公報）
（ｆ）スチリル誘導体（特開昭５６－２９２４５号公報、特開昭５８－１９８０４３号公
報）
（ｇ）カルバゾール誘導体（特開昭５８－５８５５２号公報）
などの特許文献において開示された低分子有機物材料が挙げられる。
【０２１６】
　また、背面電極としては、Ａｕ，Ｐｔ，Ｎｉ，Ｐｄ、Ｃｕ，Ｃｒ，Ａｇなどの仕事関数
の高い金属が用いられる。背面電極の厚さは５～３００ｎｍが好ましい。
【０２１７】
　本実施の形態における電子受容性有機物層用インクと電子供与性有機物層用インクに用
いる溶剤としては、前述した電子供与性の有機物材料及び電子受容性の有機物材料を、一
方又は双方を溶解させることができるものであれば特に制限はされないが、具体的には、
例えば、トルエン、キシレン、メシチレン、テトラリン、デカリン、ｎ－ブチルベンゼン
などの炭化水素系溶剤、四塩化炭素、クロロホルム、ジクロロメタン、ジクロロエタン、
クロロブタン、ブロモブタン、クロロペンタン、ブロモペンタン、クロロヘキサン、ブロ
モヘキサン、クロロシクロヘキサン、ブロモシクロヘキサンなどのハロゲン系溶剤、テト
ラヒドロフランなどのエーテル系溶剤、メチルエチルケトン、シクロヘキサノンなどのケ
トン系溶剤などが挙げられる。電子受容性有機物材料と電子受容性有機物材料の化学構造
や分子量にもよるが、通常はこれらの溶剤に０．１質量％以上の該有機物材料を溶解させ
ることができる。これらの溶剤は、単独又は２種以上の溶剤を混合して使用することがで
きる。
【０２１８】
　電子受容性有機物層用インク及び／又は電子供与性有機物層用インクを光を照射させて
硬化させる場合には、該インク中に、光重合性モノマーを含有させてもよい。光重合性モ
ノマーとしては、例えば、ウレタンアクリレートやエポキシアクリレートなどが挙げられ
る。
【０２１９】
　本実施の形態における印刷版及び印刷原版の光センサー用光起電力素子を構成する電子
受容性有機物層用インク及び／又は電子供与性有機物層用インクに含有される溶剤に対す
る耐溶剤性は、溶剤浸漬膨潤テストにて評価することができる。前記溶剤への浸漬前後の
印刷原版の質量変化率が１０質量％以下であることが好ましく、５質量％以下であること
がより好ましい。
　溶剤浸漬膨潤テストは、テストサンプルを室温において２４時間、溶剤に浸漬して実施
される。質量変化率が１０質量％以下であれば、レーザー彫刻印刷版の寸法変化が小さく
、微細なパターンの印刷が可能となり、また、電子受容性有機物層及び／又は電子供与性
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有機物層の均一塗布も可能となるだけではなく、印刷版の寸法安定性を確保でき、印刷版
の耐久性も良好となり、繰り返しの印刷工程に耐えることができる。
【０２２０】
　レーザー彫刻により印刷原版表面に印刷パターンを形成する場合には、形成される印刷
パターンの深さは、１μｍ以上１，０００μｍ以下であることが好ましい。より好ましく
は５μｍ以上７００μｍ以下であり、さらに好ましくは２０μｍ以上５００μｍ以下であ
る。印刷パターンの深さが１μｍ以上であれば印刷版から転写される、電子受容性有機物
層用インク及び／又は電子供与性有機物層用インクなどを保持することができ、印刷パタ
ーンの深さが１，０００μｍ以下であれば、印刷パターンが印刷工程中に変形したり破壊
されたりすることがないため好ましい。
【０２２１】
　本実施の形態の光センサー用光起電力素子を構成する電子受容性有機物層及び／又は電
子供与性有機物層の製造方法は、印刷版上の電子受容性有機物層用インク及び／又は電子
供与性有機物層用インクを被印刷基板上に転写し、転写された前記インク中の溶剤を乾燥
除去して、又は転写された前記インクに光を照射して硬化させて、被印刷基板上に電子受
容性有機物層用インク及び／又は電子供与性有機物層用インクを固定化することによって
電子受容性有機物層及び／又は電子供与性有機物層を製造する方法であって、
　前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単位からなり、両末端基が水酸基
であるポリカーボネートジオールから製造されるポリマー（ａ）を含有する感光性樹脂組
成物を硬化して得られる印刷版を用いて電子受容性有機物層用インク及び／又は電子供与
性有機物層用インクを被印刷基板上に転写する、方法である。
【０２２２】
　本実施の形態の製造方法においてフレキソ印刷方式を用いる場合、印刷版上の電子受容
性有機物層用インク及び／又は電子供与性有機物層用インクを被印刷基板上に転写する方
法としては、特に制限はされないが、凹凸のあるフレキソ印刷版の凸部の表面に、インキ
供給ロールなどで前記インクを供給し、次に、フレキソ印刷版を被印刷基板に接触させて
、凸部表面の前記インクを被印刷基板に転移させて行う方法などが挙げられる。
【０２２３】
　本実施の形態の製造方法における、被印刷基板上に電子受容性有機物層用インク及び／
又は電子供与性有機物層用インクを固定化する方法の第１の態様としては、前記方法によ
り転写された前記インク中の溶剤を乾燥除去して、被印刷基板上に電子受容性有機物層用
インク及び／又は電子供与性有機物層用インクを固定化する方法である。
　前記インク中の溶剤を乾燥除去して、前記インクを固定化させる方法としては、例えば
、窒素ガスなどの不活性ガスの存在下で熱処理することにより、前記溶剤を蒸気化して乾
燥する方法などが挙げられる。
【０２２４】
　本実施の形態の製造方法における、被印刷基板上に電子受容性有機物層用インク及び／
又は電子供与性有機物層用インクを固定化する方法の第２の態様としては、前記方法によ
り転写された前記インクに光を照射して硬化させて、被印刷基板上に電子受容性有機物層
用インク及び／又は電子供与性有機物層用インクを固定化する方法である。
　前記インクに光を照射して硬化させて固定化させる方法としては、例えば、前記インク
に配合した（メタ）アクリル酸誘導体などの光重合性モノマーを光で硬化させる方法など
が挙げられる。
【０２２５】
［光スイッチング素子のポリシラン薄膜の製造方法について］
　本実施の形態における光スイッチング素子は、以下のようにして製造することができる
。まず、基板上に、繰り返し単位を有する光スイッチング素子のポリシラン薄膜を形成す
るポリシラン溶液を印刷版を用いて印刷・乾燥してポリシラン薄膜を形成する。
このポリシラン薄膜の一部を、マスクを通して、例えば、水銀ランプの波長２５０～３６
０ｎｍの紫外線を照射し、選択的に露光することにより、繰り返し単位を有するポリシロ
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キサンに変換する。ポリシロキサンは多孔質であり、フォトクロミック材料の溶液を含浸
し乾燥することにより、フォトクロミック材料を含有する光スイッチング部を形成するこ
とができる。
【０２２６】
　本実施の形態における光スイッチング素子のポリシラン薄膜を形成するポリシラン溶液
のポリシランとしては特に制限はされないが、水銀ランプで露光することにより効率よく
ポリシロキサンに変換できることから、ポリシランのケイ素に結合する置換基がメチル基
及びフェニル基であるポリメチルフェニルシラン並びに水素及びフェニル基であるポリフ
ェニルヒドロシランなどが好ましい。ポリシランの分子量は、総合的性能の観点から、１
，０００～２０，０００であることが好ましく、１，３００～１，７００であることがよ
り好ましい。
【０２２７】
　ポリシランを溶解させる溶剤としては、ポリシランを溶解させることができる溶剤であ
れば特に制限はされないが、例えば、ベンゼン、トルエン、キシレン、メシチレン、テト
ラリン、ｎ－ブチルベンゼンなどの芳香族炭化水素系溶剤、メチルエチルケトン、シクロ
ヘキサノンなどのケトン系溶剤、四塩化炭素、クロロホルム、ジクロロメタン、ジクロロ
エタン、クロロブタン、ブロモブタン、クロロペンタン、ブロモペンタン、クロロヘキサ
ン、ブロモヘキサン、クロロシクロヘキサン、ブロモシクロヘキサンなどのハロゲン系溶
剤、テトラヒドロフラン、ジブチルエーテルなどのエーテル系溶剤などが挙げられる。ポ
リシラン溶液の濃度は、印刷性の観点から、１～２０質量％であることが好ましい。
【０２２８】
　ポリシラン薄膜の膜厚は特に制限はされないが、具体的には、０．１μｍ～１０μｍの
範囲の膜厚とすることが好ましい。ポリシラン薄膜の膜厚を１０μｍ以下とすることが、
の観点から好ましい。また、ポリシラン薄膜の膜厚を０．１μｍ以上とすることが、の観
点から好ましい。ポリシラン薄膜の膜厚としては、総合的性能の観点から、０．５μｍ～
８μｍの範囲内であることがより好ましい。
【０２２９】
　光スイッチング素子の構造は、透過型でもよいし光導波路型でもよい。
　透過型の素子は、例えば、ガラスからなる透明基板上にポリシラン薄膜を形成し、その
一部を選択的に露光し、フォトクロミック材料の溶液を含浸させることにより製造するこ
とができる。フォトクロミック材料を含有するポリシロキサンからなる光スイッチング部
の膜面に垂直にモニター光を入射し、透過する光を検出する。このとき、光スイッチング
部の膜面に垂直に制御光を照射することにより、フォトクロミック材料の吸収スペクトル
を変化させ、モニター光をスイッチングする。
　光導波路型の素子は、反射面を有する基板（ガラスなどの透明基板上に金属反射層を形
成したもの、又は金属基板）上にポリシランの薄膜を形成し、所定の光導路波パターンが
形成されるように選択的に露光し、フォトクロミック材料の溶液を含浸させることにより
製造することができる。フォトクロミック材料の溶液を含有するポリシロキサンからなる
光スイッチング部（光導波路）の一端から膜面に沿って光を入射し、他端から出射する光
を検出する。このとき、光スイッチング部（光導波路）の所定位置で膜面に垂直に制御光
を照射することにより、フォトクロミック材料の吸収スペクトルを変化させ、モニター光
をスイッチングする。
【０２３０】
　フォトクロミック材料としては、例えば、スピロピラン誘導体、キサンテン、オキサジ
ン、フルギド、ジヒドロピレン、チオインジゴ、ビピリジン、アジリディン、芳香族多環
化合物、アゾベンゼン、サリチリデンアニリン、シクロファン化合物、スピロオキサジン
化合物、ジアリールエテン化合物、カルコン化合物などが挙げられる。
　フォトクロミック材料を溶解させる溶剤としては特に制限されるものではないが、例え
ば、四塩化炭素、クロロホルム、ジクロロメタン、ジクロロエタン、クロロブタン、ブロ
モブタン、クロロペンタン、ブロモペンタン、クロロヘキサン、ブロモヘキサン、クロロ
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シクロヘキサン、ブロモシクロヘキサンなどのハロゲン系溶剤などが挙げられる。
【０２３１】
　本実施の形態における印刷版の光スイッチング素子のポリシラン薄膜を形成するポリシ
ラン溶液に含有される溶剤に対する耐溶剤性は、溶剤浸漬膨潤テストにて評価することが
できる。前記溶剤への浸漬前後における印刷原版の質量変化率が１０質量％以下であるこ
とが好ましく、５質量％以下であることがより好ましい。
　溶剤浸漬膨潤テストは、テストサンプルを室温において２４時間、溶剤に浸漬して実施
される。浸漬前後で印刷原版の質量変化率が１０質量％以下であれば、印刷版の寸法変化
が小さく、微細なパターンの印刷及びポリシラン薄膜の均一塗布が可能となる。また、質
量変化率が１０質量％以下であれば、印刷版の寸法安定性を確保でき、印刷版の耐久性も
良好となるので、繰り返しの印刷工程に耐えることが
できる。
【０２３２】
　レーザー彫刻により印刷原版表面に印刷パターンを形成する場合には、形成されるパタ
ーンの深さは、１μｍ以上１，０００μｍ以下であることが好ましい。より好ましくは５
μｍ以上７００μｍ以下であり、さらに好ましくは２０μｍ以上５００μｍ以下である。
印刷パターンの深さが１μｍ以上あれば、印刷版から転写される光スイッチング素子のポ
リシラン薄膜を形成するポリシラン溶液を被印刷基板上に保持することができ、１，００
０μｍ以下であれば印刷パターンが印刷工程中に変形したり、破壊されたりすることがな
いため好ましい。
【０２３３】
　本実施の形態の光スイッチング素子のポリシラン薄膜の製造方法は、印刷版上の光スイ
ッチング素子のポリシラン薄膜を形成するポリシラン溶液を被印刷基板上に転写し、転写
された前記ポリシラン溶液中の溶剤を乾燥除去して被印刷基板上に前記ポリシラン溶液を
固定化することによって、光スイッチング素子のポリシラン薄膜を製造する方法であって
、
　前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単位からなり、両末端基が水酸基
であるポリカーボネートジオールから製造されるポリマー（ａ）を含有する感光性樹脂組
成物を硬化して得られる印刷版を用いて光スイッチング素子のポリシラン薄膜を形成する
ポリシラン溶液を被印刷基板上に転写する、方法である。
【０２３４】
　本実施の形態の製造方法においてフレキソ印刷方式を用いる場合、フレキソ印刷版上の
光スイッチング素子のポリシラン薄膜を形成するポリシラン溶液を被印刷基板上に転写す
る方法としては、特に制限はされないが、凹凸のあるフレキソ印刷版の凸部の表面に、溶
液供給ロールなどで前記ポリシラン溶液を供給し、次に、フレキソ印刷版を被印刷基板に
接触させて、凸部表面の前記ポリシラン溶液を被印刷基板に転移させて行う方法などが挙
げられる。
【０２３５】
　本実施の形態の製造方法における、被印刷基板上に前記ポリシラン溶液を固定化する方
法としては、前記方法により転写された前記ポリシラン溶液中の溶剤を乾燥除去して、被
印刷基板上に光スイッチング素子のポリシラン薄膜を形成するポリシラン溶液を固定化す
る方法である。
　前記ポリシラン溶液中の溶剤を乾燥除去して、前記インクを固定化させる方法としては
、例えば、窒素ガスなどの不活性ガスの存在下で熱処理することにより、前記溶剤を蒸気
化して乾燥する方法などが挙げられる。
【０２３６】
［バンク等の製造方法について］
　本実施の形態におけるバンク形成用組成物に用いられる樹脂としては、特に制限はされ
ないが、例えば、ノボラック系樹脂、ポリアミック酸、ポリイミド系樹脂、ポリメタクリ
レート、ポリ６フッ化プロピレン、ポリ４フッ化エチレン、ポリ３フッ化エチレン、ポリ
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フッ化ビニリデン、ポリエチレン、ポリブタジエン、ポリスチレン、フッ素化ポリスチレ
ン、ポリアクリル酸エチル、パーフロロオクチルエチルメタクリレート、ポリビニルアル
コール、ポリクロロプレン、ポリ塩化ビニル、ポリアクリル酸メチル、ポリ塩化ビニリデ
ン、６ナイロン、６－６ナイロン、７－７ナイロン、ポリエチレンテレフタレート、ポリ
ヘキサメチレンアジパミドなどの有機材料や、サイロライト、サイロホービック（富士シ
リシア化学社製）などの無機材料や、これら有機材料、無機材料をポジ型レジスト、ネガ
型レジスト中に分散したものなどを使用することができる。
【０２３７】
　バンク形成用組成物の溶剤としては、バンク形成用組成物に用いられる樹脂を溶解させ
るものであれば特に制限はされないが、具体的には、例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムア
ミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチルピロリドンなどのアミド系溶剤、β－
プロピオラクトン、γ－ブチロラクトン、γ－バレロラクトン、δ－バレロラクトン、γ
－カプロラクトン、ε－カプロラクトンなどのラクトン系溶剤、ブチルセロソルブなどの
アルコキシアルキルアルコール系溶媒、ジメチルスルホキシド、ヘキサメチルホスホルア
ミドなどが溶解性の面から好適である。中でも溶解性の点でγ－ブチロラクトンが好まし
い。また、バンク形成用の溶剤として１種を用いてもよく、２種以上を混合して用いても
よい。
【０２３８】
　バンク形成用組成物を光を照射させて硬化させる場合には、該組成物中に、光重合性モ
ノマーを含有させてもよい。光重合性モノマーとしては、例えば、ウレタンアクリレート
やエポキシアクリレートなどが挙げられる。
【０２３９】
　ポリイミド系樹脂は、例えば、前駆体としてのポリアミック酸を加熱閉環イミド化する
ことによって形成される。ポリアミック酸は、通常、下記式（９）で表される構造単位を
主成分とする。
【０２４０】
【化１８】

　ここで、式（９）のXは１又は２の整数である。Ｒa及びＲbは、各々独立に、少なくと
も２個の炭素原子を有する有機基を示す。耐熱性の観点から、Ｒa及びＲbは、各々独立に
、環状炭化水素、芳香族環又は芳香族複素環を含有し、かつ、炭素数６から３０の基が好
ましい。Ｒa及びＲbとしては、特に制限されるものではないが、例えば、フェニル基、ビ
フェニル基、ターフェニル基、ナフタレン基、ペリレン基、ジフェニルエーテル基、ジフ
ェニルスルフォン基、ジフェニルプロパン基、ベンゾフェノン基、ビフェニルトリフルオ
ロプロパン基、ジフェニルメタン基、シクロヘキシルメタン基などから誘導された基など
が挙げられる。
【０２４１】
　ポリアミック酸をバンク形成用組成物として使用する場合の溶剤としては、ポリアミッ
ク酸を溶解させるものであれば特に制限はされないが、具体的には、例えば、Ｎ，Ｎ－ジ
メチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチルピロリドンなどのアミ
ド系溶剤、β－プロピオラクトン、γ－ブチロラクトン、γ－バレロラクトン、δ－バレ
ロラクトン、γ－カプロラクトン、ε－カプロラクトンなどのラクトン系溶剤、ブチルセ
ロソルブなどのアルコキシアルキルアルコール系溶媒、ジメチルスルホキシド、ヘキサメ
チルホスホルアミドなどが溶解性の面から好適である。中でも溶解性の点でγ－ブチロラ
クトンが好ましい。また、ポリアミック酸の溶剤としては１種を用いてもよく、又は２種
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以上を混合して用いてもよい。
【０２４２】
　バンクの膜厚は特に制限はされないが、具体的には、０．１μｍ～１０μｍの範囲の膜
厚とすることが好ましい。バンクの膜厚を１０μｍ以下とすることが、生産性の観点から
好ましい。また、バンクの膜厚を０．１μｍ以上とすることが、総合的性能の観点から好
ましい。バンクの膜厚としては、総合的性能の観点から、０．２μｍ～８μｍの範囲内で
あることがより好ましい。
【０２４３】
　本実施の形態における印刷版のバンク形成用組成物に含有される溶剤に対する耐溶剤性
は、溶剤浸漬膨潤テストにて評価することができる。前記溶剤への浸漬前後における印刷
原版の質量変化率が１０質量％以下であることが好ましく、５質量％以下であることがよ
り好ましい。
　溶剤浸漬膨潤テストは、テストサンプルを室温において２４時間、溶剤に浸漬して実施
される。浸漬前後で印刷原版の質量変化率が１０質量％以下であれば、印刷版の寸法変化
が小さく、微細なパターンの印刷及びバンクの均一塗布が可能となる。また、質量変化率
が１０質量％以下であれば、印刷版の寸法安定性を確保でき、印刷版の耐久性も良好とな
るので、繰り返しの印刷工程に耐えることができる。
【０２４４】
　本実施の形態における有機発光インクとして、特に制限されるものではないが、有機発
光材料とバインダー成分、溶剤よりなるものを用いることができる。印刷品位、生産性、
チキソトロピー性などの向上のために、必要に応じて各種添加剤を添加して用いてもよい
。
　有機発光材料としては、高分子型の有機発光材料が用いられ、例えば、クマリン系、ペ
リレン系、ピラン系、アンスロン系、ポリフィレン系、キナクリドン系、Ｎ、Ｎ‘－ジア
ルキル置換キナクリドン系、ナフタルイミド系、Ｎ，Ｎ’－ジアリール置換ピロロピロー
ル系、イリジウム錯体系などの発光性色素をポリスチレン、ポリメチルメタクリレート、
ポリビニルカルバゾールなどの高分子中に分散させたものや、ポリアリーレン系、ポリア
リーレンビニリレン系やポリフルオレンといった高分子系材料などが挙げられる。
　有機発光インクインクが紫外線硬化型である場合、バインダー樹脂成分としては、ラジ
カル重合性の化合物に、紫外線照射により活性カチオン種を発生しうるカチオン重合開始
剤を配合したものが、好適に用いられる。
【０２４５】
　また、有機発光インク中の溶剤としては、前述した高分子系材料を溶解させることがで
きるものであれば特に制限されるものではないが、トルエン、キシレン、アニソールなど
の芳香族系溶剤、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキ
サノンなどのケトン系溶剤などが挙げられ、これらの溶剤を単独で用いてもよく、これら
の混合溶媒を用いてもよい。中でも、トルエン、キシレン、アニソールといった芳香族系
溶剤が有機発光材料の溶解性の面から好ましい。
　有機発光インク中の溶剤は、ポリマー成分の溶解性や印刷工程中での乾燥性などにより
決定される。芳香族系溶剤の中から選ばれる少なくとも１種類の溶剤成分を、溶剤全体量
の２０質量％以上１００質量％以下含有していることが好ましい。前記溶剤成分の含有量
が質量％以上１００質量％以下であれば、有機発光インク用途で用いられる有機発光材料
を十分に溶解又は分散することができる。
【０２４６】
　照明、表示装置、表示装置用バックライト、インテリア、エクステリア、面発光光源用
有機発光層の膜厚は特に制限はされないが、具体的には、１ｎｍ～１０μｍの範囲の膜厚
とすることが好ましい。該有機発光層の膜厚を１０μｍ以下とすることが、生産性の観点
から好ましい。また、該有機発光層の膜厚を１ｎｍ以上とすることが、総合的性能の観点
から好ましい。該有機発光層の膜厚としては、総合的性能の観点から、５ｎｍ～５μｍの
範囲内であることがより好ましい、１０ｎｍ～１μｍの範囲内であることがさらに好まし
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い。
【０２４７】
　本実施の形態における印刷版の有機発光インクに含有される溶剤に対する耐溶剤性は、
溶剤浸漬膨潤テストにて評価することができる。前記溶剤への浸漬前後における印刷原版
の質量変化率が１０質量％以下であることが好ましく、５質量％以下であることがより好
ましい。
　溶剤浸漬膨潤テストは、テストサンプルを室温において２４時間、溶剤に浸漬して実施
される。浸漬前後で印刷原版の質量変化率が１０質量％以下であれば、印刷版の寸法変化
が小さく、微細なパターンの印刷及び有機発光インクの均一塗布が可能となる。また、質
量変化率が１０質量％以下であれば、印刷版の寸法安定性を確保でき、印刷版の耐久性も
良好となるので、繰り返しの印刷工程に耐えることができる。
【０２４８】
　レーザー彫刻により印刷原版表面に印刷パターンを形成する場合には、形成されるパタ
ーンの深さは、１μｍ以上１，０００μｍ以下であることが好ましい。より好ましくは５
μｍ以上７００μｍ以下であり、さらに好ましくは２０μｍ以上５００μｍ以下である。
印刷パターンの深さが１μｍ以上あれば、印刷版から転写されるバンク形成用組成物や有
機発光インクを被印刷基板上に保持することができ、１，０００μｍ以下であれば印刷パ
ターンが印刷工程中に変形したり、破壊されたりすることがないため好ましい。
【０２４９】
　本実施の形態におけるバンクの用途としては、インクジェット印刷法によるＲＧＢ画素
形成用途に制限されるものではなく、ＲＧＢ画素をその他の印刷法、例えば、フレキソ印
刷、グラビア印刷、オフセット印刷などで形成する場合にも利用することが可能である。
【０２５０】
　本実施の形態のバンクの製造方法は、印刷版上のバンク形成用組成物を被印刷基板上に
転写し、転写されたバンク形成用組成物中の溶剤を乾燥除去して、又は転写されたバンク
形成用組成物に光を照射して硬化させて、被印刷基板上にバンク形成用組成物を固定化す
ることによってバンクを製造する方法であって、
　前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単位からなり、両末端基が水酸基
であるポリカーボネートジオールから製造されるポリマー（ａ）を含有する感光性樹脂組
成物を硬化して得られる印刷版を用いてバンク形成用組成物を被印刷基板上に転写する、
方法である。
【０２５１】
　本実施の形態の製造方法においてフレキソ印刷方式を用いる場合、フレキソ印刷版上の
バンク形成用組成物を被印刷基板上に転写する方法としては、特に制限はされないが、凹
凸のあるフレキソ印刷版の凸部の表面に、溶液供給ロールなどでバンク形成用組成物を供
給し、次に、フレキソ印刷版を被印刷基板に接触させて、凸部表面のバンク形成用組成物
を被印刷基板に転移させて行う方法などが挙げられる。
【０２５２】
　本実施の形態の製造方法における、被印刷基板上にバンク形成用組成物を固定化する方
法の第１の態様としては、前記方法により転写されたバンク形成用組成物中の溶剤を乾燥
除去して、被印刷基板上にバンク形成用組成物を固定化する方法である。
　バンク形成用組成物中の溶剤を乾燥除去して、バンク形成用組成物を固定化させる方法
としては、例えば、窒素ガスなどの不活性ガスの存在下で熱処理することにより、前記溶
剤を蒸気化して乾燥する方法などが挙げられる。
【０２５３】
　本実施の形態の製造方法における、被印刷基板上にバンク形成用組成物を固定化する方
法の第２の態様としては、前記方法により転写されたバンク形成用組成物に光を照射して
硬化させて、被印刷基板上にバンク形成用組成物を固定化する方法である。
　バンク形成用組成物に光を照射して硬化させて固定化させる方法としては、例えば、バ
ンク形成用組成物に配合した（メタ）アクリル酸誘導体などの光重合性モノマーを光で硬



(62) JP 5214467 B2 2013.6.19

10

20

30

40

50

化させる方法などが挙げられる。
【０２５４】
　本実施の形態の照明、表示装置、表示装置用バックライト、インテリア、エクステリア
、面発光光源用有機発光層の製造方法は、印刷版上の有機発光インクを被印刷基板上に転
写し、転写された有機発光インク中の溶剤を乾燥除去して、又は転写された有機発光イン
クに光を照射して硬化させて、被印刷基板上に有機発光インクを固定化することによって
照明、表示装置、表示装置用バックライト、インテリア、エクステリア、面発光光源用有
機発光層を製造する方法であって、
　前記式（１）及び／又は式（２）で表される繰り返し単位からなり、両末端基が水酸基
であるポリカーボネートジオールから製造されるポリマー（ａ）を含有する感光性樹脂組
成物を硬化して得られる印刷版を用いて有機発光インクを被印刷基板上に転写する、方法
である。
【０２５５】
　本実施の形態の製造方法における、印刷版上の有機発光インクを被印刷基板上に転写す
る方法としては、特に制限はされないが、例えば、凹凸のある印刷版の凸部の表面に、溶
液供給ロールなどで有機発光インクを供給し、次に、印刷版を被印刷基板に接触させて、
凸部表面の有機発光インクを被印刷基板に転移させて行う方法などが挙げられる。
【０２５６】
　本実施の形態の製造方法における、被印刷基板上に有機発光インクを固定化する方法の
第１の態様としては、前記方法により転写された有機発光インク中の溶剤を乾燥除去して
、被印刷基板上に有機発光インクを固定化する方法である。
　有機発光インク中の溶剤を乾燥除去して、有機発光インクを固定化させる方法としては
、例えば、窒素ガスなどの不活性ガスの存在下で熱処理することにより、前記溶剤を蒸気
化して乾燥する方法などが挙げられる。
【０２５７】
　本実施の形態の製造方法における、有機発光インクを固定化する方法の第２の態様とし
ては、前記方法により転写された有機発光インクに光を照射して硬化させて、被印刷基板
上に有機発光インクを固定化する方法である。
　有機発光インクに光を照射して硬化させて固定化させる方法としては、例えば、有機発
光インクに配合した（メタ）アクリル酸誘導体などの光重合性モノマーを光で硬化させる
方法や有機発光インクに配合したラジカル重合性の化合物に、紫外線照射して硬化させる
方法などが挙げられる。
【実施例】
【０２５８】
　本実施の形態をさらに詳細に説明するために、以下に、実施例及び比較例を示すが、こ
れらの実施例は本実施の形態の説明及びそれによって得られる効果などを具体的に示すも
のであって、本実施の形態を何ら制限するものではない。なお、以下の実施例及び比較例
における諸特性は、下記の方法に従って測定した。
【０２５９】
＜測定方法＞
１．ポリカーボネートジオールのＯＨ価
　無水酢酸１２．５ｇをピリジン５０ｍｌでメスアップしアセチル化試薬を調製した。１
００ｍｌナスフラスコに、サンプルを１．０ｇ精秤した。アセチル化試薬２ｍｌとトルエ
ン４ｍｌをホールピペットで添加後、冷却管を取り付けて、１００℃で１時間撹拌加熱し
た。蒸留水１ｍｌをホールピペットで添加、さらに１０分間加熱撹拌した。
　２～３分間冷却後、エタノールを５ｍｌ添加し、指示薬として１％フェノールフタレイ
ン／エタノール溶液を２～３滴入れた後に、０．５ｍｏｌ／ｌエタノール性水酸化カリウ
ムで滴定した。
　ブランク試験としてアセチル化試薬２ｍｌ、トルエン４ｍｌ、蒸留水１ｍｌを１００ｍ
ｌナスフラスコに入れ、１０分間加熱撹拌した後、同様に滴定を行った。この結果をもと
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に、下記計算式（ｉ）を用いてＯＨ価を計算した。
　ＯＨ価（ｍｇ－ＫＯＨ／ｇ）＝｛（ｂ－ａ）×２８．０５×ｆ｝／ｅ　　　　（ｉ）
　　　　　　　　　　　　　　　ａ：サンプルの滴定量（ｍｌ）
　　　　　　　　　　　　　　　ｂ：空試験の滴定量（ｍｌ）
　　　　　　　　　　　　　　　ｅ：サンプル質量（ｇ）
　　　　　　　　　　　　　　　ｆ：滴定液のファクター
【０２６０】
２．ポリカーボネートジオールの分子量
　合成例及び比較合成例中のポリカーボネートジオールの末端は、13Ｃ－ＮＭＲ（２７０
ＭＨｚ）の測定により、実質的に全てがヒドロキシル基であった。また、ポリカーボネー
トジオール中の酸価をＫＯＨによる滴定により測定したところ、合成例、比較合成例の全
てにおいて、酸化が０．０１以下であった。
　そこで、得られたポリマーの数平均分子量を下記計算式（ｉｉ）により求めた。
　数平均分子量Ｍｎ＝２／（ＯＨ価×１０―3／５６．１１）　　　　　（ｉｉ）
【０２６１】
３．ポリカーボネートジオールの共重合組成
　ポリカーボネートジオールの共重合組成は、以下のように測定した。
　１００ｍｌのナスフラスコにサンプルを１ｇ取り、エタノール３０ｇ、水酸化カリウム
４ｇを入れて、１００℃で１時間反応した。室温まで冷却後、指示薬として１％フェノー
ルフタレイン／エタノール溶液を２～３滴添加し、塩酸で中和した。冷蔵庫で１時間冷却
後、沈殿した塩を濾過で除去し、ガスクロマトグラフィーにより分析を行った。ガスクロ
マトグラフィー分析は、カラムとしてＤＢ－ＷＡＸ（Ｊ＆Ｗ製）をつけたガスクロマトグ
ラフィーＧＣ－１４Ｂ（島津製作所製）を用い、ジエチレングリコールジエチルエステル
を内標として、検出器をＦＩＤとして行った。なお、カラムの昇温プロファイルは、６０
℃で５分保持した後、１０℃／ｍｉｎで２５０℃まで昇温した。
【０２６２】
４．ポリカーボネートジオールの溶解度
　ポリカーボネートジオールと溶剤（Ｎ－メチル－２－ピロリドン：ＮＭＰ）を１０／９
０、２０／８０、３０／７０、４０／６０、５０／５０、６０／４０、７０／３０、８０
／２０、９０／１０の各質量比率（質量％）にて密閉容器中で混合したものを、８０℃で
加熱溶解した後、２５℃に保った室内で放冷した。２４時間後も均一に溶解しているもの
の内で最も濃度の高いものを、その溶媒に対する溶解度とした。
　溶解度が１０質量％未満のものについては、上記試験を実施した後の質量比率が１０／
９０である混合液の上澄み部分をサンプリングし、オーブンで溶剤を蒸発乾固させた後の
残渣の質量より溶解度を求めた。
【０２６３】
５．印刷原版の質量変化率
　Ｎ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ）に対する質量変化率については、印刷原版を３
ｃｍ×５ｃｍに切り、常温の各溶剤中に２４ｈｒ浸漬させ、下記計算式（ｉｉｉ）を用い
て質量変化率を求めた。
　その他の溶剤に対する質量変化率については、印刷原版を１ｃｍ×２ｃｍに切り、常温
の各溶剤中に２４ｈｒ浸漬させ、下記計算式（ｉｉｉ）を用いて質量変化率を求めた。
　質量変化率（％）＝｛（浸漬後の質量－浸漬前の質量）／浸漬前の質量｝×１００
（ｉｉｉ）
【０２６４】
６．印刷原版の硬度
　デュロメータ　タイプＡ　ＧＳ－７１９Ｇ及びデュロメータ用定圧荷重器　ＧＳ－７１
０（株式会社テクロック）を用い、加圧面が版に密着してから１５秒後の値を測定した。
３ｃｍ×５ｃｍの印刷原版について３ヶ所ににつきそれぞれ３回測定し、それらの平均値
を硬度とした。
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【０２６５】
７．印刷原版のレーザー彫刻性
　炭酸ガスレーザー彫刻機（出力１２ワット、商標Ｌａｓｅｒ　Ｐｒｏ　Ｖｅｎｕｓ、Ｇ
ＣＣ社製）を用いて印刷原版のレーザー彫刻を行った。彫刻は、２００μｍ幅の凸線によ
る線画を含むパターンを作成して実施した。彫刻深さ（レリーフ深度）は４００μｍとし
た。レーザー彫刻による粘稠性液状カス発生の有無及び線画の鮮明性を目視判定した。
【０２６６】
〔合成例１〕
　規則充填物ヘリパックパッキンＮｏ．３を充填した、充填高さ３００ｍｍ、内径３０ｍ
ｍの蒸留塔、及び分留頭を備えた５００ｍｌ四口フラスコに、ジエチレングリコール２１
４ｇ（２．０１ｍｏｌ）、エチレンカーボネート１８６ｇ（２．１２ｍｏｌ）を仕込み、
７０℃で撹拌溶解し、系内を窒素置換した後、触媒としてテトラブトキシチタンを０．１
７７ｇを加えた。このフラスコを、フラスコの内温が１４５～１５０℃、圧力が２．５～
３．５ｋＰａとなるように、分留頭から還流液の一部を抜き出しながら、オイルバスで加
熱し、２２時間反応した。その後、充填式蒸留塔を外して、単蒸留装置に取り替え、フラ
スコの内温１７０℃に上げ、圧力を０．２ｋＰａまで落として、フラスコ内に残った、ジ
エチレングリコール及びエチレンカーボネートを１時間かけて留去した。その後、フラス
コの内温１７０℃、圧力０．１ｋＰａでさらに５時間反応した。この反応により、室温で
粘稠な液状のポリカーボネートジオールが１７４ｇ得られた。得られたポリカーボネート
ジオールのＯＨ価は６０．９（数平均分子量Ｍｎ＝１８４３）であった。
　撹拌機を備えた３００ｍｌのセパラブルフラスコにこのポリカーボネートジオール６５
．０ｇ、リン酸モノブチル０．０５ｇを入れ、８０℃で３時間撹拌することにより、テト
ラブトキシチタンを失活させた。その後、トリレンジイソシアナート４．６３ｇ、２，６
－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール０．０７ｇ、アジピン酸０．０１ｇ、ジ
－ｎ－ブチルスズジラウレート０．００１ｇを加えて、乾燥空気雰囲気下、８０℃で３時
間撹拌した。その後、２－メタクリロイルオキシエチルイソシアナート２．７７ｇ、ジ－
ｎ－ブチルスズジラウレート０．００１ｇを加えて、乾燥空気雰囲気下、８０℃で２時間
撹拌した。この段階で、ポリカーボネートジオールの末端水酸基がウレタン結合により連
結され、かつ二重結合を有するポリマーが得られたことを、赤外分光分析により確認した
。
　その後、エチレングリコールフェニルエーテルメタクリレート２４．１４ｇ、ジエチレ
ングリコールブチルエーテルメタクリレート７．２４ｇ、トリメチロールプロパントリメ
タクリレート０．１２ｇ、シリカゲルＣ－１５０４（富士シリシア化学株式会社）５．５
５ｇ、シリコーンオイルＫＦ－４１０（信越化学工業株式会社）１．２１ｇ、２，２－ジ
メトキシ－２－フェニルアセトフェノン０．７２ｇ、ベンゾフェノン１．２１ｇ、２，６
－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール０．７２ｇ、リン酸トリフェニル２．１
７ｇ、サノールＬＳ－７８５（三共株式会社）１．２１ｇを加えて８０℃で撹拌しながら
、１３ｋＰａに減圧して脱泡し、室温で粘稠な液体状の感光性樹脂組成物を得た。
【０２６７】
〔合成例２〕
　規則充填物ヘリパックパッキンＮｏ．３を充填した、充填高さ３００ｍｍ、内径３０ｍ
ｍの蒸留塔及び分留頭を備えた５００ｍｌ四口フラスコに、ジエチレングリコール２１４
ｇ（２．０１ｍｏｌ）、エチレンカーボネート１８６ｇ（２．１２ｍｏｌ）を仕込み、７
０℃で撹拌溶解し、系内を窒素置換した後、触媒としてテトラブトキシチタンを、０．１
７７ｇ加えた。このフラスコを、フラスコの内温が１４５～１５０℃、圧力が２．５～３
．５ｋＰａとなるように、分留頭から還流液の一部を抜き出しながら、オイルバスで加熱
し、２２時間反応した。その後、充填式蒸留塔を外して、単蒸留装置に取り替え、フラス
コの内温１７０℃に上げ、圧力を０．２ｋＰａまで落として、フラスコ内に残った、ジエ
チレングリコール、エチレンカーボネートを１時間かけて留去した。その後、フラスコの
内温１７０℃、圧力０．１ｋＰａでさらに５時間反応した。この反応により、室温で粘稠
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な液状のポリカーボネートジオールが１７４ｇ得られた。得られたポリカーボネートジオ
ールのＯＨ価は６０．９（数平均分子量Ｍｎ＝１８４３）であった。
　撹拌機を備えた３００ｍｌのセパラブルフラスコにこのポリカーボネートジオール６５
．０ｇ、リン酸モノブチル０．０５ｇを入れ、８０℃で３時間撹拌することにより、テト
ラブトキシチタンを失活させた。その後、トリレンジイソシアナート４．６３ｇ、２，６
－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール０．０７ｇ、アジピン酸０．０１ｇ、ジ
－ｎ－ブチルスズジラウレート０．００１ｇを加えて、乾燥空気雰囲気で、８０℃で３時
間撹拌した。その後、２－メタクリロイルオキシエチルイソシアナート２．７７ｇ、ジ－
ｎ－ブチルスズジラウレート０．００１ｇを加えて、乾燥空気雰囲気で、８０℃で２時間
撹拌した。この段階で、ポリカーボネートジオールの末端水酸基がウレタン結合により連
結され、かつ二重結合を有するポリマーが得られたことを、赤外分光分析により確認した
。
　その後、エチレングリコールフェニルエーテルメタクリレート１０．７４ｇ、トリメチ
ロールプロパントリメタクリレート５．９６ｇ、シリカゲルＣ－１５０４（富士シリシア
化学株式会社）５．５５ｇ、シリコーンオイルＫＦ－４１０（信越化学工業株式会社）１
．２１ｇ、２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセトフェノン０．７２ｇ、ベンゾフェノ
ン１．２１ｇ、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール０．７２ｇ、リン
酸トリフェニル２．１７ｇ、サノールＬＳ－７８５（三共株式会社）１．２１ｇを加えて
８０℃で撹拌しながら、１３ｋＰａに減圧して脱泡し、室温で粘稠な液体状の感光性樹脂
組成物を得た。
【０２６８】
〔合成例３〕
　エチレングリコールフェニルエーテルメタクリレートの代わりにヒドロキシエチルメタ
クリレートを用いた以外は、合成例２と同様にして感光性樹脂組成物を合成した。
【０２６９】
〔合成例４〕
　トリレンジイソシアナートの代わりにヘキサメチレンジイソシアナートを用いた以外は
、合成例２と同様にして感光性樹脂組成物を合成した。
【０２７０】
〔合成例５〕
　分留頭を備えた３００ｍｌ四口フラスコに、１，２０－エイコサンジオール１００ｇ（
０．３２ｍｏｌ）、エチレンカーボネート３０ｇ（０．３４ｍｏｌ）を仕込み、７０℃で
撹拌溶解し、系内を窒素置換した後、触媒としてテトラブトキシチタンを０．０６２ｇを
加えた。このフラスコを、フラスコの内温が１５０～１５５℃、圧力が７～８ｋＰａとな
るように、分留頭から還流液の一部を抜き出しながら、オイルバスで加熱し、１１時間反
応した。その後、エチレンカーボネート３０ｇ（０．３４ｍｏｌ）を追加し、フラスコの
内温１５５℃、圧力６～７ｋＰａで７時間反応した後、圧力を０．２ｋＰａまで落として
、フラスコ内に残ったエチレンカーボネートを留去した。その後さらに、エチレンカーボ
ネート３０ｇ（０．３４ｍｏｌ）を追加し、同様にしてフラスコの内温１５５℃、圧力５
～６ｋＰａで５時間反応した後、圧力を０．２ｋＰａまで落として、フラスコ内に残った
エチレンカーボネートを留去した。この反応により、室温で固体のポリカーボネートジオ
ールが１０２ｇ得られた。得られたポリカーボネートジオールのＯＨ価は４５．３（数平
均分子量Ｍｎ＝２４７６）であった。
　撹拌機を備えた３００ｍｌのセパラブルフラスコにこのポリカーボネートジオール６５
．１ｇ、リン酸モノブチル０．０３ｇを入れ、８０℃で３時間撹拌することにより、テト
ラブトキシチタンを失活させた。その後、トリレンジイソシアナート３．１８ｇ、２，６
－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール０．０８ｇ、アジピン酸０．０１ｇ、ジ
－ｎ－ブチルスズジラウレート０．００２ｇを加えて、乾燥空気雰囲気下、８０℃で３時
間撹拌した。その後、２－メタクリロイルオキシエチルイソシアナート２．７７ｇ、ジ－
ｎ－ブチルスズジラウレート０．００１ｇを加えて、乾燥空気雰囲気下、８０℃で２時間
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撹拌した。この段階で、ポリカーボネートジオールの末端水酸基がウレタン結合により連
結され、かつ二重結合を有するポリマーが得られたことを、赤外分光分析により確認した
。
　その後、エチレングリコールフェニルエーテルメタクリレート２３．６１ｇ、ジエチレ
ングリコールブチルエーテルメタクリレート７．０８ｇ、トリメチロールプロパントリメ
タクリレート０．１２ｇ、シリカゲルＣ－１５０４（富士シリシア化学株式会社）５．４
３ｇ、シリコーンオイルＫＦ－４１０（信越化学工業株式会社）１．１２ｇ、２，２－ジ
メトキシ－２－フェニルアセトフェノン０．７１ｇ、ベンゾフェノン１．１９ｇ、２，６
－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール０．７１ｇ、リン酸トリフェニル２．１
３ｇ、サノールＬＳ－７８５（三共株式会社）１．２０ｇを加えて８０℃で撹拌しながら
、１３ｋＰａに減圧して脱泡し、室温で固体状の感光性樹脂組成物を得た。
【０２７１】
〔合成例６〕
　合成例５のエチレングリコールフェニルエーテルメタクリレートをラウリルメタクリレ
ートに変更し、以下に示すような樹脂組成物を得た。
　撹拌機を備えた３００ｍｌのセパラブルフラスコに合成例５で得られたポリカーボネー
トジオール３４．５ｇ、リン酸モノブチル０．０２ｇを入れ、８０℃で３時間撹拌するこ
とにより、テトラブトキシチタンを失活させた。その後、トリレンジイソシアナート１．
６１ｇ、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール０．０４ｇ、アジピン酸
０．０１ｇ、ジ－ｎ－ブチルスズジラウレート０．００１ｇを加えて、乾燥空気雰囲気下
、８０℃で３時間撹拌した。その後、２－メタクリロイルオキシエチルイソシアナート１
．４４ｇ、ジ－ｎ－ブチルスズジラウレート０．００１ｇを加えて、乾燥空気雰囲気下、
８０℃で２時間撹拌した。この段階で、ポリカーボネートジオールの末端水酸基がウレタ
ン結合により連結され、かつ二重結合を有するポリマーが得られたことを、赤外分光分析
により確認した。
　その後、ラウリルメタクリレート１２．５４ｇ、ジエチレングリコールブチルエーテル
メタクリレート３．５９ｇ、トリメチロールプロパントリメタクリレート０．０７ｇ、シ
リカゲルＣ－１５０４（富士シリシア化学株式会社）２．９０ｇ、シリコーンオイルＫＦ
－４１０（信越化学工業株式会社）０．６３ｇ、２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセ
トフェノン０．３８ｇ、ベンゾフェノン０．６３ｇ、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４
－メチルフェノール０．３８ｇ、リン酸トリフェニル１．１３ｇ、サノールＬＳ－７８５
（三共株式会社）０．６３ｇを加えて８０℃で撹拌しながら、１３ｋＰａに減圧して脱泡
し、室温で固体状の感光性樹脂組成物を得た。
【０２７２】
〔合成例７〕
　分留頭を備えた３００ｍｌ四口フラスコに、８，１３－ジメチル－１，２０－エイコサ
ンジオール１００ｇ（０．２９ｍｏｌ）、エチレンカーボネート２７ｇ（０．３１ｍｏｌ
）を仕込み、７０℃で撹拌溶解し、系内を窒素置換した後、触媒としてテトラブトキシチ
タンを０．０６２ｇを加えた。このフラスコを、フラスコの内温が１５０～１５５℃、圧
力が７～８ｋＰａとなるように、分留頭から還流液の一部を抜き出しながら、オイルバス
で加熱し、８時間反応した。その後、エチレンカーボネート２７ｇ（０．３１ｍｏｌ）を
追加し、フラスコの内温１５５～１６０℃、圧力７～８ｋＰａで６時間反応した後、圧力
を０．１ｋＰａまで落として、フラスコ内に残ったエチレンカーボネートを留去した。そ
の後さらに、エチレンカーボネート２７ｇ（０．３１ｍｏｌ）を追加し、同様にしてフラ
スコの内温１５５℃、圧力５～６ｋＰａで４時間反応した後、圧力を０．１ｋＰａまで落
として、フラスコ内に残ったエチレンカーボネートを留去した。この反応により、室温で
粘稠な液状のポリカーボネートジオールが１０５ｇ得られた。得られたポリカーボネート
ジオールのＯＨ価は２８．６（数平均分子量Ｍｎ＝３９２７）であった。
　撹拌機を備えた３００ｍｌのセパラブルフラスコにこのポリカーボネートジオール５１
．４ｇ、リン酸モノブチル０．０５ｇを入れ、９５℃で３時間撹拌することにより、テト



(67) JP 5214467 B2 2013.6.19

10

20

30

40

50

ラブトキシチタンを失活させた。その後、トリレンジイソシアナート１．３０ｇ、２，６
－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール０．０６ｇ、アジピン酸０．０１ｇ、ジ
－ｎ－ブチルスズジラウレート０．００１ｇを加えて、乾燥空気雰囲気下、４０℃で３０
分間、さらに８０℃で３時間撹拌した。その後、２－メタクリロイルオキシエチルイソシ
アナート２．１６ｇ、ジ－ｎ－ブチルスズジラウレート０．００１ｇを加えて、乾燥空気
雰囲気下、８０℃で２時間撹拌した。この段階で、ポリカーボネートジオールの末端水酸
基がウレタン結合により連結され、かつ二重結合を有するポリマーが得られたことを、赤
外分光分析により確認した。
　その後、ラウリルメタクリレート１８．２２ｇ、ジエチレングリコールブチルエーテル
メタクリレート５．４６ｇ、トリメチロールプロパントリメタクリレート０．１０ｇ、シ
リカゲルＣ－１５０４（富士シリシア化学株式会社）４．１８ｇ、シリコーンオイルＫＦ
－４１０（信越化学工業株式会社）０．９１ｇ、２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセ
トフェノン０．５５ｇ、ベンゾフェノン０．９１ｇ、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４
－メチルフェノール０．５５ｇ、リン酸トリフェニル１．６７ｇ、サノールＬＳ－７８５
（三共株式会社）０．９３ｇを加えて８０℃で撹拌しながら、１３ｋＰａに減圧して脱泡
し、室温で粘稠な液体状の感光性樹脂組成物を得た。
【０２７３】
〔合成例８〕
　分留頭を備えた３００ｍｌ四口フラスコに、１，１２－ドデカンジオール２６ｇ（０．
１３ｍｏｌ）、１，２０－エイコサンジオール４０ｇ（０．１３ｍｏｌ）、エチレンカー
ボネート２４ｇ（０．２７ｍｏｌ）を仕込み、７０℃で撹拌溶解し、系内を窒素置換した
後、触媒としてテトラブトキシチタン０．０６８ｇを加えた。このフラスコを、フラスコ
の内温が１４５～１５０℃、圧力が５～６ｋＰａとなるように、分留頭から還流液の一部
を抜き出しながら、オイルバスで加熱し、８時間反応した。その後、エチレンカーボネー
ト２４ｇ（０．２７ｍｏｌ）を追加し、フラスコの内温１５０℃、圧力４～５ｋＰａで７
時間反応した後、圧力を０．２ｋＰａまで落として、フラスコ内に残ったエチレンカーボ
ネートを留去した。その後さらに、エチレンカーボネート２４ｇ（０．２７ｍｏｌ）を追
加し、同様にしてフラスコの内温１５５℃、圧力４～５ｋＰａで５時間反応した後、圧力
を０．２ｋＰａまで落として、フラスコ内に残ったエチレンカーボネートを留去した。再
度エチレンカーボネート２４ｇ（０．２７ｍｏｌ）を追加し、同様にしてフラスコの内温
１５５℃、圧力４～５ｋＰａで２時間反応した後、圧力を０．２ｋＰａまで落として、フ
ラスコ内に残ったエチレンカーボネートを留去した。この反応により、室温で固体のポリ
カーボネートジオールが６７ｇ得られた。得られたポリカーボネートジオールのＯＨ価は
４７．３（数平均分子量Ｍｎ＝２３７１）であった。
　撹拌機を備えた３００ｍｌのセパラブルフラスコにこのポリカーボネートジオール４０
．１ｇ、リン酸モノブチル０．０４ｇを入れ、８０℃で３時間撹拌することにより、テト
ラブトキシチタンを失活させた。その後、トリレンジイソシアナート２．０４ｇ、２，６
－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール０．０５ｇ、アジピン酸０．０１ｇ、ジ
－ｎ－ブチルスズジラウレート０．００１ｇを加えて、乾燥空気雰囲気下、８０℃で２．
５時間撹拌した。その後、２－メタクリロイルオキシエチルイソシアナート１．６６ｇ、
ジ－ｎ－ブチルスズジラウレート０．００１ｇを加えて、乾燥空気雰囲気下、８０℃で２
．５時間撹拌した。この段階で、ポリカーボネートジオールの末端水酸基がウレタン結合
により連結され、かつ二重結合を有するポリマーが得られたことを、赤外分光分析により
確認した。
　その後、ラウリルメタクリレート１４．５７ｇ、ジエチレングリコールブチルエーテル
メタクリレート４．３７ｇ、トリメチロールプロパントリメタクリレート０．０７ｇ、シ
リカゲルＣ－１５０４（富士シリシア化学株式会社）３．３５ｇ、シリコーンオイルＫＦ
－４１０（信越化学工業株式会社）０．７３ｇ、２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセ
トフェノン０．４４ｇ、ベンゾフェノン０．７３ｇ、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４
－メチルフェノール０．４４ｇ、リン酸トリフェニル１．３１ｇ、サノールＬＳ－７８５
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（三共株式会社）０．７３ｇを加えて８０℃で撹拌しながら、１３ｋＰａに減圧して脱泡
し、室温で固体状の感光性樹脂組成物を得た。
【０２７４】
〔合成例９〕
　分留頭を備えた５００ｍｌ四口フラスコに、１，１２－ドデカンジオール２７４．５ｇ
（１．３６ｍｏｌ）、エチレンカーボネート１２５．６ｇ（１．４３ｍｏｌ）を仕込み、
８０℃で撹拌溶解し、系内を窒素置換した後、触媒としてテトラブトキシチタンを０．１
５０ｇを加えた。オイルバスで加熱し、フラスコの内温１４０～１７５℃、圧力０．２～
２．０ｋＰａで、分留頭から還流液の一部を抜き出しながら計１２時間反応した。
その後、充填式蒸留塔を外して、単蒸留装置に取り替え、フラスコの内温１９５℃に上げ
、圧力を０．２ｋＰａにして、フラスコ内に残った、１，１２－ドデカンジオール、エチ
レンカーボネートを１時間かけて留去した。その後、フラスコの内温２１６℃、圧力０．
２ｋＰａでさらに７時間反応した。この反応により、室温で固体状のポリカーボネートジ
オールが２１２ｇ得られた。得られたポリカーボネートジオールのＯＨ価は６３．０（数
平均分子量Ｍｎ＝１７８１）であった。
　撹拌機を備えた３００ｍｌのセパラブルフラスコにこのポリカーボネートジオール６０
．１ｇ、リン酸モノブチル０．０３ｇを入れ、８０℃で３時間撹拌することにより、テト
ラブトキシチタンを失活させた。その後、トリレンジイソシアナート４．４７ｇ、２，６
－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール０．０７ｇ、アジピン酸０．０１ｇ、ジ
－ｎ－ブチルスズジラウレート０．００１ｇを加えて、乾燥空気雰囲気下、８０℃で３時
間撹拌した。その後、２－メタクリロイルオキシエチルイソシアナート２．５７ｇ、ジ－
ｎ－ブチルスズジラウレート０．００１ｇを加えて、乾燥空気雰囲気下、８０℃で２時間
撹拌した。この段階で、ポリカーボネートジオールの末端水酸基がウレタン結合により連
結され、かつ二重結合を有するポリマーが得られたことを、赤外分光分析により確認した
。
　その後、ラウリルメタクリレート２２．３７ｇ、ジエチレングリコールブチルエーテル
メタクリレート６．７１ｇ、トリメチロールプロパントリメタクリレート０．１１ｇ、シ
リカゲルＣ－１５０４（富士シリシア化学株式会社）５．１５ｇ、シリコーンオイルＫＦ
－４１０（信越化学工業株式会社）１．１２ｇ、２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセ
トフェノン０．６７ｇ、ベンゾフェノン１．１２ｇ、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４
－メチルフェノール０．６７ｇ、リン酸トリフェニル２．０１ｇ、サノールＬＳ－７８５
（三共株式会社）１．１２ｇ、顔料ＧｒｅｅｎＡＧ（日本化薬株式会社）０．００７ｇを
加えて８０℃で撹拌しながら、１３ｋＰａに減圧して脱泡し、室温で固体状の感光性樹脂
組成物を得た。
【０２７５】
〔合成例１０〕
　分留頭を備えた３００ｍｌ四口フラスコに、１０－オキサナノデカン－１，１９－ジオ
ール１９３ｇ（０．６４ｍｏｌ）、エチレンカーボネート５９ｇ（０．６７ｍｏｌ）を仕
込み、７０℃で撹拌溶解し、系内を窒素置換した後、触媒としてテトラブトキシチタンを
０．１１ｇ加えた。このフラスコを、フラスコの内温が１５０～１５５℃、圧力が４～６
ｋＰａとなるように、分留頭から還流液の一部を抜き出しながら、オイルバスで加熱し、
１１時間反応した。その後、エチレンカーボネート５９ｇ（０．６７ｍｏｌ）を追加し、
フラスコの内温１５０℃、圧力４～６ｋＰａで反応した後、圧力を０．１ｋＰａまで落と
して、フラスコ内に残ったエチレンカーボネートを留去するという操作を３度繰り返し行
った。１回目、２回目、３回目の反応時間はそれぞれ６時間、７時間、４時間であった。
この反応により、室温で固体のポリカーボネートジオールが１９５ｇ得られた。得られた
ポリカーボネートジオールのＯＨ価は５１．１（数平均分子量Ｍｎ＝２１９６）であった
。
　撹拌機を備えた３００ｍｌのセパラブルフラスコにこのポリカーボネートジオール９６
．６ｇ、リン酸モノブチル０．０４ｇを入れ、９５℃で３時間撹拌することにより、テト
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ラブトキシチタンを失活させた。その後、トリレンジイソシアナート５．７４ｇ、２，６
－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール０．１１ｇ、アジピン酸０．０２ｇ、ジ
－ｎ－ブチルスズジラウレート０．００２ｇを加えて、乾燥空気雰囲気下、８０℃で３時
間撹拌した。その後、２－メタクリロイルオキシエチルイソシアナート４．０９ｇ、ジ－
ｎ－ブチルスズジラウレート０．００２ｇを加えて、乾燥空気雰囲気下、８０℃で２時間
撹拌した。この段階で、ポリカーボネートジオールの末端水酸基がウレタン結合により連
結され、かつ、二重結合を有するポリマーが得られたことを、赤外分光分析により確認し
た。
　その後、ラウリルメタクリレート３５．３８ｇ、ジエチレングリコールブチルエーテル
メタクリレート１０．６２ｇ、トリメチロールプロパントリメタクリレート０．１８ｇ、
シリカゲルＣ－１５０４（富士シリシア化学株式会社）８．１８ｇ、シリコーンオイルＫ
Ｆ－４１０（信越化学工業株式会社）１．７８ｇ、２，２－ジメトキシ－２－フェニルア
セトフェノン１．０７ｇ、ベンゾフェノン１．７７ｇ、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－
４－メチルフェノール１．０６ｇ、リン酸トリフェニル３．１９ｇ、サノールＬＳ－７８
５（三共株式会社）１．７８ｇを加えて８０℃で撹拌しながら、１３ｋＰａに減圧して脱
泡し、室温で固体状の感光性樹脂組成物を得た。
【０２７６】
〔合成例１１〕
　撹拌機を備えた３００ｍｌのセパラブルフラスコに合成例１のポリカーボネートジオー
ル６５．０ｇ、リン酸モノブチル０．０５ｇを入れ、８０℃で３時間撹拌することにより
、テトラブトキシチタンを失活させた。その後、トリレンジイソシアナート８．１６ｇ、
２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール０．０８ｇ、アジピン酸０．０１
ｇ、ジ－ｎ－ブチルスズジラウレート０．００１ｇを加えて、乾燥空気雰囲気下、８０℃
で３時間撹拌した。その後、２-ヒドロキシプロピルメタクリレート６．６６ｇ、ジ－ｎ
－ブチルスズジラウレート０．００１ｇを加えて、乾燥空気雰囲気下、８０℃で２時間撹
拌した。この段階で、ポリカーボネートジオールの末端水酸基がウレタン結合により連結
され、かつ、二重結合を有するポリマーが得られたことを、赤外分光分析により確認した
。
　その後、エチレングリコールフェニルエーテルメタクリレート１０．７４ｇ、トリメチ
ロールプロパントリメタクリレート５．９６ｇ、シリカゲルＣ－１５０４（富士シリシア
化学株式会社）５．５５ｇ、シリコーンオイルＫＦ－４１０（信越化学工業株式会社）１
．２１ｇ、２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセトフェノン０．７２ｇ、ベンゾフェノ
ン１．２１ｇ、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール０．７２ｇ、リン
酸トリフェニル２．１７ｇ、サノールＬＳ－７８５（三共株式会社）１．２１ｇを加えて
８０℃で撹拌しながら、１３ｋＰａに減圧して脱泡し、室温で粘稠な液体状の感光性樹脂
組成物を得た。
【０２７７】
〔合成例１２〕
　規則充填物ヘリパックパッキンＮｏ．３を充填した、充填高さ３００ｍｍ、内径３０ｍ
ｍの蒸留塔、及び分留頭を備えた５００ｍｌ四口フラスコに、ジブチレングリコール２５
４．８ｇ（１．５７ｍｏｌ）、エチレンカーボネート１４５．２ｇ（１．６５ｍｏｌ）を
仕込み、８０℃で撹拌溶解し、系内を窒素置換した後、触媒としてテトラブトキシチタン
を０．１６ｇ加えた。このフラスコを、フラスコの内温が１５０～１５５℃、圧力が２～
３ｋＰａとなるように、分留頭から還流液の一部を抜き出しながらオイルバスで加熱し、
２０時間反応した。その後、充填式蒸留塔を外して、単蒸留装置に取り替え、フラスコの
内温を１５５℃、圧力を１．０ｋＰａにして、フラスコ内に残ったジブチレングリコール
及びエチレンカーボネートを１時間かけて留去した。その後、フラスコの内温１５５～１
７５℃、圧力０．１～０．２ｋＰａで、さらに７時間反応した。この反応により、室温で
固体状のポリカーボネートジオールが１６４ｇ得られた。得られたポリカーボネートジオ
ールのＯＨ価は５５．８（数平均分子量Ｍｎ＝２，０１１）であった。
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　撹拌機を備えた３００ｍｌのセパラブルフラスコにこのポリカーボネートジオール６５
．０ｇ、リン酸モノブチル０．０４ｇを入れ、９５℃で３時間撹拌することにより、テト
ラブトキシチタンを失活させた。その後、トリレンジイソシアナート４．１３ｇ、２，６
－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール０．０７ｇ、アジピン酸０．０１ｇ、ジ
－ｎ－ブチルスズジラウレート０．００１ｇを加えて、乾燥空気雰囲気下、４０℃で３０
分間、さらに８０℃で４時間撹拌した。その後、２－メタクリロイルオキシエチルイソシ
アナート２．７５ｇ、ジ－ｎ－ブチルスズジラウレート０．００１ｇを加えて、乾燥空気
雰囲気下、８０℃で２時間撹拌した。
　その後、エチレングリコールフェニルエーテルメタクリレート２４．１４ｇ、ジエチレ
ングリコールブチルエーテルメタクリレート７．２６ｇ、トリメチロールプロパントリメ
タクリレート０．１３ｇ、シリカゲルＣ－１５０４（富士シリシア化学株式会社）５．５
５ｇ、シリコーンオイルＫＦ－４１０（信越化学工業株式会社）１．２０ｇ、２，２－ジ
メトキシ－２－フェニルアセトフェノン０．７２ｇ、ベンゾフェノン１．１９ｇ、２，６
－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール０．７２ｇ、リン酸トリフェニル２．１
６ｇ、サノールＬＳ－７８５（三共株式会社）１．１９ｇ、顔料ＧｒｅｅｎＡＧ（日本化
薬株式会社）０．００７ｇを加えて８０℃で撹拌しながら、１３ｋＰａに減圧して脱泡し
、室温で固体状の感光性樹脂組成物を得た。
【０２７８】
〔比較合成例１〕
　規則充填物ヘリパックパッキンＮｏ．３を充填した、充填高さ３００ｍｍ、内径３０ｍ
ｍの蒸留塔、及び分留頭を備えた５００ｍｌ四口フラスコに、１，４－ブタンジオール１
９７．４ｇ（２．１９ｍｏｌ）、エチレンカーボネート２０２．６ｇ（２．３０ｍｏｌ）
を仕込み、８０℃で撹拌溶解し、系内を窒素置換した後、触媒としてテトラブトキシチタ
ンを０．０３３ｇ加えた。このフラスコを、フラスコの内温が１３９～１４５℃、圧力が
２～３ｋＰａとなるように、分留頭から還流液の一部を抜き出しながらオイルバスで加熱
し、計２３時間反応した。その後、充填式蒸留塔を外して、単蒸留装置に取り替え、フラ
スコの内温１４５℃、圧力を１．５ｋＰａにして、フラスコ内に残った、１，４－ブタン
ジオール及びエチレンカーボネートを１時間かけて留去した。その後、フラスコの内温１
４５～１８５℃、圧力０．０８～０．３ｋＰａで、さらに７．５時間反応した。この反応
により、室温で固体状のポリカーボネートジオールが１２８ｇ得られた。得られたポリカ
ーボネートジオールのＯＨ価は４５．０（数平均分子量Ｍｎ＝２４９３）であった。
　撹拌機を備えた３００ｍｌのセパラブルフラスコにこのポリカーボネートジオール５０
．２ｇ、リン酸モノブチル０．００９ｇを入れ、８０℃で３時間撹拌することにより、テ
トラブトキシチタンを失活させた。その後、トリレンジイソシアナート２．３６ｇ、２，
６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール０．０５ｇ、アジピン酸０．０１ｇ、
ジ－ｎ－ブチルスズジラウレート０．００１ｇを加えて、乾燥空気雰囲気下、８０℃で３
時間撹拌した。その後、２－メタクリロイルオキシエチルイソシアナート２．０９ｇ、ジ
－ｎ－ブチルスズジラウレート０．００１ｇを加えて、乾燥空気雰囲気下、８０℃で２時
間撹拌した。
　その後、エチレングリコールフェニルエーテルメタクリレート１８．２２ｇ、ジエチレ
ングリコールブチルエーテルメタクリレート５．４７ｇ、トリメチロールプロパントリメ
タクリレート０．０９ｇ、シリカゲルＣ－１５０４（富士シリシア化学株式会社）４．１
９ｇ、シリコーンオイルＫＦ－４１０（信越化学工業株式会社）０．９１ｇ、２，２－ジ
メトキシ－２－フェニルアセトフェノン０．５５ｇ、ベンゾフェノン０．９１ｇ、２，６
－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール０．５５ｇ、リン酸トリフェニル１．６
４ｇ、サノールＬＳ－７８５（三共株式会社）０．９１ｇ、顔料ＧｒｅｅｎＡＧ（日本化
薬株式会社）０．００６ｇを加えて８０℃で撹拌しながら、１３ｋＰａに減圧して脱泡し
、室温で固体状の感光性樹脂組成物を得た。
【０２７９】
〔比較合成例２〕
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　撹拌機を備えた３００ｍｌのセパラブルフラスコにポリカーボネートジオール「Ｔ６０
０２」（ＯＨ価＝５６、数平均分子量Ｍｎ＝２００４　旭化成ケミカルズ株式会社）６１
．６７ｇ、トリレンジイソシアナート３．９３ｇ、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－
メチルフェノール０．０７ｇ、アジピン酸０．０１ｇ、ジ－ｎ－ブチルスズジラウレート
０．００１ｇを加えて、乾燥空気雰囲気下、８０℃で３時間撹拌した。その後、２－メタ
クリロイルオキシエチルイソシアナート２．６１ｇ、ジ－ｎ－ブチルスズジラウレート０
．００１ｇを加えて、乾燥空気雰囲気下、８０℃で２時間撹拌した。
　その後、エチレングリコールフェニルエーテルメタクリレート２２．７４ｇ、ジエチレ
ングリコールブチルエーテルメタクリレート６．８２ｇ、トリメチロールプロパントリメ
タクリレート０．１１ｇ、シリカゲルＣ－１５０４（富士シリシア化学株式会社）５．２
３ｇ、シリコーンオイルＫＦ－４１０（信越化学工業株式会社）１．１４ｇ、２，２－ジ
メトキシ－２－フェニルアセトフェノン０．６８ｇ、ベンゾフェノン１．１４ｇ、２，６
－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール０．６８ｇ、リン酸トリフェニル２．０
５ｇ、サノールＬＳ－７８５（三共株式会社）１．１４ｇ、顔料ＧｒｅｅｎＡＧ（日本化
薬株式会社）０．００７ｇを加えて８０℃で撹拌しながら、１３ｋＰａに減圧して脱泡し
、室温で固体状の感光性樹脂組成物を得た。
【０２８０】
〔実施例１～９、比較例１～２〕
　合成例１～９、比較合成例１～２で得られた感光性樹脂組成物の各々を用いて、下記の
方法で印刷原版を作製した。なお、合成例１～９の感光性樹脂組成物を用いて実施例１～
９を、比較合成例１～２の感光性樹脂組成物を用いて比較例１～２をそれぞれ実施した。
　１２×１１×０．３ｃｍのガラス板にジエチレングリコールを薄く塗布した後、ＰＥＴ
フィルムを乗せ、ヘラでこすり密着させた。そのフィルム上に両面シールにより固定させ
たスポンジ枠で作成した１辺１０ｃｍの四角枠と、その枠外の四隅に厚さ３ｍｍのアルミ
スペーサーを置いた。この作成した治具を約９０℃のホットプレート上に置いた。
　治具の枠内に前記各樹脂組成物を注いだ後、ジエチレングリコールを塗布しＰＥＴフィ
ルムを乗せたガラス板を、ＰＥＴフィルム面が樹脂組成物に接触するようにかぶせた。そ
の後に上下のガラス板をクリップで挟み固定した。
　この治具について高圧水銀灯（ＨＣ－９８、センエンジニアリング株式会社）を用いて
、５００ｍＪ／ｃｍ2（照度３３．７ｍＷ／ｃｍ2、時間１４．８秒）露光した後、治具面
を逆にし、更に５００ｍＪ／ｃｍ2露光した。これを両面もう一度ずつ行い、トータルで
２０００ｍＪ／ｃｍ2露光して印刷原版を作成した。
【０２８１】
　各合成例及び比較合成例のポリカーボネートジオールの溶剤（Ｎ－メチル－２－ピロリ
ドン）に対する溶解度を測定した結果を表１に示す。
　また、各実施例及び比較例の印刷原版について、レーザー彫刻性、各溶剤に対する質量
変化率を測定した結果を表１に示す。
【０２８２】
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【表１】

【０２８３】
　表１の結果から、実施例のポリカーボネートジオールは、ＮＭＰ（Ｎ－メチル－２－ピ
ロリドン）に対する溶解度が低く、耐溶剤性に優れるものであった。
　また、実施例の印刷原版は、ＮＭＰ、トルエンなどの溶剤に対する質量変化率が、前記
式（１）におけるＲ1のｎが１であるか、また前記式（２）におけるＲ2の炭素数が１０未
満である比較例１及び比較例２の印刷原版に比して低く、耐溶剤性に優れるものであった
。
　さらに、印刷原版を製造する際に、ポリイソシアナート化合物として芳香族ジイソシア
ナートを用いた場合、脂肪族ジイソシアナートを用いた場合に比べ、耐溶剤性やレーザー
彫刻性に関し、より良好な性能を有する印刷原版が得られた。
【０２８４】
［導電性層の製造方法について］
〔実施例１０〕
（導電性層の印刷評価）
　合成例２で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例２と同様にして印刷原版を作成し
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た。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表２に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によりパ
ターンを描画した印刷版を用いて、導電性インクの印刷評価を実施した。印刷にはフレキ
ソ用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を用
い、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付け、表面が易接着性処理されたポ
リエチレンテレフタレート（厚み１００μｍ）の易接着処理面に、銀の超微粒子（平均粒
子径７ｎｍ）を分散させた導電性インクとして、商標［銀ナノペースト］（ハリマ化成社
製）１００質量部にキシレン３０質量部を添加して作製した導電性インクを使用して、焼
成後のインクの膜厚が、１μｍとなるように印刷、乾燥、焼成を行った。結果を表２に示
す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、前記導電性インクで用いたキシレン及び混
合溶剤（酢酸エチル／２－プロパノール＝２０／８０質量％）中に、２０℃、２４時間浸
漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、前記質量変化
率測定法により質量変化率を求めた。結果を表２に示す。
【０２８５】
〔実施例１１〕
（導電性層の印刷評価）
　合成例６で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例６と同様にして印刷原版を作成し
た。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表２に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によりパ
ターンを描画した印刷版を用いて、導電性層の印刷評価を実施した。印刷にはフレキソ用
印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を用い、
版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付け、表面が易接着性処理されたポリエ
チレンテレフタレート（厚み１００μｍ）の易接着処理面に、銀の超微粒子（平均粒子径
７ｎｍ）を分散させた導電性インクとして、商標［銀ナノペースト］（ハリマ化成社製）
１００質量部に混合溶剤（酢酸エチル／２－プロパノール＝２０／８０質量％）３０質量
部を添加して作製した導電性インクを使用して、焼成後のインクの膜厚が、１μｍとなる
ように印刷、乾燥、焼成を行った。結果を表２に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、前記導電性インクで用いた混合溶剤（酢酸
エチル／２－プロパノール＝２０／８０質量％）中に、２０℃、２４時間浸漬後、表面に
付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、前記質量変化率測定法によ
り質量変化率を求めた。結果を表２に示す。
【０２８６】
〔実施例１２〕
（導電性層の印刷評価）
　合成例８で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例８と同様にして印刷原版を作成し
た。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表２に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によりパ
ターンを描画した印刷版を用い、実施例１１と同様にして印刷、乾燥、焼成を行った。結
果を表２に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、前記導電性インクで用いた混合溶剤（酢酸
エチル／２－プロパノール＝２０／８０質量％）中に、２０℃、２４時間浸漬後、表面に
付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、前記質量変化率測定法によ
り質量変化率を求めた。結果を表２に示す。
【０２８７】
〔比較例３〕
（導電性層の印刷評価）
　比較合成例１で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例１と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表２に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用いて、実施例１０と同様にして印刷、乾燥、焼成を行っ
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（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、前記導電性インクで用いたキシレン及び混
合溶剤（酢酸エチル／２－プロパノール＝２０／８０質量％）中に、２０℃、２４時間浸
漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、前記質量変化
率測定法により質量変化率を求めた。結果を表２に示す。
【０２８８】
〔比較例４〕
（導電性層の印刷評価）
　比較合成例２で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例２と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表２に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用いて、実施例１０と同様にして印刷、乾燥、焼成を行っ
た。結果を表２に示す。
【０２８９】
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、前記導電性インクで用いたキシレン及び混
合溶剤（酢酸エチル／２－プロパノール＝２０／８０質量％）中に、２０℃、２４時間浸
漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、前記質量変化
率測定法により質量変化率を求めた。結果を表２に示す。
【０２９０】
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【表２】

【０２９１】
　表２の結果から前記式（１）におけるＲ1のｎが１であるか、また前記式（２）におけ
るＲ2の炭素数が１０未満である比較例３及び比較例４では、溶剤に対する質量変化率が
高く、導電性層の精度が劣ることが判明した。
　また、実施例の印刷版を用いると、溶剤膨潤による印刷版の厚み変動を減少させること
ができるので、被印刷物である導電性層の厚み変動を縮小させることができる。実施例の
印刷版により導電回路性能と直結する導電性層の厚みを高精度で制御することが可能であ
る。
【０２９２】
［有機発光層の製造方法について］
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〔実施例１３〕
（有機発光層の印刷評価）
　合成例２で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例２と同様にして印刷原版を作成し
た。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表３に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によりパ
ターンを描画した印刷版を用いて、有機発光層の印刷評価を実施した。印刷にはフレキソ
用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を用い
、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷体としては、厚さ０．
７ｍｍのガラス基板（ソーダライムガラス）の表面に、真空蒸着法によって厚さ０．１μ
ｍのＩＴＯ膜（陽極）を形成後、ＵＶ－オゾン洗浄を施し、有機物などの付着物を除去し
た後、当該機材のＩＴＯ膜側の表面にスピンコート法により正孔輸送材料として、ポリエ
チレンジオキシチオフェンを含有するコーティング液（ポリエチレンジオキシチオフェン
－ポリスチレンスルフォネート（ＰＥＤＴ／ＰＳＳ）、バイエル社製、商品名「Ｂａｙｔ
ｒｏｎ　Ｐ」）を塗布し、７０～８０℃で乾燥させることにより正孔輸送層を作製した。
有機高分子発光体にはポリ（９，９－ジアルキルフルオレン（ＰＤＡＦ）を用い、固形分
濃度が２質量％となるように溶剤（キシレン）で中に溶解させて、発光層形成用のインク
（有機発光インク）として使用し、印刷を行った。結果を表３に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、前記有機発光インクで用いたキシレン中に
、２０℃、２４時間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定すること
により、前記質量変化率測定法により質量変化率を求めた。結果を表３に示す。
【０２９３】
〔実施例１４〕
（有機発光層の印刷評価）
　合成例５で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例５と同様にして印刷原版を作成し
た。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表３に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によりパ
ターンを描画した印刷版を用い、キシレンの代わりにメチルエチルケトンを用いた以外は
実施例１３と同様にして有機発光層の印刷評価を実施した。結果を表３に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、前記有機発光インクで用いたメチルエチル
ケトン中に、２０℃、２４時間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測
定することにより、前記質量変化率測定法により質量変化率を求めた。結果を表３に示す
。
【０２９４】
〔比較例５〕
（有機発光層の印刷評価）
　比較合成例１で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例１と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表３に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用いて、実施例１３と同様にして印刷、乾燥、焼成を行っ
た。結果を表３に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、前記有機発光インクで用いたキシレン及び
メチルエチルケトン中に、２０℃、２４時間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質
量増加量を測定することにより、前記質量変化率測定法により質量変化率を求めた。その
結果を表３に示す。
【０２９５】
〔比較例６〕
（有機発光層の印刷評価）
　比較合成例２で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例２と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表３に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用いて、実施例１３と同様にして印刷、乾燥、焼成を行っ
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た。結果を表３に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、前記有機発光インクで用いたキシレン及び
メチルエチルケトン中に、２０℃、２４時間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質
量増加量を測定することにより、前記質量変化率測定法により質量変化率を求めた。結果
を表３に示す。
【０２９６】
【表３】

【０２９７】
　表３の結果から前記式（１）におけるＲ1のｎが１であるか、また前記式（２）におけ
るＲ2の炭素数が１０未満である比較例５及び比較例６では、溶剤に対する質量変化率が
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高く、有機発光層の精度が劣ることが判明した。
　また、実施例の印刷版を用いると、溶剤膨潤による印刷版の厚み変動を減少させること
ができるので、被印刷物である有機発光層の厚み変動を縮小させることができる。実施例
の印刷版により有機ＥＬ素子性能と直結する有機発光層の厚みを高精度で制御することが
可能である。
【０２９８】
［液晶配向膜の製造方法について］
〔実施例１５〕
（液晶配向膜の印刷評価）
　合成例５で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例５と同様にして印刷原版を作成し
た。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表４に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻により５
０％網点（レリーフ深度２０μｍ）を描画した印刷版を用いて、液晶配向膜の印刷評価を
実施した。印刷にはフレキソ用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステム
ズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を用い、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。
被印刷体としては、厚さ１．０ｍｍのガラス基板の表面に、真空蒸着法によって厚さ０．
１μｍのＩＴＯ膜（陽極）を形成後、ＵＶ－オゾン洗浄を施し、有機物などの付着物を除
去した後、当該機材のＩＴＯ膜側の表面に液晶配向膜液としてポリアミック酸ワニスの３
質量％溶液（溶媒：Ｎ－メチル－２－ピロリドン／ブチルセロソルブ＝９０／１０）を塗
布し、２２０℃で１時間焼成してポリイミド膜とした。結果を表４に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、前記液晶配向膜液で用いたＮ－メチル－２
－ピロリドン／ブチルセロソルブ＝９０／１０混合溶媒中に、２０℃、２４時間浸漬後、
表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、前記質量変化率測定
法により質量変化率を求めた。結果を表４に示す。
【０２９９】
〔実施例１６〕
（液晶配向膜の印刷評価）
　合成例６で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例６と同様にして印刷原版を作成し
た。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表４に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻により５
０％網点（レリーフ深度２０μｍ）を描画した印刷版を用いて、実施例１５と同様に液晶
配向膜液の印刷評価を実施した。結果を表４に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、前記液晶配向膜液で用いたＮ－メチル－２
－ピロリドン／ブチルセロソルブ＝９０／１０混合溶媒中に、２０℃、２４時間浸漬後、
表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、前記質量変化率測定
法により質量変化率を求めた。結果を表４に示す。
【０３００】
〔実施例１７〕
（液晶配向膜の印刷評価）
　合成例８で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例８と同様にして印刷原版を作成し
た。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表４に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻により５
０％網点（レリーフ深度２０μｍ）を描画した印刷版を用いて、実施例１５と同様に液晶
配向膜液の印刷評価を実施した。結果を表４に示す。
（質量変化率の測定）
　各印刷原版から作製した試験サンプルを、上記液晶配向膜液で用いたＮ－メチル－２－
ピロリドン／ブチルセロソルブ＝９０／１０混合溶媒中に、２０℃、２４時間浸漬後、表
面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、前記質量変化率測定法
により質量変化率を求めた。結果を表４に示す。
【０３０１】
〔比較例７〕
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（液晶配向膜の印刷評価）
　比較合成例１で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例１と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表４に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
り５０％網点（レリーフ深度２０μｍ）を描画した印刷版を用いて、実施例１５と同様に
して印刷、乾燥、焼成を行った。結果を表４に示す。
【０３０２】
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、前記液晶配向膜液で用いたＮ－メチル－２
－ピロリドン／ブチルセロソルブ＝９０／１０混合溶媒中に、２０℃、２４時間浸漬後、
表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、前記質量変化率測定
法により質量変化率を求めた。結果を表４に示す。
【０３０３】
〔比較例８〕
（液晶配向膜の印刷評価）
　比較合成例２で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例２と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表４に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
り５０％網点（レリーフ深度２０μｍ）を描画した印刷版を用いて、実施例１５と同様に
して印刷、乾燥、焼成を行った。結果を表４に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、前記液晶配向膜液で用いたＮ－メチル－２
－ピロリドン／ブチルセロソルブ＝９０／１０混合溶媒中に、２０℃、２４時間浸漬後、
表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、前記質量変化率測定
法により質量変化率を求めた。結果を表４に示す。
【０３０４】
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【表４】

【０３０５】
　表４の結果から前記式（１）におけるＲ1のｎが１であるか、また前記式（２）におけ
るＲ2の炭素数が１０未満である比較例７及び比較例８では、溶剤に対する質量変化率が
高く、液晶配向膜の精度が劣ることが判明した。
　また、実施例の印刷版を用いると、溶剤膨潤による印刷版の厚み変動を減少させること
ができるので、被印刷物である液晶配向膜の厚み変動を縮小させることができ、また、実
施例の印刷版により液晶配向装置性能と直結する液晶配向膜の厚みを高精度で制御するこ
とが可能である。
【０３０６】
［ブラックマトリックスの製造方法について］
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〔実施例１８〕
（ポリアミック酸溶液の作製）
　γ－ブチロラクトン（３８２５ｇ）溶剤中で、ピロメリット酸二無水物（１４９．６ｇ
）、ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物（２２５．５ｇ）、３，３’－ジアミノジ
フェニルエーテル（２１０．２ｇ）、ビス－３－（アミノプロピル）テトラメチルシロキ
サン（１７．４ｇ）を６０℃、３時間反応させた後、無水マレイン酸（２．２５ｇ）を添
加し、更に６０℃、１時間反応させることによって、前駆体であるポリアミック酸溶液（
ポリマー濃度１５質量％）を得た。
（顔料分散液の作製）
　酸化シリコンで表面被覆したチタンブラック粒子１１．２ｇ、前記ポリマー濃度１５質
量％のポリアミック酸溶液１８．７ｇ、Ｎ－メチル－２－ピロリドン５７．２ｇ、３－メ
チル－３－メトキシブチルアセテート１２．９ｇをガラスビーズ１００ｇとともに、ホモ
ジナイザーを用いて、７０００ｒｐｍで３０分間処理後、ガラスビーズを濾過により除去
し、顔料濃度１４質量％の顔料分散液を得た。このときのチタンブラック／ポリイミド樹
脂の質量比率は８０／２０であった。
　なお、チタンブラック樹脂表面への絶縁被膜の形成方法は下記のとおりである。まず、
チタンブラックを水中に分散させた後、ダイノミル解砕機でチタンブラックを十分解砕し
た。該分散液に、シリコンテトタエトキシドのエチルアルコール溶液を滴下しながらチタ
ンブラック表面に絶縁被膜である酸化シリコンの被膜を形成した。その後、生成物を濾過
して乾燥後、粉砕することによって絶縁被膜の形成されたチタンブラックを得た。
　顔料分散液２７．５ｇに、前記のポリマー濃度１５質量％のポリアミック酸溶液３．７
ｇ、γ－ブチロラクトン１ｇ、Ｎ－メチル－２－ピロリドン６ｇ、３－メチル－３－メト
キシブチルアセテート１．８ｇを添加混合し、黒色ペーストを作製した。
（ブラックマトリックスの印刷評価）
　合成例５で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例５と同様にして印刷原版を作成し
た。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表５に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によりパ
ターンを描画した印刷版を用い、前記黒色ペーストの印刷評価を実施した。印刷にはフレ
キソ用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を
用い、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷体としては、厚さ
１．０ｍｍの無アルカリガラス基板を用いた。焼成後のブラックマトリックスの膜厚が、
１μｍとなるように前記黒色ペーストを印刷した後、１４５℃でプリベークを行い、ポリ
イミド前駆体薄膜を形成した。次いで該ポリイミド前駆体薄膜を２９０℃に加熱して熱硬
化を行いポリイミドに転換してブラックマトリックスとした。結果を表５に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、Ｎ－メチル－２－ピロリドン／γ－ブチロ
ラクトン／３－メチル－３－メトキシブチルアセテート＝１／１／１（質量比）混合溶剤
中に、２０℃、２４時間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定する
ことにより、前記質量変化率測定法により質量変化率を求めた。結果を表５に示す。
【０３０７】
〔実施例１９〕
（ブラックマトリックスの印刷評価）
　合成例６で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例６と同様にして印刷原版を作成し
た。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表５に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によりパ
ターンを描画した印刷版を用いて、実施例１８と同様に印刷評価を実施した。結果を表５
に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、Ｎ－メチル－２－ピロリドン／γ－ブチロ
ラクトン／３－メチル－３－メトキシブチルアセテート＝１／１／１（質量比）混合溶剤
中に、２０℃、２４時間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定する
ことにより、前記質量変化率測定法により質量変化率を求めた。結果を表５に示す。
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【０３０８】
〔実施例２０〕
（ブラックマトリックスの印刷評価）
　合成例８で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例８と同様にして印刷原版を作成し
た。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表５に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によりパ
ターンを描画した印刷版を用い、実施例１８と同様にして印刷、乾燥、焼成を行った。結
果を表５に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、Ｎ－メチル－２－ピロリドン／γ－ブチロ
ラクトン／３－メチル－３－メトキシブチルアセテート＝１／１／１（質量比）混合溶剤
中に、２０℃、２４時間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定する
ことにより、前記質量変化率測定法により質量変化率を求めた。結果を表５に示す。
【０３０９】
〔実施例２１〕
（ブラックマトリックスの印刷評価）
　合成例１０で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例１８と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表５に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用い、実施例１８と同様にして印刷、乾燥、焼成を行った
。結果を表５に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、Ｎ－メチル－２－ピロリドン／γ－ブチロ
ラクトン／３－メチル－３－メトキシブチルアセテート＝１／１／１（質量比）混合溶剤
中に、２０℃、２４時間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定する
ことにより、前記質量変化率測定法により質量変化率を求めた。結果を表５に示す。
【０３１０】
〔比較例９〕
（ブラックマトリックスの印刷評価）
　比較合成例１で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例１と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表５に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用い、実施例１８と同様にして印刷、乾燥、焼成を行った
。結果を表５に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、Ｎ－メチル－２－ピロリドン／γ－ブチロ
ラクトン／３－メチル－３－メトキシブチルアセテート＝１／１／１（質量比）混合溶剤
中に、２０℃、２４時間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定する
ことにより、前記質量変化率測定法により質量変化率を求めた。結果を表５に示す。
【０３１１】
〔比較例１０〕
（ブラックマトリックスの印刷評価）
　比較合成例２で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例２と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表５に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用い、実施例１８と同様にして印刷、乾燥、焼成を行った
。結果を表５に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、Ｎ－メチル－２－ピロリドン／γ－ブチロ
ラクトン／３－メチル－３－メトキシブチルアセテート＝１／１／１（質量比）混合溶剤
中に、２０℃、２４時間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定する
ことにより、前記質量変化率測定法により質量変化率を求めた。結果を表５に示す。
【０３１２】
　実施例１８～２１及び比較例９及び１０の印刷版を用いて、下記印刷評価を行った。結
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（ブラックマトリックス被膜の体積電気抵抗（ρ））
　ブラックマトリックス被膜の体積電気抵抗（ρ）はブラックマトリックス被膜（電極断
面積（Ｓ）、電極間隔（ｄ）に電圧（Ｖ）を印加し、流れた電流（Ｉ）から、オームの法
則を用いて下記計算式（ｉｖ）により求めた。
　　　ρ＝（Ｖ／Ｉ）・（ｄ／Ｓ）　　　　　（ｉｖ）
【０３１３】
（ブラックマトリックスの光学濃度ＯＤ（ｏｐｔｉｃａｌ　ｄｅｎｓｉｔｙ）値の測定）
　顕微分光器（大塚電子製ＭＣＰＤ２０００）を用いて、下記計算式（ｖ）により求めた
。
　　　ＯＤ値＝ｌｏｇ10（Ｉ0／Ｉ）　　　　（ｖ）
ここでＩ0は入射光強度、Ｉは透過光強度である。
【０３１４】
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【表５】

【０３１５】
　表５の結果から前記式（１）におけるＲ1のｎが１であるか、また前記式（２）におけ
るＲ2の炭素数が１０未満である比較例９及び比較例１０では、溶剤に対する質量変化率
が高く、ブラックマトリックスの精度が劣ることが判明した。
　また、実施例の印刷版を用いると、溶剤膨潤による印刷版の厚み変動を減少させること
ができるので、被印刷物であるブラックマトリックスの厚み変動を縮小させることができ
る。実施例の印刷版により液晶表示用カラーフィルター性能と直結するブラックマトリッ
クスの厚みを高精度で制御することが可能である。
【０３１６】
［カラーフィルター用着色層の製造方法について］
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〔実施例２２〕
（着色層用インクの調製）
　γ－ブチロラクトンとＮ－メチル－２－ピロリドンの混合溶剤中で、ピロメリット酸二
無水物（０．４９モル当量）、４，４’－ジアミノジフェニルエーテル（０．９５モル当
量）、ビス－３－（アミノプロピル）テトラメチルシロキサン（０．０５モル当量）を反
応させ、ポリアミック酸溶液（ポリマー濃度２０質量％）を得た。このポリアミック酸溶
液を２００ｇ取り出し、それにγ－ブチロラクトン１８６ｇとブチルセロソルブ６４ｇを
添加してポリマー濃度１０質量％の画素用ポリアミック酸を得た。
　ピグメントレッド１７７（アントラキノンレッド）４ｇ、γ－ブチロラクトン４０ｇ、
ブチルセロソルブ６ｇをガラスビーズ１００ｇとともにホモジナイザーを用いて、７００
０ｒｐｍで３０分間分散処理後、ガラスビーズを濾過により除去し、顔料濃度８質量％の
分散液を得た。顔料分散液３０ｇに、前記ポリマー濃度１０質量％の画素用ポリアミック
酸溶液３０ｇを添加混合し、赤色ペーストを得た。
（着色層の印刷評価）
　合成例５で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例５と同様にして印刷原版を作成し
た。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表６に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によりパ
ターンを描画した印刷版を用い、前記赤色ペーストの印刷評価を実施した。印刷にはフレ
キソ用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を
用い、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷体としては、厚さ
１．０ｍｍの無アルカリガラス基板を用いた。焼成後の着色層の膜厚が、１μｍとなるよ
うに前記赤色ペーストを印刷した後、１４５℃でプリベークを行った後、２９０℃に加熱
して熱硬化を行った。結果を表６に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、Ｎ－メチル－２－ピロリドン／γ－ブチロ
ラクトン／ブチルセロソルブ＝１／１／１（質量比）混合溶剤中に、２０℃、２４時間浸
漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、前記質量変化
率測定法により質量変化率を求めた。結果を表６に示す。
【０３１７】
〔実施例２３〕
（着色層の印刷評価）
　合成例６で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例６と同様にして印刷原版を作成し
た。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表６に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によりパ
ターンを描画した印刷版を用いて、実施例２２と同様に印刷評価を実施した。焼成後の着
色層の膜厚が、１μｍとなるように印刷、乾燥、焼成を行った。結果を表６に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、Ｎ－メチル－２－ピロリドン／γ－ブチロ
ラクトン／ブチルセロソルブ＝１／１／１（質量比）混合溶剤中に、２０℃、２４時間浸
漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、前記質量変化
率測定法により質量変化率を求めた。結果を表６に示す。
【０３１８】
〔実施例２４〕
（着色層の印刷評価）
　合成例８で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例８と同様にして印刷原版を作成し
た。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表６に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によりパ
ターンを描画した印刷版を用い、実施例２２と同様に印刷評価を実施した。焼成後の着色
層の膜厚が、１μｍとなるように印刷、乾燥、焼成を行った。結果を表６に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、Ｎ－メチル－２－ピロリドン／γ－ブチロ
ラクトン／ブチルセロソルブ＝１／１／１（質量比）混合溶剤中に、２０℃、２４時間浸
漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、前記質量変化
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【０３１９】
〔実施例２５〕
（着色層の印刷評価）
　合成例１０で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例２２と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表５に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用い、実施例２２と同様に印刷評価を実施した。焼成後の
着色層の膜厚が、１μｍとなるように印刷、乾燥、焼成を行った。結果を表６に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、Ｎ－メチル－２－ピロリドン／γ－ブチロ
ラクトン／ブチルセロソルブ＝１／１／１（質量比）混合溶剤中に、２０℃、２４時間浸
漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、前記質量変化
率測定法により質量変化率を求めた。結果を表６に示す。
【０３２０】
〔比較例１１〕
（着色層の印刷評価）
　比較合成例１で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例１と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表６に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用い、実施例２２と同様にして印刷、乾燥、焼成を行った
。結果を表６に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、Ｎ－メチル－２－ピロリドン／γ－ブチロ
ラクトン／ブチルセロソルブ＝１／１／１（質量比）混合溶剤中に、２０℃、２４時間浸
漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、前記質量変化
率測定法により質量変化率を求めた。結果を表６に示す。
【０３２１】
〔比較例１２〕
（着色層の印刷評価）
　比較合成例２で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例２と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表６に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用い、実施例２２と同様にして印刷、乾燥、焼成を行った
。結果を表６に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、Ｎ－メチル－２－ピロリドン／γ－ブチロ
ラクトン／ブチルセロソルブ＝１／１／１（質量比）混合溶剤中に、２０℃、２４時間浸
漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、前記質量変化
率測定法により質量変化率を求めた。結果を表６に示す。
【０３２２】
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【表６】

【０３２３】
　表６の結果から前記式（１）におけるＲ1のｎが１であるか、また前記式（２）におけ
るＲ2の炭素数が１０未満である比較例１１及び比較例１２では、溶剤に対する質量変化
率が高く、カラーフィルター用着色層の精度が劣ることが判明した。
　また、実施例の印刷版を用いると、溶剤膨潤による印刷版の厚み変動を減少させること
ができるので、被印刷物であるカラーフィルター用着色層の厚み変動を縮小させることが
できる。実施例の印刷版によりカラーフィルター性能と直結する着色層の厚みを高精度で
制御することが可能である。
【０３２４】
［有機薄膜太陽電池用光電変換層の製造方法について］
〔実施例２６〕
（有機薄膜太陽電池用光電変換層の印刷評価）
　正孔輸送層形成材料として分子量５７，０００の立体規性ポリ－３－ドデシルチオフェ
ン(立体規則性９０％)と、電子輸送層形成材料としてフラーレン誘導体（ＰＣＢＭ：［６
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，６］－フェニル－Ｃ６１ブチリックアシッドメチルエステル）を１：１の質量比となる
ように秤量し、これに脱水キシレンを添加し、２．５質量％となるように有機薄膜太陽電
池用光電変換層用インクを作製した。
　合成例２で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例２と同様にして印刷原版を作成し
た。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表７に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によりパ
ターンを描画した印刷版を用いて、前記インクの印刷評価を実施した。印刷にはフレキソ
用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を用い
、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷体としては、厚さ１．
０ｍｍの無アルカリガラス基板を用いた。前記インクを印刷した後、窒素雰囲気下、１２
０℃で１０分間乾燥を行い、有機薄膜太陽電池用光電変換層を形成した。結果を表７に示
す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン中に、２０℃、２４時間浸漬後、
表面に付着した液滴をふき取り、浸漬前後の質量増加量を測定することにより、質量変化
率を求めた。結果を表７に示す。
【０３２５】
〔実施例２７〕
（有機薄膜太陽電池用光電変換層の印刷評価）
　正孔輸送層形成材料として分子量５７，０００の立体規性ポリ－３－ドデシルチオフェ
ン(立体規則性９０％)と、電子輸送層形成材料としてフラーレン誘導体（ＰＣＢＭ：［６
，６］－フェニル－Ｃ６１ブチリックアシッドメチルエステル）を１：１の質量比となる
ように秤量し、これに脱水キシレンを添加し、２．５質量％となるように有機薄膜太陽電
池用光電変換層用インクを作製した。
　合成例１１で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例２６と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表７に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用いて、前記インクの印刷評価を実施した。印刷にはフレ
キソ用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を
用い、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷体としては、厚さ
１．０ｍｍの無アルカリガラス基板を用いた。前記インクを印刷した後、窒素雰囲気下、
１２０℃で１０分間乾燥を行い、有機薄膜太陽電池用光電変換層を形成した。結果を表７
に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン中に、２０℃、２４時間浸漬後、
表面に付着した液滴をふき取り、浸漬前後の質量増加量を測定することにより、質量変化
率を求めた。結果を表７に示す。
【０３２６】
〔実施例２８〕
（有機薄膜太陽電池用光電変換層の印刷評価）
　正孔輸送層形成材料として分子量５７，０００の立体規性ポリ－３－ドデシルチオフェ
ン(立体規則性９０％)と、電子輸送層形成材料としてフラーレン誘導体（ＰＣＢＭ：［６
，６］－フェニル－Ｃ６１ブチリックアシッドメチルエステル）を１：１の質量比となる
ように秤量し、これに脱水キシレンを添加し、２．５質量％となるように有機薄膜太陽電
池用光電変換層インクを作製した。
　合成例１２で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例２６と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表７に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用いて、前記インクの印刷評価を実施した。印刷にはフレ
キソ用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を
用い、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷体としては、厚さ
１．０ｍｍの無アルカリガラス基板を用いた。前記インクを印刷した後、窒素雰囲気下、
１２０℃で１０分間乾燥を行い、有機薄膜太陽電池用光電変換層を形成した。結果を表７
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（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン中に、２０℃、２４時間浸漬後、
表面に付着した液滴をふき取り、浸漬前後の質量増加量を測定することにより、質量変化
率を求めた。結果を表７に示す。
【０３２７】
〔実施例２９〕
　（有機薄膜太陽電池用光電変換層の印刷評価）
　正孔輸送層形成材料として分子量５７，０００の立体規性ポリ－３－ドデシルチオフェ
ン(立体規則性９０％)と、電子輸送層形成材料としてフラーレン誘導体（ＰＣＢＭ：［６
，６］－フェニル－Ｃ６１ブチリックアシッドメチルエステル）を１：１の質量比となる
ように秤量し、これに脱水メチルエチルケトンを添加し、２．５質量％となるように有機
薄膜太陽電池用光電変換層用インクを作製した。
　合成例５で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例２６と同様にして印刷原版を作成
した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表７に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻により
パターンを描画した印刷版を用いて、前記インクの印刷評価を実施した。印刷にはフレキ
ソ用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を用
い、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷体としては、厚さ１
．０ｍｍの無アルカリガラス基板を用いた。前記インクを印刷した後、窒素雰囲気下、１
２０℃で１０分間乾燥を行い、有機薄膜太陽電池用光電変換層を形成した。結果を表７に
示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、メチルエチルケトン中に、２０℃、２４時
間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、浸漬前後の質量増加量を測定すること
により、質量変化率を求めた。結果を表７に示す。
【０３２８】
〔比較例１３〕
（有機薄膜太陽電池用光電変換層の印刷評価）
　比較合成例１で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例１と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表７に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用い、実施例２６と同様にして同様にして印刷、乾燥を行
った。結果を表７に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン又はメチルエチルケトン中に、２
０℃、２４時間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、浸漬前後の質量増加量を測定す
ることにより、質量変化率を求めた。結果を表７に示す。
【０３２９】
〔比較例１４〕
（有機薄膜太陽電池用光電変換層の印刷評価）
　比較合成例２で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例２と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表７に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用い、実施例２６と同様にして印刷、乾燥を行った。結果
を表７に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン又はメチルエチルケトン中に、２
０℃、２４時間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、浸漬前後の質量増加量を測定す
ることにより、質量変化率を求めた。結果を表７に示す。
【０３３０】
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【表７】

【０３３１】
　表７の結果から前記式（１）におけるＲ1のｎが１であるか、また前記式（２）におけ
るＲ2の炭素数が１０未満である比較例１３及び比較例１４では、溶剤に対する質量変化
率が高く、有機薄膜太陽電池用光電変換層の精度が劣ることが判明した。
　また、実施例の印刷版を用いると、溶剤膨潤による印刷版の厚み変動を減少させること
ができるので、被印刷物である光電変換層の厚み変動を縮小させることができる。実施例
の印刷版により太陽電池性能と直結する有機薄膜太陽電池用光電変換層の厚みを高精度で
制御することが可能である。
【０３３２】
［薄膜半導体パターン層の製造方法について］
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〔実施例３０〕
（薄膜半導体パターン層の印刷評価）
　ポリ（３－ヘキシルチオフェン）を１．０質量％の濃度で脱水キシレンに溶解し、薄膜
半導体パターン形成用インクを作製した。
　合成例２で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例２と同様にして印刷原版を作成し
た。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表８に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によりパ
ターンを描画した印刷版を用いて、前記インクの印刷評価を実施した。印刷にはフレキソ
用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を用い
、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷基板としては、厚さ１
．０ｍｍの無アルカリガラス基板を用いた。前記インクを印刷した後、１４０℃で２０分
間乾燥して、薄膜半導体パターン層を製造した。結果を表８に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン中に、２０℃、２４時間浸漬後、
表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化率を求めた
。結果を表８に示す。
【０３３３】
〔実施例３１〕
（薄膜半導体パターン層の印刷評価）
　ポリ（３－ヘキシルチオフェン）を１．０質量％の濃度で脱水キシレンに溶解し、薄膜
半導体パターン形成用インクを作製した。
　合成例１１で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例３０と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表８に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用いて、前記インクの印刷評価を実施した。印刷にはフレ
キソ用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を
用い、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷基板と
しては、厚さ１．０ｍｍの無アルカリガラス基板を用いた。前記インクを印刷した後、１
４０℃で２０分間乾燥して、薄膜半導体パターン層を製造した。結果を表８に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン中に、２０℃、２４時間浸漬後、
表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化率を求めた
。結果を表８に示す。
【０３３４】
〔実施例３２〕
　（薄膜半導体パターン層の印刷評価）
　ポリ（３－ヘキシルチオフェン）を１．０質量％の濃度で脱水キシレンに溶解し、薄膜
半導体パターン形成用インクを作製した。
　合成例１２で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例３０と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表７に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用いて、前記インクの印刷評価を実施した。印刷にはフレ
キソ用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を
用い、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷基板と
しては、厚さ１．０ｍｍの無アルカリガラス基板を用いた。前記インクを印刷した後、１
４０℃で２０分間乾燥して、薄膜半導体パターン層を製造した。結果を表８に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン中に、２０℃、２４時間浸漬後、
表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化率を求めた
。結果を表８に示す。
【０３３５】
〔実施例３３〕
（薄膜半導体パターン層の印刷評価）
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　ポリ（３－ヘキシルチオフェン）を１．０質量％の濃度で脱水メチルエチルケトンに溶
解し、薄膜半導体パターン形成用インクを作製した。
　合成例５で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例３０と同様にして印刷原版を作成
した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表７に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻により
パターンを描画した印刷版を用いて、前記インクの印刷評価を実施した。印刷にはフレキ
ソ用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を用
い、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷基板としては、厚さ
１．０ｍｍの無アルカリガラス基板を用いた。前記インクを印刷した後、１４０℃で２０
分間乾燥して、薄膜半導体パターン層を製造した。結果を表８に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、メチルエチルケトン中に、２０℃、２４時
間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化
率を求めた。結果を表８に示す。
【０３３６】
〔比較例１５〕
（薄膜半導体パターン層の印刷評価）
　比較合成例１で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例１と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表８に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用い、実施例３０と同様にして同様にして印刷、乾燥を行
った。結果を表８に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン及びメチルエチルケトン中に、２
０℃、２４時間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することによ
り、質量変化率を求めた。結果を表８に示す。
【０３３７】
〔比較例１６〕
（薄膜半導体パターン層の印刷評価）
　比較合成例２で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例２と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表８に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用い、実施例３０と同様にして印刷、乾燥を行った。結果
を表８に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン及びメチルエチルケトン中に、２
０℃、２４時間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することによ
り、質量変化率を求めた。結果を表８に示す。
【０３３８】
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【表８】

【０３３９】
　表８の結果から前記式（１）におけるＲ1のｎが１であるか、また前記式（２）におけ
るＲ2の炭素数が１０未満である比較例１５及び比較例１６では、溶剤に対する質量変化
率が高く、薄膜半導体パターン層の精度が劣ることが判明した。
　また、実施例の印刷版を用いると、溶剤膨潤による印刷版の厚み変動を減少させること
ができるので、被印刷物である薄膜半導体パターン層の厚み変動を縮小させることができ
る。実施例の印刷版によりトランジスタ性能と直結する薄膜半導体パターン層の厚みを高
精度で制御することが可能である。
【０３４０】
［電子写真感光体の感光層の製造方法について］
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〔実施例３４〕
（電子写真感光体の感光層の印刷評価）
　ポリ（２，５－ジオクチルオキシ－ｐ－フェニレンビニレン）とフラーレンＣ60の混合
物を、０．５質量％の濃度で脱水キシレンに分散させ、感光層形成用インクを作製した。
なお、置換ポリ（ｐ－フェニレンビニレン）の繰り返し単位に対するフラーレンＣ60の混
合割合は、５ｍｏｌ％とした。
　合成例２で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例２と同様にして印刷原版を作成し
た。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表８に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によりパ
ターンを描画した印刷版を用いて、前記インクの印刷評価を実施した。印刷にはフレキソ
用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を用い
、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷基板としては、厚さ０
．７ｍｍのガラス基板（ソーダーライムガラス）の表面に、真空蒸着法によって厚さ０．
１μｍのＩＴＯ膜を形成後、ＵＶ－オゾン洗浄を施し、有機物などの付着物を除去したも
のを用いた。該ＩＴＯ薄膜電極を有するガラス板上に、前記感光層形成用インクを印刷し
た後、窒素雰囲気下、１２０℃で１０分間乾燥して、電子写真感光体の感光層を製造した
。結果を表９に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン中に、２０℃、２４時間浸漬後、
表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化率を求めた
。結果を表９に示す。
【０３４１】
〔実施例３５〕
（電子写真感光体の感光層の印刷評価）
　ポリ（２，５－ジオクチルオキシ－ｐ－フェニレンビニレン）とフラーレンＣ60の混合
物を、０．５質量％の濃度で脱水キシレンに分散させ、感光層形成用インクを作製した。
なお、置換ポリ（ｐ－フェニレンビニレン）の繰り返し単位に対するフラーレンＣ60の混
合割合は、５ｍｏｌ％とした。
　合成例１１で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例３４と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表９に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用いて、前記インクの印刷評価を実施した。印刷にはフレ
キソ用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を
用い、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷基板としては、厚
さ０．７ｍｍのガラス基板（ソーダーライムガラス）の表面に、真空蒸着法によって厚さ
０．１μｍのＩＴＯ膜を形成後、ＵＶ－オゾン洗浄を施し、有機物などの付着物を除去し
たものを用いた。該ＩＴＯ薄膜電極を有するガラス板上に、前記感光層形成用インクを印
刷した後、窒素雰囲気下、１２０℃で１０分間乾燥して、電子写真感光体の感光層を製造
した。結果を表９に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン中に、２０℃、２４時間浸漬後、
表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化率を求めた
。結果を表９に示す。
【０３４２】
〔実施例３６〕
（電子写真感光体の感光層の印刷評価）
　ポリ（２，５－ジオクチルオキシ－ｐ－フェニレンビニレン）とフラーレンＣ60の混合
物を、０．５質量％の濃度で脱水キシレンに分散させ、感光層形成用インクを作製した。
なお、置換ポリ（ｐ－フェニレンビニレン）の繰り返し単位に対するフラーレンＣ60の混
合割合は、５ｍｏｌ％とした。
　合成例１２で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例３４と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表９に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
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りパターンを描画した印刷版を用いて、前記インクの印刷評価を実施した。印刷にはフレ
キソ用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を
用い、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷基板としては、厚
さ０．７ｍｍのガラス基板（ソーダーライムガラス）の表面に、真空蒸着法によって厚さ
０．１μｍのＩＴＯ膜を形成後、ＵＶ－オゾン洗浄を施し、有機物などの付着物を除去し
たものを用いた。該ＩＴＯ薄膜電極を有するガラス板上に、前記感光層形成用インクを印
刷した後、窒素雰囲気下、１２０℃で１０分間乾燥して、電子写真感光体の感光層を製造
した。結果を表９に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン中に、２０℃、２４時間浸漬後、
表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化率を求めた
。結果を表９に示す。
【０３４３】
〔実施例３７〕
（電子写真感光体の感光層の印刷評価）
　ポリ（２，５－ジオクチルオキシ－ｐ－フェニレンビニレン）とフラーレンＣ60の混合
物を、０．５質量％の濃度で脱水メチルエチルケトンに分散させ、感光層形成用インクを
作製した。なお、置換ポリ（ｐ－フェニレンビニレン）の繰り返し単位に対するフラーレ
ンＣ60の混合割合は、５ｍｏｌ％とした。
　合成例５で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例３０と同様にして印刷原版を作成
した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表９に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻により
パターンを描画した印刷版を用いて、前記インクの印刷評価を実施した。印刷にはフレキ
ソ用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を用
い、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷基板としては、厚さ
０．７ｍｍのガラス基板（ソーダーライムガラス）の表面に、真空蒸着法によって厚さ０
．１μｍのＩＴＯ膜を形成後、ＵＶ－オゾン洗浄を施し、有機物などの付着物を除去した
ものを用いた。該ＩＴＯ薄膜電極を有するガラス板上に、前記感光層形成用インクを印刷
した後、窒素雰囲気下、１２０℃で１０分間乾燥して、電子写真感光体の感光層を製造し
た。結果を表９に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、メチルエチルケトン中に、２０℃、２４時
間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化
率を求めた。結果を表９に示す。
【０３４４】
〔比較例１７〕
（電子写真感光体の感光層の印刷評価）
　比較合成例１で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例１と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表９に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用い、実施例３４と同様にして同様にして印刷、乾燥を行
った。結果を表９に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン及びメチルエチルケトン中に、２
０℃、２４時間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することによ
り、質量変化率を求めた。結果を表９に示す。
【０３４５】
〔比較例１８〕
（電子写真感光体の感光層の印刷評価）
　比較合成例２で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例２と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表９に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用い、実施例３４と同様にして印刷、乾燥を行った。結果
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を表９に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン及びメチルエチルケトン中に、２
０℃、２４時間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することによ
り、質量変化率を求めた。結果を表９に示す。
【０３４６】
【表９】

【０３４７】
　表９の結果から前記式（１）におけるＲ1のｎが１であるか、また前記式（２）におけ
るＲ2の炭素数が１０未満である比較例１７及び比較例１８では、溶剤に対する質量変化
率が高く、感光層の精度が劣ることが判明した。
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　また、実施例の印刷版を用いると、溶剤膨潤による印刷版の厚み変動を減少させること
ができるので、被印刷物である電子写真感光体の感光層の厚み変動を縮小させることがで
きる。実施例の印刷版により電子写真感光体性能と直結する電子写真感光体の感光層の厚
みを高精度で制御することが可能である。
【０３４８】
［光センサー用光起電力素子を構成する電子受容性有機物層及び／又は電子供与性有機物
層の製造方法について］
〔実施例３８〕
（電子供与性有機物層の印刷評価）
　数平均分子量１７，０００の下記式（１０）で表される重合体を０．５質量％の濃度で
脱水キシレンに溶解し、電子供与性有機物層用インクを作製した。
【化１９】

　合成例２で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例２と同様にして印刷原版を作成し
た。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表１０に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻により
パターンを描画した印刷版を用いて、前記インクの印刷評価を実施した。印刷にはフレキ
ソ用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を用
い、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷基板としては、厚さ
１．０ｍｍの無アルカリガラス基板を用いた。前記インクを印刷した後、窒素雰囲気下、
１２０℃で１０分間乾燥して、電子供与性有機物層を製造した。結果を表１０に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン中に、２０℃、２４時間浸漬後、
表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化率を求めた
。結果を表１０に示す。
【０３４９】
〔実施例３９〕
（電子供与性有機物層の印刷評価）
　数平均分子量１７，０００の前記式（１０）で表される重合体を０．５質量％の濃度で
脱水キシレンに溶解し、電子供与性有機物層用インクを作製した。
　合成例１１で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例３８と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表１０に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻に
よりパターンを描画した印刷版を用いて、前記インクの印刷評価を実施した。印刷にはフ
レキソ用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）
を用い、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷基板としては、
厚さ１．０ｍｍの無アルカリガラス基板を用いた。前記インクを印刷した後、窒素雰囲気
下、１２０℃で１０分間乾燥して、電子供与性有機物層を製造した。結果を表１０に示す
。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン中に、２０℃、２４時間浸漬後、
表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化率を求めた
。結果を表１０に示す。
【０３５０】
〔実施例４０〕
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（電子供与性有機物層の印刷評価）
　数平均分子量１７，０００の前記式（１０）で表される重合体を０．５質量％の濃度で
脱水キシレンに溶解し、電子供与性有機物層用インクを作製した。
　合成例１２で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例３８と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表１０に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻に
よりパターンを描画した印刷版を用いて、前記インクの印刷評価を実施した。印刷にはフ
レキソ用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）
を用い、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷基板としては、
厚さ１．０ｍｍの無アルカリガラス基板を用いた。前記インクを印刷した後、窒素雰囲気
下、１２０℃で１０分間乾燥して、電子供与性有機物層を製造した。結果を表１０に示す
。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン中に、２０℃、２４時間浸漬後、
表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化率を求めた
。結果を表１０に示す。
【０３５１】
〔実施例４１〕
（電子供与性有機物層の印刷評価）
　数平均分子量１７，０００の前記式（１０）で表される重合体を０．５質量％の濃度で
脱水メチルエチルケトンに溶解し、電子供与性有機物層用インクを作製した。
　合成例５で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例３８と同様にして印刷原版を作成
した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表１０に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用いて、前記インクの印刷評価を実施した。印刷にはフレ
キソ用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を
用い、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷基板としては、厚
さ１．０ｍｍの無アルカリガラス基板を用いた。前記インクを印刷した後、窒素雰囲気下
、１２０℃で１０分間乾燥して、電子供与性有機物層を製造した。結果を表１０に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、メチルエチルケトン中に、２０℃、２４時
間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化
率を求めた。結果を表１０に示す。
【０３５２】
〔比較例１９〕
（電子供与性有機物層の印刷評価）
　比較合成例１で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例１と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表１０に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻に
よりパターンを描画した印刷版を用い、実施例３８と同様にして同様にして印刷、乾燥を
行った。結果を表１０に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン及びメチルエチルケトン中に、２
０℃、２４時間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することによ
り、質量変化率を求めた。結果を表１０に示す。
【０３５３】
〔比較例２０〕
（電子供与性有機物層の印刷評価）
　比較合成例２で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例２と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表１０に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻に
よりパターンを描画した印刷版を用い、実施例３８と同様にして印刷、乾燥を行った。結
果を表１０に示す。
（質量変化率の測定）
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　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン及びメチルエチルケトン中に、２
０℃、２４時間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することによ
り、質量変化率を求めた。結果を表１０に示す。
【０３５４】
【表１０】

【０３５５】
　表１０の結果から前記式（１）におけるＲ1のｎが１であるか、また前記式（２）にお
けるＲ2の炭素数が１０未満である比較例１９及び比較例２０では、溶剤に対する質量変
化率が高く、電子供与性有機物層の精度が劣ることが判明した。
　また、実施例の印刷版を用いると、溶剤膨潤による印刷版の厚み変動を減少させること
ができるので、被印刷物である光センサー用光起電力素子を構成する電子受容性有機物層
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及び／又は電子供与性有機物層の厚み変動を縮小させることができる。実施例の印刷版に
より光起電力素子性能と直結する光センサー用光起電力素子を構成する電子受容性有機物
層及び／又は電子供与性有機物層の厚みを高精度で制御することが可能である。
【０３５６】
［光スイッチング素子のポリシラン薄膜の製造方法について］
〔実施例４２〕
（ポリシラン薄膜の印刷評価）
　ポリメチルフェニルシラン（分子量３，０００）を脱水キシレンに２０質量％の濃度で
溶解したポリシラン溶液を調整した。
　合成例２で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例２と同様にして印刷原版を作成し
た。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表１０に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻により
パターンを描画した印刷版を用いて、前記溶液の印刷評価を実施した。印刷にはフレキソ
用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を用い
、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷基板としては、厚さ０
．７ｍｍのガラス基板（ソーダーライムガラス）を用いた。前記溶液を印刷した後、窒素
雰囲気下、１２０℃で１０分間乾燥して、ポリシラン薄膜を製造した。結果を表１１に示
す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン中に、２０℃、２４時間浸漬後、
表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化率を求めた
。結果を表１１に示す。
【０３５７】
〔実施例４３〕
（ポリシラン薄膜の印刷評価）
　ポリメチルフェニルシラン（分子量３，０００）を脱水キシレンに２０質量％の濃度で
溶解したポリシラン溶液を調整した。
　合成例１１で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例４２と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表１１に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻に
よりパターンを描画した印刷版を用いて、前記溶液の印刷評価を実施した。印刷にはフレ
キソ用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を
用い、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷基板としては、厚
さ０．７ｍｍのガラス基板（ソーダーライムガラス）を用いた。前記溶液を印刷した後、
窒素雰囲気下、１２０℃で１０分間乾燥して、ポリシラン薄膜を製造した。結果を表１１
に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン中に、２０℃、２４時間浸漬後、
表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化率を求めた
。結果を表１１に示す。
【０３５８】
〔実施例４４〕
（ポリシラン薄膜の印刷評価）
　ポリメチルフェニルシラン（分子量３，０００）を脱水キシレンに２０質量％の濃度で
溶解したポリシラン溶液を調整した。
　合成例１２で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例４２と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表１１に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻に
よりパターンを描画した印刷版を用いて、前記インクの印刷評価を実施した。印刷にはフ
レキソ用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）
を用い、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷基板としては、
厚さ０．７ｍｍのガラス基板（ソーダーライムガラス）を用いた。前記溶液を印刷した後
、窒素雰囲気下、１２０℃で１０分間乾燥して、ポリシラン薄膜を製造した。結果を表１
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（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン中に、２０℃、２４時間浸漬後、
表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化率を求めた
。結果を表１１に示す。
【０３５９】
〔実施例４５〕
（ポリシラン薄膜の印刷評価）
　ポリメチルフェニルシラン（分子量３，０００）を脱水メチルエチルケトンに２０質量
％の濃度で溶解したポリシラン溶液を調整した。
　合成例５で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例４２と同様にして印刷原版を作成
した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表１１に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用いて、前記インクの印刷評価を実施した。印刷にはフレ
キソ用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を
用い、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷基板としては、厚
さ０．７ｍｍのガラス基板（ソーダーライムガラス）を用いた。前記溶液を印刷した後、
窒素雰囲気下、１２０℃で１０分間乾燥して、ポリシラン薄膜を製造した。結果を表１１
に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、メチルエチルケトン中に、２０℃、２４時
間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化
率を求めた。結果を表１１に示す。
【０３６０】
〔比較例２１〕
（ポリシラン薄膜の印刷評価）
　比較合成例１で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例１と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表１１に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻に
よりパターンを描画した印刷版を用い、実施例４２と同様にして印刷、乾燥を行った。結
果を表１１に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン及びメチルエチルケトン中に、２
０℃、２４時間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することによ
り、質量変化率を求めた。結果を表１１に示す。
【０３６１】
〔比較例２２〕
（ポリシラン薄膜の印刷評価）
　比較合成例２で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例２と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表１１に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻に
よりパターンを描画した印刷版を用い、実施例４２と同様にして印刷、乾燥を行った。結
果を表１１に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン及びメチルエチルケトン中に、２
０℃、２４時間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することによ
り、質量変化率を求めた。結果を表１１に示す。
【０３６２】
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【表１１】

【０３６３】
　表１１の結果から前記式（１）におけるＲ1のｎが１であるか、また前記式（２）にお
けるＲ2の炭素数が１０未満である比較例２１及び比較例２２では、溶剤に対する質量変
化率が高く、ポリシラン薄膜の精度が劣ることが判明した。
　また、実施例の印刷版を用いると、溶剤膨潤による印刷版の厚み変動を減少させること
ができるので、被印刷物であるポリシラン薄膜の厚み変動を縮小させることができる。実
施例の印刷版により光スイッチング素子性能と直結する光スイッチング素子のポリシラン
薄膜の厚みを高精度で制御することが可能である。
【０３６４】
［バンク等の製造方法について］
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〔実施例４６〕
（バンク形成用ポリアミック酸組成物の調製）
　γ－ブチロラクトンとＮ－メチル－２－ピロリドンの混合溶剤中で、ピロメリット酸二
無水物（０．４９モル当量）、４，４‘－ジアミノジフェニルエーテル（０．９５モル当
量）、ビス－３－（アミノプロピル）テトラメチルシロキサン（０．０５モル当量）を反
応させ、ポリアミック酸溶液（ポリマー濃度２０質量％）を得た。このポリアミック酸溶
液を２００ｇ取り出し、それにγ－ブチロラクトン１８６ｇとブチルセロソルブ６４ｇを
添加してポリマー濃度１０質量％のバンク形成用ポリアミック酸組成物を得た。
（バンクの印刷評価）
　合成例５で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例５と同様にして印刷原版を作成し
た。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表１２に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻により
パターンを描画した印刷版を用いて、バンク形成用ポリアミック酸の印刷評価を実施した
。印刷にはフレキソ用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティングシステムズ社製Ｉ
ＧＴ－Ｆ１）を用い、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて貼り付けた。被印刷基
板としては、厚さ１．０ｍｍの無アルカリガラス基板の表面に、真空蒸着法によって厚さ
０．１μｍのＩＴＯ膜（陽極）を形成後、ＵＶ－オゾン洗浄を施し、有機物などの付着物
を除去したものを用いた。当該基板のＩＴＯ膜側の表面に、前記バンク形成用ポリアミッ
ク酸組成物を印刷した後、１４５℃でプリベークを行った後、２９０℃に加熱して熱硬化
を行い、バンクを製造した。結果を表１２に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、Ｎ－メチル－２－ピロリドン／γ－ブチロ
ラクトン／ブチルセロソルブ＝１／１／１（質量比）混合溶剤中に、２０℃、２４時間浸
漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化率を
求めた。結果を表１２に示す。
【０３６５】
〔実施例４７〕
（バンクの印刷評価）
　合成例６で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例４６と同様にして印刷原版を作成
した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表１２に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻によ
りパターンを描画した印刷版を用いて、実施例４６と同様に印刷評価を実施した。結果を
表１２に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、Ｎ－メチル－２－ピロリドン／γ－ブチロ
ラクトン／ブチルセロソルブ＝１／１／１（質量比）混合溶剤中に、２０℃、２４時間浸
漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化率を
求めた。結果を表１２に示す。
【０３６６】
〔実施例４８〕
（バンクの印刷評価）
　合成例８で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例８と同様にして印刷原版を作成し
た。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表１２に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻により
パターンを描画した印刷版を用い、実施例４６と同様に印刷評価を実施した。結果を表１
２に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、Ｎ－メチル－２－ピロリドン／γ－ブチロ
ラクトン／ブチルセロソルブ＝１／１／１（質量比）混合溶剤中に、２０℃、２４時間浸
漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化率を
求めた。結果を表１２に示す。
【０３６７】
〔実施例４９〕
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（バンクの印刷評価）
　合成例１０で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例４６と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表１２に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻に
よりパターンを描画した印刷版を用い、実施例４６と同様に印刷評価を実施した。結果を
表１２に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、Ｎ－メチル－２－ピロリドン／γ－ブチロ
ラクトン／ブチルセロソルブ＝１／１／１（質量比）混合溶剤中に、２０℃、２４時間浸
漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化率を
求めた。結果を表１２に示す。
【０３６８】
〔比較例２３〕
（バンクの印刷評価）
　比較合成例１で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例１と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表１２に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻に
よりパターンを描画した印刷版を用い、実施例４６と同様にして印刷、乾燥、焼成を行っ
た。結果を表１２に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、Ｎ－メチル－２－ピロリドン／γ－ブチロ
ラクトン／ブチルセロソルブ＝１／１／１（質量比）混合溶剤中に、２０℃、２４時間浸
漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化率を
求めた。結果を表１２に示す。
【０３６９】
〔比較例２４〕
（バンクの印刷評価）
　比較合成例２で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例２と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版のレーザー彫刻性を表１２に示す。当該印刷原版にレーザー彫刻に
よりパターンを描画した印刷版を用い、実施例４６と同様にして印刷、乾燥、焼成を行っ
た。結果を表１２に示す。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、Ｎ－メチル－２－ピロリドン／γ－ブチロ
ラクトン／ブチルセロソルブ＝１／１／１（質量比）混合溶剤中に、２０℃、２４時間浸
漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化率を
求めた。結果を表１２に示す。
【０３７０】
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【表１２】

【０３７１】
　表１２の結果から前記式（１）におけるＲ1のｎが１であるか、また前記式（２）にお
けるＲ2の炭素数が１０未満である比較例２３及び比較例２４では、溶剤に対する質量変
化率が高く、バンクの精度が劣ることが判明した。
　また、実施例の印刷版を用いると、溶剤膨潤による印刷版の厚み変動を減少させること
ができるので、被印刷物であるバンクの厚み変動を縮小させることができる。実施例の印
刷版によりＲＧＢ画素性能と直結するバンクの厚みを高精度で制御することが可能である
。
【０３７２】
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〔実施例５０〕
（照明用有機発光層の印刷評価）
　燐光発光性高分子（芳香族アミン（ホール輸送材料）とホウ素系分子（電子輸送材料）
とイリジウム錯体（燐光発光色素）の三元系高分子：ｐｏｌｙ[ｖｉＴＰＤ－ｖｉＴＭＢ
－ｖｉＩｒ（ｐｐｙ）2（ａｃａｃ）]）を脱水キシレンに添加し、３．０質量％となるよ
うに照明用有機発光インクを作製した。
　合成例２で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例２と同様にして印刷原版を作成し
た。当該印刷原版にレーザー彫刻によりパターンを描画した印刷版を用いて、前記インク
の印刷評価を実施した。印刷にはフレキソ用印刷適性テスター（アイジーティ・テスティ
ングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を用い、版胴上に前記印刷版を、両面テープを用いて
貼り付けた。被印刷体としては、ＩＴＯ付基板に中間層としてバイエル社製「バイトロン
Ｐ」を予め塗布したものを用いた。前記インクを印刷した後、窒素雰囲気下、１００℃で
３０分間乾燥を行い、照明用有機発光層を形成した。当該発光層の膜厚は９０±３ｎｍと
いう高い平滑性を有していた。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン中に、２０℃、２４時間浸漬後、
表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することにより、質量変化率を求めた
。質量変化率は０．６質量％であった。
【０３７３】
〔実施例５１〕
（照明用有機発光層の印刷評価）
　実施例５０と同様にして照明用有機発光インクを作製した。
　合成例２で得られた感光性樹脂組成物を用いて実施例２と同様にして印刷原版を作成し
た。当該印刷原版をブランケットロール（オフセットロール）として用い、グラビアオフ
セット印刷機（アイジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１において、版胴
をブランケットロールに変更し、アニロックスロールをグラビア版に変更）により、前記
発光インクの印刷評価を実施した。被印刷体としては、ＩＴＯ付基板に中間層としてバイ
エル社製「バイトロンＰ」を予め塗布したものを用いた。前記インクを印刷した後、窒素
雰囲気下、１００℃で３０分間乾燥を行い、照明用有機発光層を形成した。当該発光層の
膜厚は９０±５ｎｍという高い平滑性を有していた。
【０３７４】
〔実施例５２〕
（照明用有機発光層の印刷評価）
　実施例５０と同様にして照明用有機発光インクを作製した。
　実施例５０でのレーザー彫刻による印刷版パターン形成の代わりに、フォトリソグラフ
ィー法によりパターン形成した以外は、実施例５０と同様にして印刷評価を実施した。す
なわち、合成例２で得られた感光性樹脂組成物をガラス板上に均一塗膜し、厚さ３ｍｍの
塗膜を形成した。当該塗膜に対し、フォトマスクを介して高圧水銀灯露光し潜像を形成し
た後、現像することにより、レリーフパターンを有する印刷版を作成した。当該印刷版を
用いて、前記インクの印刷評価を実施した。印刷にはフレキソ用印刷適性テスター（アイ
ジーティ・テスティングシステムズ社製ＩＧＴ－Ｆ１）を用い、版胴上に前記印刷版を、
両面テープを用いて貼り付けた。被印刷体としては、ＩＴＯ付基板に中間層としてバイエ
ル社製「バイトロンＰ」を予め塗布したものを用いた。前記インクを印刷した後、窒素雰
囲気下、１００℃で３０分間乾燥を行い、照明用有機発光層を形成した。当該発光層の膜
厚は９０±６ｎｍという高い平滑性を有していた。
【０３７５】
〔比較例２５〕
（照明用有機発光層の印刷評価）
　比較合成例１で得られた感光性樹脂組成物を用いて比較例１と同様にして印刷原版を作
成した。当該印刷原版にレーザー彫刻によりパターンを描画した印刷版を用い、実施例５
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０と同様にして印刷、乾燥、焼成を行った結果、印刷、乾燥を行った結果、乾燥後の有機
発光層の膜厚は約９０±２０ｎｍと極めて不均一であった。
（質量変化率の測定）
　前記印刷原版から作製した試験サンプルを、キシレン及びメチルエチルケトン中に、２
０℃、２４時間浸漬後、表面に付着した液滴をふき取り、質量増加量を測定することによ
り、質量変化率を求めた。質量変化率は、それぞれ３９質量％及び７８質量％であった。
【０３７６】
　前記式（１）におけるＲ1のｎが１であるか、また前記式（２）におけるＲ2の炭素数が
１０未満である比較例２５では、溶剤に対する質量変化率が高く、有機発光層の精度が劣
ることが判明した。
　また、実施例の印刷版を用いると、溶剤膨潤による印刷版の厚み変動を減少させること
ができるので、被印刷物である有機発光層の厚み変動を縮小させることができる。実施例
の印刷版により照明、表示装置、表示装置用バックライト、インテリア、エクステリア、
面発光光源性能と直結する有機発光層の厚みを高精度で制御することができる。
【産業上の利用可能性】
【０３７７】
　本発明のポリカーボネートジオール、これから製造されるポリマーは、耐溶剤性に優れ
るので、溶剤にさらされる可能性のある、例えば、衣料品、電子部品などの様々な用途に
用いることができ、特に、溶剤含有インクを用いる可能性のある印刷、例えば、フレキソ
印刷、活版印刷などの凸版印刷；オフセット印刷などの平版印刷；グラビア印刷などの凹
版印刷；スクリーン印刷などの孔版印刷などの各種印刷、のための印刷版や印刷原版を製
造することが可能である。
　特に、本発明のポリカーボネートジオール、これから製造されるポリマー、このポリマ
ーを含む感光性樹脂組成物は、レーザーによる彫刻により画像形成して印刷版を形成する
レーザー彫刻用印刷原版の製造に適している。
　本発明の導電性層の製造方法により、高精細かつ膜厚均一のパターンを有する導電性層
を製造することが可能である。また、該導電性層を含む導電回路を提供することが可能で
ある。特に、該導電回路は、高精度の導電性層を含むことにより、電磁波シールド又はＲ
ＦＩＤタグなどに好適に用いることが可能である。
　本発明の有機発光層の製造方法により、高精細かつ膜厚均一のパターンを有する有機発
光層を製造することが可能である。また、該有機発光層を含む有機ＥＬ素子と該有機ＥＬ
素子を用いた有機ＥＬディスプレイ、照明、表示装置、表示装置用バックライト、インテ
リア、エクステリア、面発光光源、玩具、化粧品、ノベルティー・グッズなどを提供する
ことが可能である。
　本発明の液晶配向膜の製造方法により、膜厚均一の液晶配向膜を効率的に製造すること
が可能である。該液晶配向膜を含む液晶表示装置を提供することが可能である。
　本発明のブラックマトリックスの製造方法により、高精度でブラックマトリックスを製
造することが可能である。また、該ブラックマトリックスを含む液晶表示用カラーフィル
ターを提供することが可能である。
　本発明のカラーフィルター用着色層の製造方法により、高精度でカラーフィルター用着
色層を製造することが可能である。また、該着色層を含むカラーフィルターを提供するこ
とが可能である。
　本発明の有機薄膜太陽電池用光電変換層の製造方法により、高精度で有機薄膜太陽電池
用光電変換層を製造することが可能である。また、該有機薄膜太陽電池用光電変換層を含
む有機薄膜太陽電池を提供することが可能である。
　本発明の薄膜半導体パターン層の製造方法により、高精度で薄膜半導体パターン層を製
造することが可能である。
　本発明の電子写真感光体の感光層の製造方法により、高精度で電子写真感光体の感光層
を製造することが可能である。また、該感光層を含む電子写真感光体を提供することが可
能である。
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　本発明の光センサー用光起電力素子を構成する電子受容性有機物層及び／又は電子供与
性有機物層の製造方法により、高精度で電子受容性有機物層及び／又は電子供与性有機物
層を製造することが可能である。また、該電子受容性有機物層及び／又は該電子供与性有
機物層を含む光センサー用光起電力素子及び光センサーを提供することが可能である。
　本発明の光スイッチング素子のポリシラン薄膜の製造方法により、高精度で光スイッチ
ング素子のポリシラン薄膜を製造することが可能である。また、該ポリシラン薄膜を含む
光スイッチング素子を提供することが可能である。
　本発明のバンクの製造方法により、高精度でバンクを製造する方法を提供することが可
能である。また、本発明の照明、表示装置、表示装置用バックライト、インテリア、エク
ステリア、面発光光源用有機発光層の製造方法により、高精度で有機発光層を製造する方
法を提供することが可能である。また、該有機発光層を含む照明、表示装置、表示装置用
バックライト、インテリア、エクステリア、面発光光源、玩具、化粧品、ノベルティー・
グッズなどを提供することが可能である。
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